
 

「名古屋議定書に係る国内措置のあり方検討会報告書（案）」に係る 

パブリックコメントの結果について 

 

 

１．意見募集方法の概要 

（１）意見募集の周知方法 

・環境省ホームページ掲載 

・電子政府の総合窓口(e-Gov) 

 

（２）意見募集期間 

平成 25 年 12 月 27 日(金)～平成 26 年 1 月 24 日(金) 

 

（３）意見提出方法 

郵送、ファクス、電子メール 

 

（４）意見提出先 

環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性施策推進室 

 

 

２．意見募集の結果 

意見提出のあった個人・団体の総数は 278 で、内訳は以下のとおり。寄せら

れた意見を項目別に整理したところ、のべ意見数は 1351 件であった。また、同

じ項目に対する同趣旨の意見をまとめたところ、意見の種類の総数は 565 であ

った。 

 

個人 団体 不明 合計 

213 54 11 278 

 

 

３．意見一覧 

附属資料のとおり。 

 

 

 

参考資料６ 



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

まえがき

1
誰の文章であるのか、筆者名を示すべき。 検討会の報告書の取り纏め責任者の文章なのか、事務局の文章なのか分からな

い。検討委員と事務局では立場が異なるので明らかにした方が良い
ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅰ

２．議定書の概要

2
遵守措置は明確かつ簡素であることが必要。 ご意見の趣旨はⅢ1(1)③に含まれている

と考えます。 1

Ⅰ

２．議定書の概要

3

報告書に、名古屋議定書の意義という項目を加え、名古屋議定書第9条の重要
性を指摘する文章を入れるべき。ABSは、遺伝資源の適正利用を推進し、生物
多様性が豊かな状態で残されている特に途上国における生物多様性の保全や持
続可能な利用の推進の動機づけを図るための国際義務の実施を担保する措置で
あり、このしくみを日本政府として合意しているという基本原則の確認が必
要。

報告書には、ABSの仕組みがCBDになぜ組み込まれたか先進国と途上国間で合意
されたことの意義が説明されていない。
議定書は、ABSという国際義務の実施を担保するための措置なので、そもそもの
ABSという制度の持つ意義（公益）をきちんと説明するべき。そうでなければ、
単に規制はいやだ、技術革新を阻害するから駄目だというような、1992年に既
に決着のついている議論を蒸し返しすことになる。
ABSという仕組みを公益の観点から日本国政府として合意したという前提にたっ
て、利用国が果たすべき義務を果たしつつ、遺伝資源を活用した技術革新をす
すめるにはどうするかというのが、健全な議論といえる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅰ

２．議定書の概要 ２段落
目

4

PICが利用したい生物種（遺伝資源）それぞれによって結ばれる場合のみ想定
しているのであれば、学術的利用について問題がある。

分類学・生態学の調査では生物種（遺伝資源）を網羅的に採集する場合があ
り、単一種についてそれぞれPICを結ぶことは不可能であり、遺伝資源の学術的
利用が困難になるが、報告書内でPICの具体的内容について明記されていなかっ
たため。

PICの対象となる事項はケースバイケー
スと考えています。

1

Ⅰ
３．議定書の締結状況

5
遵守措置は明確かつ簡素であることが必要。 ご意見の趣旨はⅢ1(1)③に含まれている

と考えます。 1

Ⅰ
４．議定書の国内実施に係る各
国の動向 6

遵守措置は明確かつ簡素であることが必要。 ご意見の趣旨はⅢ1(1)③に含まれている
と考えます。 1

Ⅰ

４．議定書の国内実施に係る各
国の動向

7

他国の状況を十分に見極めた上で、国益を損なうことのないような国内措置を
検討するべき。

基礎生物学研究において、海外の遺伝子組換え系統を利用することはきわめて
一般的であり、海外のストックセンターなどから系統を取り寄せることが法的
に制限されれば、国内の研究開発が阻害されることとなり、国益を損なう可能
性が考えられるため。例えば、国内から国外への系統の譲渡に比べて国外から
国内への系統の譲受が著しく制限されるような事態は避ける必要がある。

ご意見の趣旨はⅢ5に含まれていると考え
ます。

1

Ⅱ 8
遵守措置は明確かつ簡素であることが必要。 ご意見の趣旨はⅢ1(1)③に含まれている

と考えます。 1

Ⅱ 9
検討の対象がいわゆるABS法ではなく、利用者措置（user measures）に偏向し
ている。

Ⅲ2において、提供国措置のあり方（大きい
な方向性）について記述しています。 1

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

①遺伝資源の取得の機
会の提供（第６条）

10

法律及びシステムが構築されていない締結国との締結においては実施を容易に
するために学術研究の場合においては当該国の共同研究者とのPICやMATの締結
だけとすべき。

当該締結国において法律及びシステムが構築されていない場合に、そのような
国との締結には、大変な時間と労力にいる作業になるため。また、締結国が決
めた制度があまりにも不都合で尋常でない場合には、学術研究の実施すること
自体が尋常ではなく難しくなるため。

議定書第６条に基づくPICは、提供国がABS
法令等に基づいて発給するものと理解して
います。なお、Ⅲ1(3)①において、遵守に関
する国内措置はABS法令等を整備している
他の締約国を対象とすべきことを記載して
います。

14

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

①遺伝資源の取得の機
会の提供（第６条）

11

学術研究の場合、提供国において法律及びシステムが未構築な場合には提供国の
共同研究者との PIC や MAT の締結だけで可能となるよう希望。

制度やシステムが未構築な国との締結の場合、大変な時間と労力を要し、研究
活動の大きな障害となるため。

議定書第６条に基づくPICは、提供国がABS
法令等に基づいて発給するものと理解して
います。なお、Ⅲ1(3)①において、遵守に関
する国内措置はABS法令等を整備している
他の締約国を対象とすべきことを記載して
います。

1

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

①遺伝資源の取得の機
会の提供（第６条）

２段落
目

12

名古屋議定書が発効されたところで、PIC/MATが今まで通り各国の基準で決められ
るので、研究者に負担がかかる状況は変わらない。日本がリードしてPIC/MATに世
界基準を設けてほしい。それによって、他国で生物調査を希望する研究者に求めら
れる手続きを明確かつ簡素にしてほしい。

多国間における調査研究が合法かつより盛んに発展することを強く希望。そう
でなければ議定書によって厳しい基準を設けることに利用国側としての利点を
見出せない。

ご意見の趣旨は、Ⅲ2の(国内PIC制度を措
置することの是非に関して検討すべき事項)
に含まれていると考えます。 1

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

②遺伝資源に関連する
伝統的な知識の取得の
機会の提供（第７条）

13

日本のステークホルダーのなかに「先住民等社会」を加える必要がある。「先
住民族」としての「アイヌ民族コミュニティ」と沖縄の「ローカル・コミュニ
ティ」に対して、これまで行われた国内措置のあり方検討について説明し、そ
の意見を聴取すること、そして今後の検討会に参加させることを求める。

国際社会では、ノールウェーが利用国であるとともに、国内にサミ民族という
先住民族が遺伝資源の提供をしているということで、先住民族の伝統知の国内
における保護を行っている。日本もアイヌ民族を先住民族として認めているほ
か、琉球民族を先住民族と見なさない場合にも「ローカル・コミュニティ」と
して「先住民等社会」に加えるべき。

Ⅲ5において「本検討会の終了後の次のス
テップとして・・・学術界、産業界及びNGOを
含めたオールジャパンの体制の下で・・・国
内措置の検討を進めるべきである。」と記載
しており、ご意見の趣旨は当該箇所に含ま
れていると考えます。

1

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

②遺伝資源に関連する
伝統的な知識の取得の
機会の提供（第７条）

14

日本国内の「先住民等社会」ステークホルダーに、被差別部落コミュニティも
遺伝資源に関する伝統知を保有する「ローカル・コミュニティ」が該当する可
能性について検討されるべき。もし、その要件をみたしていることが認められ
れば、その意見を聴取することを求める。

日本政府はすでに諸外国とのFTA交渉に際して、「なめし」技術の伝統知である
ことにもとづき、これを保護する目的で、皮革をFTAの除外項目としてきた。こ
の除外措置は、伝統知識そのものではなく、その製品の除外である。しかしこ
の措置は、日本政府がCBD８条ｊ項の伝統知に対する事実上の配慮とみなすこと
ができる。皮革の「なめし」技術の遺伝子に関する伝統知識を、改めて正式に
確認したうえで、優良事例として諸外国にも知らせることが望ましい。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。ご意見の内
容に関しては、今後行われる国内措置の具
体的な検討の過程において扱われるものと
思います。なお、国内措置の検討の今後の
進め方に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

③特別の考慮事項（第
８条）

15

個人の趣味や在野の研究、あるいは、それらを対象にした標本商や零細輸入業
者に関しては、手続きの免除、あるいは大幅な簡素化が適当。

名古屋議定書の趣旨からすると、個人の趣味や在野の研究は遺伝子資源を活用
する範疇からは明らかに外れており、遺伝子資源提供国の利益を妨げるもので
はない。逆に、工芸品として販売されている昆虫等の標本の購入ができなり、
手続きを要する方が利益を妨げると思われるため。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものですが、名古屋議定書にはご
意見の「在野の研究」と、それ以外の研究開
発を区別するような規定はありません。

1

1



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅱ

1．遺伝資源の提供国としての
措置に係る規定（第６条、第７
条及び第８条）

③特別の考慮事項（第
８条）

16

在野の研究者が多い分野では、簡易な措置であっても個人で対応できる可能性が
高い現状を考慮し、昆虫など分類が進んでいない分野に関しては、例えば国と国と
で取り決めを交わし、原産国や地域で保護されている種以外では、コモディティとし
て扱い、売買等で原産国に利益が分配される、また成果として挙がった学術知見は
原産国に報告するよう国内各学会等に要請するなど、個別ではなく一括した締結を
する、あるいは分類が定まるまでは国内措置から除外する等の措置が必要。

インドネシアでは古くからの標本商は、昆虫ブームの際も乱獲等を行わず、商
売が成り立つレベルでこれまで通り流通をさせていた。その国の昆虫を扱うモ
ラルとルートが確立しており、それに乗っ取って利益を分配し、流通するシス
テムが確立されていた。

ご意見の「国と国とで取り決めを交わ」すこ
とが必要との趣旨についてはⅢ3②の（検討
すべき事項）に含まれていると考えます。
また、本報告書は名古屋議定書に対応する
国内措置のあり方（大きな方向性）について
記載しているものですが、名古屋議定書に
は、ご意見のように未分類の種と、分類済
みの種を区別するような規定はありません。

1

Ⅱ

２．遺伝資源の利用国としての
措置に係る規定（第15条、第16
条及び第17条）

③遺伝資源の利用の監
視（monitoring)（第
17条） 17

MTAをクリアリングハウスのデータベースに登録することが必要になる場合
は、利用者はコピーを添付ファイルで送付するのみとし、クリアリングハウス
の職員がデーターベース入力をするよう配慮してほしい。

NBRPではすでに多数のMTAをもっており、それらをクリアリングハウスのデータ
ベースに登録することが必要になればかなりの労力になる

議定書第17条１(a)(ⅲ)では、チェックポイント
が、適当な場合にABSクリアリングハウスに
情報提供することを規定しています。 1

Ⅱ

２．遺伝資源の利用国としての
措置に係る規定（第15条、第16
条及び第17条）

③遺伝資源の利用の監
視（monitoring)（第
17条）

18

チェックポイントは国内の「先住民族とローカル・コミュニティ」に対する
PIC原則の適用についても監視機能を果たす必要がある。

ノルウェーの例に遅れをとらないよう、提供国的な側面でのモニタリングを徹
底させる必要がある。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものですが、名古屋議定書には、ご
意見のような規定はありません。
なお、Ⅱ2③へのご意見でしたが、ご意見の
趣旨はⅢ2に関わるものと考えられます。

1

Ⅱ

２．遺伝資源の利用国としての
措置に係る規定（第15条、第16
条及び第17条）

③遺伝資源の利用の監
視（monitoring)（第
17条）

エ

19

チェックポイントには十分な人員を投入すべき。 体制が整わないまま開始すると、混乱を招き、学術界、産業界が遺伝資源を利
用することができなくなり日本の研究が衰退してしまう。すでに CITESでその
ようなことが起きており、経産省窓口の対応が遅れるため、希少生物の研究が
進めにくくなっている。

ご意見の趣旨はⅡ1(4)③に含まれていると
考えます。

1

Ⅱ

３．遺伝資源の提供国及び利用
国の双方としての対応に係る規
定

20

対象とする遺伝資源をもう少し明確にする必要がある。 PCR技術を用いて新たに合成したDNAが遺伝資源の対象か不明。また、一般的な
組替え技術で異なる生物資源由来のDNAから増幅して合成したDNAが、一つのプ
ラスミドに組み込まれ形質転換された生物も一般的で、さらにそれら複数由来
のDNAが別の生物の核に組み込まれる場合もあるが、そのような生物の主権的権
利はどのように考えるか検討してほしい。海外の遺伝資源の遺伝子配列情報を
論文から入手し合成したDNAは、その遺伝資源がなければ合成できないので、対
象外なのか疑問。

ご意見の趣旨はⅡ1(3)②の箇所に含まれて
いると考えます。

1

Ⅱ
３．遺伝資源の提供国及び利用
国の双方としての対応に係る規
定

②MATの遵守（第18
条） 21

MATはNBRPで現在使用している英語版MTA(Material Transfer Agreement)で代
用できるか。代用できない場合は、書式を提供してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。 1

Ⅱ

４．用語の定義（第２条）

22

「遺伝資源」、「遺伝資源の利用」の定義が曖昧である。国内措置を行う前に
は、学術界などの関連機関から広く意見を集めた後に、日本としての具体的な
定義を学術領域ごとに示すことが必要。

生薬、生薬エキス、漢方薬エキス、生薬成分などはどのようなカテゴリーで扱
われることになるのか（遺伝資源、派生物）。また、「遺伝資源の利用」と
は、直接利益に結びつかない純粋な学術研究も指しているのかなど不明。学術
分野ごとに定義を明確に示さないと、研究の実施に際して混乱が生じる。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

3

Ⅱ

４．用語の定義（第２条） ①遺伝資源（条約第２
条の用語の定義を適
用） 23

定義が曖昧であり、文章を再考する必要がある。 「遺伝の機能的単位」については定義されておらず、全体にわかりにくい場合
について判断基準にならない。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

1

Ⅱ

４．用語の定義（第２条） ②遺伝資源の利用

24

「遺伝資源の利用」に関して、該当する研究を検討し例示するなど、具体的で
わかりやすい説明が必要。

形態学的な研究（種を認識、多様性を認識するための基礎）は「遺伝資源の利
用」になるか、地域のファウナリストの作成や個体群における形質の遺伝子頻
度の研究は利用になるのか等が不明。現在の議論では「遺伝資源」（植物、動
物、微生物その他に由来する素材）を採取し研究すること＝「遺伝資源の利
用」とはされてはいないが、その認識でよいか不明。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

3

遺伝資源の生化学的な構成に関する研究や開発が何を意味するのか全く分から
ない。

Ⅱ

４．用語の定義（第２条） ②遺伝資源の利用

25

分類学的研究、生態学的研究といった、「遺伝資源の遺伝的又は生化学的な構
成に関する研究及び開発」に該当しないことが明らかな場合には、「遺伝資源
の利用」には該当しないものとして整理し、遵守措置の対象から除外するべ
き。

遺伝資源としての利用の「可能性がある」といえば、生物体由来のものはすべ
て該当することになるが、明らかに異なる研究目的で輸出入される動植物につ
いて遵守措置の対象とすれば、国際的な学術研究の発展の阻害要因となる恐れ
がある。簡素な措置としても研究者からすれば手続きは非常に煩雑。また、分
類学的研究や生態学的研究といった基礎的研究を妨げることになれば、応用的
な研究である遺伝資源の研究にも遅れをもたらす結果となり、国際的に問題に
なる恐れがある。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②及び⑦の箇所に含
まれていると考えます。なお、分類学的研究
や生態学的研究についても、「遺伝資源の
利用」に該当する事例があることが考えられ
ます。 1

Ⅲ 26

名古屋議定書の批准加盟について、検討意義と目的が不明。「加盟」が前提で
あり、検討の結果「加盟しない」という選択肢はないのか。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅲ

序文

27
現時点では、報告書案はパブコメ中であるので、「このようにして取りまとめ
た国内措置のあり方に係る本検討会の意見は以下のとおりである。」は削除。

パブリックコメントを踏まえた対応について
は、ご意見の文章の一つ前の文に記載する
予定です。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方

28

日本に保存されている提供国の遺伝資源の新たな利用についてその利益配分を
奨励する。

①日本に保存されている提供国の遺伝資源には、提供国の権利が継承されてい
る、②条約第15条第3項及び名古屋議定書第5条第1項に対する国内措置は必要、
③提供国から入手した遺伝資源の新たな利用と日本に保存されている遺伝資源
の新たな利用に格差があってはならない

Ⅲ1では、他の締約国の遺伝資源等に関す
る議定書第15条、第16条及び第17条の規
定に対応する国内措置のあり方について記
載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ①遺伝資源等の適
正な利用の促進へ
の貢献 29

遵守措置は明確かつ簡素であることが必要。 ご意見の趣旨は当該項目の③に含まれて
いると考えます。 1

2
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ①遺伝資源等の適
正な利用の促進へ
の貢献 30

日本国内での措置を取り決める段階で並行して締約国間のPIC/MAT取得プロセ
スの大胆な簡素化への誘導を日本が率先して行う必要がある。国内に向けた取
り組みとしては、PIC取得の具体的なプロセスを提供国別・利用者別に示し、
提供国での遺伝資源アクセス方法を提示するなどが考えられる。

ご意見の趣旨は当該項目の⑤及びⅢ3②に
含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任 31

日本国内での措置を取り決める段階で並行して締約国間のPIC/MAT取得プロセ
スの大胆な簡素化への誘導を日本が率先して行う必要がある。国内に向けた取
り組みとしては、PIC取得の具体的なプロセスを提供国別・利用者別に示し、
提供国での遺伝資源アクセス方法を提示するなどが考えられる。

ご意見の趣旨は当該項目の⑤及びⅢ3②に
含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任 32

遵守措置は明確かつ簡素であることが必要。 ご意見の趣旨は当該項目の③に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任 33

当該記載を支持。 アマチュア研究者の活動が大きな制限を受け衰退を余儀なくされると考えられ
るため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任 34

人類の幸福のために遺伝資源を最大限に活用できるような措置にしてもらいた
い。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任 35

長年蓄積されてきた学術標本に対する遡及につき過去への遡及を伴わない内容と
なることを望む。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任 36

「国内関係者からの支持」と記載されているが、下段の記載内容を見ると特
段、関係者からの支持について言及されていないことから、「国内関係者から
の支持」の記載を内容に合わせ修文すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ②国内関係者から
の支持及び国際社
会への説明責任

37

遵守措置について、規制的なものとなった場合には、国内の学術研究活動や産
業活動に負の影響を及ぼす可能性がある旨を言及されているが、「規制的なも
の」及び「負の影響」とは具体的にどのようなものを想定されているのか、明
確かつ具体的に示すべき。例えば、遺伝資源の利用者が提供国のＡＢＳ法令等
に従って遺伝資源の取得等を適正に行っていることを示すため、遵守措置への
対応として、当該利用者が既に保持している情報をチェックポイント等へ提出
することが、規制的でかつ負の影響を及ぼす可能性があるのかどうか、及びそ
れが学術研究や産業活動を妨げるものになり得るのかどうかを示すべき。

課題を明確及び具体的に示された方が、今後の国内措置の検討に資するため。 当該箇所では、遵守措置の基本的な考え方
として、方向性を記載しているものです。具
体的な規制の形やそれによる影響に関して
は、今後行われる国内措置の具体的な検
討の過程において扱われるものと思いま
す。なお、国内措置の検討の今後の進め方
に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ③明確、簡素かつ
実際的

38

遵守措置は明確かつ簡素で、遺伝資源のすべての利用者が対応できるよう、当
該記述に沿ったものとすることを要請。

植物育種は、遥かな過去から個人等のレベルでも行われてきたが、議定書によ
る国内措置によって複雑な手続きが要求されると、今後対応できない育成者が
出ることが予測される。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

6

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ③明確、簡素かつ
実際的 39

施行後、遅くとも１年以内には現状を鑑みた措置であるかどうかを検討すべ
き。

名古屋議定書に記されている文言や定義は不明確な点が多く、締結国間におけ
る解釈の一致をみない場合があり、国内措置をその都度検討すべき。

一定期間後に見直しをすべきとのご意見の
趣旨は、当該箇所に含まれていると考えま
す。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ③明確、簡素かつ
実際的

40

遵守措置内容の変更を予め担保しておくべきとの本案に賛成。 利益配分の考え方は技術の進歩によっても変わり得るため、それを見越して初
めから厳しく措置するのは、利益配分を考える必要がない研究を阻害する可能
性が高く、ひいては我が国の利益を損ねることとなるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ③明確、簡素かつ
実際的 41

国内措置施行後の遅くない一定期間経過後に、必ず見直しを行い、実情に即した変
更を行うべきである。 初めは必要最小限の緩いレベルの措置から始めるべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 27

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ③明確、簡素かつ
実際的

42

遵守措置施行前に経過観察期間を導入するべき。 ①提供国の多くが国内法を制定しておらず、またその国内法が施行されても当
該国の行政府機関が機能し、関係者に周知されるまではかなりの時間がかかる
ことが予想される、②日本の学術界・産業界も名古屋議定書の不透明さ故にそ
の対応が遅れている、③チェックポイント等の行政府機関にも準備期間が必要
と思われること。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ④遺伝資源の国際
的な流通への配慮 43

政府認定機関を設けてその機関を通じたやりとりであればPIC/MAT取得要件を
不要あるいは緩和するなどの回避策を検討すべき。

日本ではワシントン条約に関わるCITESの認定機関がないため標本の国家間の移
動ができない品目があるなど，現在の他の国際的制度でも躓いているため。

ご意見の趣旨はⅢ3②の（検討すべき事項）
に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ④遺伝資源の国際
的な流通への配慮

44

日本の遵守措置とEU等の主要先進国の遵守措置のルールの共通性について検討
すべきと提案されているが、具体的にどのようなルールの共通性を求められて
いるのか内容を明確にすべき。

提案内容を明確化及び具体化された方が、今後の国内措置の検討に資するた
め。

当該箇所では、遵守措置の基本的な考え方
として、方向性を記載しているものです。具
体的にどのような点についてルールの共通
性を追求するかに関しては、今後行われる
国内措置の具体的な検討の過程において
扱われるものと思います。なお、国内措置の
検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に記
載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ④遺伝資源の国際
的な流通への配慮

45

日本とEU 等の主要先進国等の利用者間での遺伝資源の流通が今後も円滑に行
われるよう、日本政府はそれらの国の遵守措置に関してWTOなどを通じてルー
ルの共通性を目指すべき。

EUのルールに日本も合わせるような方針は理解できない。EUのルールに問題が
ある場合はWTO等を通じて修正を求めるべき。

どのような点について、どのような方法によ
りルールの共通性を追求するかに関して
は、今後行われる国内措置の具体的な検
討の過程において扱われるものと思いま
す。なお、国内措置の検討の今後の進め方
に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

3
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ⑤普及啓発と支援
措置の重要性

46

国内措置の性急な実施はせず、実施するにしても当面ガイドラインといったゆ
るやかな措置として、その間に普及啓発と支援措置の体制を整備してほしい。

世界的にも名古屋議定書に基づく国内措置の整備が進展していない状況で、罰
則を伴う立法措置による国内措置の実施は時期尚早。議長国として国内措置の
整備を急ぎ、2015年までの実施を目指すとの意見があるようであるが、研究の
現場では名古屋議定書の意義やその発効による研究環境の変化が理解されてお
らず、不安のみが先行している。このような状況で厳格な国内措置が実施され
れば混乱は避けられず、学術研究の中止を迫られることも懸念される。報告書
（案）にもあるように、国内措置の実施に当たっては、普及啓発活動ととも
に、海外の資源にアクセスするために必要となる情報等を提供できる組織を構
築する等、資源利用者が安心して国内措置を履行しうる環境を整えることが重
要と考える。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。なお、本報告書は名
古屋議定書に対応する国内措置の内容に
係るあり方（大きな方向性）について記載し
ているものです。遵守措置の態様（法律や
ガイドライン等のいずれとするか）について
は、今後行われる国内措置の具体的な検
討の過程において扱われるものと思いま
す。なお、国内措置の検討の今後の進め方
に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ⑤普及啓発と支援
措置の重要性

47

生物多様性条約・名古屋議定書とそれに基づく国内法などの様々な法的問題が
関わることを認識してもらうため、研修や普及が促進され、個人の生物性条約
関係の理解を客観的に示すしくみ（たとえば「取扱資格者」のようなもの）を
設けることを期待。

ご意見の趣旨はⅢ3①及び②に含まれてい
ると考えます。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ⑤普及啓発と支援

措置の重要性 48
利用者に対する支援措置の実施を希望。 生物研究者の大多数は海外の法律や知財の専門知識を十分備えていないため。 ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3②に含ま

れていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （１）基本的な考え方 ⑤普及啓発と支援
措置の重要性

49

日本国内での措置を取り決める段階で並行して締約国間のPICやMAT取得プロセ
スの大胆な簡素化への誘導を日本が率先して行う必要がある。国内に向けた取
り組みとしては、PIC取得の具体的なプロセスを提供国別，利用者の個人か機
関従事者かといった立場ごとに示し、提供国での遺伝資源アクセス方法を提示
するなどが考えられる。

学術研究の行為主体は研究機関従事者を指していると考えられるが、研究機関
や専門領域の規模は様々であり、高校教員がある自然科学分野の世界的権威で
ある場合や昆虫類の多様性研究の場合は機関従事者以外の研究者人口が多いた
め。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

50

当該箇所に記載されているような状況下においては、拙速に国内措置の検討を
行うべきではない。必要な時間をかけ、実態を踏まえた検討を行うべき。

日本が先行して、広範に及ぶ規制対象や厳しい規制内容を決めた場合、提供国
の法令作成上の根拠となることが予想される。2015年にクリアリングハウスに
完全な情報を提出する国は少なく、PIC取得手続まで進まないことが予想され
る。このため、国内措置を2015年に決定することは時期尚早。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ5に含まれ
ていると考えます。

9

各産業界の実態並びに海外の状況を踏まえずに、国内措置を制度化すれば、実
情に合わない制度となり、産業界は遺伝資源を利用することやめるか、大幅に
縮小してしまう可能性がある。

実態を踏まえずに拙速に進めれば、産業界にとって非現実的な国内措置とな
る。業種よっては遺伝資源の移行に関する既存法令（例えば種苗）があり、他
業種との整合性が検討されなければ、製品申請、認可要件やそれらの手続きで
混乱に陥るこが懸念されるため。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

51

提供国のABS体制が未整備であり、また日本国内でも普及啓発や実施体制が
整っていない現状では、出来るだけ早期に議定書を批准し2015年までに国内措
置を実施することは時期尚早。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

52

類似の法律の運用例がないため即対応は難しい。利用者に十分に周知し、海外
の資源を入手出来る新たな方法・情報等を提供できるまでは、ガイドラインな
どによる規制が望ましく、2015年からの実施は時期尚早。

名古屋議定書の発効によって、研究環境がどのように変化するかが理解できて
おらず、不安が先行している。このような状況で厳格な国内措置が実施されれ
ば混乱は避けられない。また、海外遺伝資源へのアクセス意欲が大きく損なわ
れ、研究の停滞を招く。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。な
お、本報告書は名古屋議定書に対応する国
内措置の内容に係るあり方（大きな方向性）
について記載しているものです。遵守措置
の態様（法律やガイドライン等のいずれとす
るか）については、今後行われる国内措置
の具体的な検討の過程において扱われるも
のと思います。なお、国内措置の検討の今
後の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

15

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

53

今後も継続した議論を行うべきであるが、こうした実状のために国内措置の実
施が先延ばしされる理由とならないよう求める。

国内措置の実施には明確性も必要であるが、実施可能な部分から早期に施行す
ることが求められるため。

当該箇所では、本検討会における検討の前
提となった状況について記載しているもので
す。国内措置の検討の今後の進め方に関し
ては、Ⅲ5に記載しています。なお、本報告
書の前文では、「生物多様性国家戦略
2012-2020」において2015年までに国内措
置を実施することを目指すことが掲げられて
いる旨を記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

54

統一的解釈がなく不明確な状況においては拙速な日本の国内措置を決めることは
避けるべき。しかし、日本がリーダーシップをとるためには、法令などのビジネスモデ
ルを提示することは必要かもしれない。

2015年にクリアリングハウスからどの程度の情報が得られるか見えない中で国
内措置を決定することは時期尚早。しかしながら、日本が「提供国」「利用
国」としての “高品質”な規制整備を準備し、それぞれの“草案”をモデル
ケースとして提示することは意義があるかもしれない。また“草案”の提示努
力はスタンダートの提示となり、日本の国際貢献度は高く評価されると思われ
る。

今後の国内措置の検討に関するご意見の
趣旨はⅢ5に含まれていると考えます。制度
モデルの提示に関するご意見については、
提供国としての制度に関しては、Ⅲ2の（国
内PIC制度を措置することの是非に関して検
討すべき事項）に類似の趣旨の記載があり
ます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

２ポツ

55

世界共通に使われる「モデル生物」等の非商業的研究材料は、我が国における遵守
措置の範疇から除外すべき。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載しているⅢ１(3)⑦に含
まれていると考えます。 38

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と
なった国内外の状況

２ポツ

56

我が国の生物多様性条約への加盟以降、約20年間にわたり我が国の利用者は、
条約第15条に基づくABSについて適切に対応を行ってきていると認識してい
る。そのような経緯があるのにもかかわらず、今更、該当箇所が指すような検
討を行う意味があるのか疑問。このため、該当箇所が意味する課題を明確かつ
具体的に示すべき。

課題を明確化及び具体化された方が、今後の国内措置の検討に資するため。 当該箇所に記載の通り、日本の遵守措置の
実施上の明確性と確実性を確保する観点
から、遺伝資源等の用語の考え方の整理が
今後検討される必要があると考えます。

1

4
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Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （２）検討の前提と

なった国内外の状況
４ポツ

57
政府が統一的解釈を示していないとする議定書の関係規定を、明確かつ具体的
に示すべき。

課題を明確化及び具体化された方が、今後の国内措置の検討に資するため。 当該記載は、遵守措置の実施に関係し得る
議定書の規定全般を意図しています。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲

58

統一的解釈がなく不明確な状況においては拙速な日本の国内措置を決めることは
避けるべき。しかし、日本がリーダーシップをとるためには、法令などのビジネスモデ
ルを提示することは必要かもしれない。

2015年にクリアリングハウスからどの程度の情報が得られるか見えない中で国
内措置を決定することは時期尚早。しかしながら、日本が「提供国」「利用
国」としての “高品質”な規制整備を準備し、それぞれの“草案”をモデル
ケースとして提示することは意義があるかもしれない。また“草案”の提示努
力はスタンダートの提示となり、日本の国際貢献度は高く評価されると思われ
る。

今後の国内措置の検討に関するご意見の
趣旨はⅢ5に含まれていると考えます。制度
モデルの提示に関するご意見については、
提供国としての制度に関しては、Ⅲ2の（国
内PIC制度を措置することの是非に関して検
討すべき事項）に類似の趣旨の記載があり
ます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲

59

「適用範囲」の明確化をすべき。 実験動物の導入に際する検疫検査では、実験責任者が提供国のPIC/MATを入手す
ることは可能と思われるが、検査の時点で病原性の有無に関わらず微生物由来
の遺伝資源(派生物も含む)を検出することが想定され、今後、メタゲノム解析
が普及するとさらに頻繁に起こると考えられるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲

60
非商業目的の学術研究利用については、遵守措置の対象から「除外」を求め
る。

手続きの煩雑化により（なおかつ米国は議定書に非加盟である状況だと）国際
的な研究推進力の低下が懸念される。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦の箇所に含まれて
いると考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲

61
「非商業目的」について、個人で行う研究に対する配慮を求めます 機関に属さない個人研究者のPIC/MATの取得を積極的に支援し、協力する機関の

設置が必要。
ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲

62

学術研究材料として古くから収集された遺伝資源はMTA等の締結のない場合が
多く、遡って対応することは困難。適用範囲を議定書発効後とするのが妥当。
遺伝資源や派生物の定義次第では、研究の遂行が非常に困難な状況となる。

数十年にわたって収集してきた学術研究材料に全てに対して議定書を適用する
と、研究の大きな妨げとなる。また、提供業務を有する機関にとっては、業務
の遂行が滞り、大部分の学術研究材料を放棄せざるを得ないことが予想され
る。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②及び④に含まれて
いると考えます。

2

DNA塩基配列情報（データ）も遺伝資源として扱い、遡及適用するとなれば、研
究の遂行が非常に困難な状況に陥る。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

63

国内措置の対象は、相手方にも法整備がされていることとしているが、CBDの
趣旨は例えばABS法の有無にかかわらないので、対象国から外してしまった国
からの入手についても、CBDの趣旨は守らなければならないことを十分に喚起
するべき。

ご意見の趣旨はⅢ3①に含まれていると考
えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

64

一般的に国際条約は、遡って法的効果を適用しないこととしており、適用され
る範囲は、名古屋議定書発効後、又は国内措置の開始が発効後になるような
ら、国内措置で定めた開始時期から、海外から日本に入ってきた遺伝資源が適
用されるとすべき。

過去数十年間に亘り海外から収集してきた大学等が保有する遺伝資源も対象と
なり、膨大な量が対象となる。また、PIC/MATについて想定されてない時代の遺
伝資源もあり、管理上対応ができない。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

本文

65

当該記載を支持。対象とする締約国は、ABS法令等を整備し必要な情報を然る
べき方法で公開している締約国に限るよう希望。

議定書第6条3において、遺伝資源の提供国に対し、国内法の策定や行政措置に
よって、アクセス手続きの確実性、明確性、透明性を確保することを義務付け
ており、義務を履行しない締約国に対しては遵守措置を実施する必要が無い。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

対象国との対等な関係の構築を重視すべき。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

検討すべき事項

66

運用状況の実態は、クリアリングハウスが調査し、それを各国に連絡又は公表
するのか不明だが、日本においてそれらの情報を案内する機関及び締結国（提
供国）に対しクリアリングハウスを通じて意見を述べる機関が必要。

提供国に対して意見を述べることができる日本の機関が必要。世界の情勢を見
ながら、国内措置の運用レベルを変えていく体制が必要。

日本における情報の案内に関するご意見の
趣旨は、Ⅲ3②の（検討すべき事項）に含ま
れていると考えます。
他の締約国に意見を述べることに関するご
意見については、情報交換の仕組みである
クリアリングハウスを介してではなく、議定
書の締約国会議等の場で行うことが考えら
れます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

検討すべき事項

67
提供国における実際の運用レベルがわからない段階で、どのような国内措置を
とるのか、具体的には不明である。当初は最低ラインで規定を作り、順次変え
ていくことを望む。

提供国に対して意見を述べることができる日本の機関が必要。世界の情勢を見
ながら、国内措置の運用レベルを変えていく体制が必要。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の

締約国
検討すべき事項 １ポツ

68
議定書に対応する遵守措置は、ABSクリアリングハウスを通じて、他の締約国
のPIC 取得及びMAT 設定がなされていることを確認するべき。

名古屋議定第14条及び第17条3に従ったもの。 ご意見の趣旨はⅢ1(4)①アの（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。 3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

検討すべき事項 ２ポツ

69

他の締約国において、実際の規定の通り運用されていないことと、我が国にお
ける遵守措置をしっかりと行うこととは別の問題である。他の締約国の運用状
況に係らず我が国の遵守措置を検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該箇所は「検討すべき事項」であり、今後
検討するものと考えます。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の

締約国
検討すべき事項 ２ポツ

70
当該記載を支持。他の締約国における実際の運用のレベルが不確定であること
は重大な問題。

これまでのCBD下でのABSの経験を生かし、対応すべきであるため。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 3

PIC/MATの手続きの一部は、相手国に依存する事になるが、途上国の法整備と運
用をみる限り、スムーズに手続きが流れるとは思えない。外務省・JICA等との
密接な連携も必要。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の
締約国

検討すべき事項 ２ポツ

71

他の締約国のABS法令の運用実態調査を行うことは困難ではないか。また、配
慮する対象は学術研究分野だけではなく、産業活動分野も含めるべき。

他国の国内法令の運用実態を、日本がどこまで踏み込んで調査できるかという
点については疑問。また、その影響はすべての利用者に及ぶはずであり、学術
研究分野の利用者のみを特別に配慮の対象とする書き方は訂正すべき。

当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。また、学術研究
分野については、これに関する強い意見が
あったことが報告書に反映されたものです。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の

締約国
検討すべき事項 ２ポツ

72
「また、そのような状況下・・」以下は前文と内容が矛盾しているので削除。 ご意見の趣旨は検討会で議論されました

が、報告書には反映されませんでした。 1

5
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Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の

締約国
検討すべき事項 ３ポツ

73
他の締約国がABSクリアリングハウスに提供している情報の正確さの程度に応
じた遵守措置での対応をすべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ①対象とする他の

締約国
検討すべき事項 ４ポツ

74
当該記載を支持。 議定書に対応する遵守措置は、名古屋議定書の規定以上の内容を含むべきでは

ないため。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

75

一般的に国際条約は、遡って法的効果を適用しないこととしており、遵守措置
の対象とする遺伝資源は、議定書が発効し、日本の遵守措置が実施された後で
あって、かつ、他の締約国で ABS 法令等が施行された後に、当該他の締約国
において取得された遺伝資源に限定することが必須。
実際に定義する際には学術分野ごとに関係者に対して十分なヒアリングを行
い、その後にできるだけ具体的に示すことを要望する。

日本で使用されている生薬の多くは中国から伝えられたものであり、基原植物
は古い時代から日本に導入されているほあ、明治維新以降、近代科学の発展に
伴い、生薬学・天然物化学の研究材料として海外から多くの植物が日本に導入
されている。また、大学の薬学部には薬用植物園の設置が義務づけられてお
り、何らかの形で海外から導入された植物が多数植えられている。過去に海外
から導入された薬用植物等は膨大だが、PIC/MATについて想定されていない時代
のものが多く、過去に遡って適用されると現場ではとても対応できない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

68

カイコを扱っており、記録簿から100年ほど遡って精査することは可能だが、平
均して１年に1000ページを越えており、その作業は極めて煩雑。また、分譲先
が判明してもそれ以前の入手先の特定は不明なものが多い。

博物館・研究室等に保管されている膨大な量の標本が対象になることが考えら
れ、仕事量的に対応は不可能。

博物館やストックセンターのコレクション等の実際の扱いに困難を来さないた
め。

生物多様性研究の根本をなす分類学研究では学術標本類の収集・保存が必須で
過去百数十年に渡って収集されてきた国内の学術標本類は海外学術調査により
収集された貴重なものが多数含まれている。過去への遡及が行われた場合、分
類学他の生物多様性研究における学術標本の利用（特に国際間の利用）が制限
されることとなり、生物多様性条約の目的の1つである「生物多様性の保全」に
関わる基礎研究を円滑に進めることが阻害され、条約の目的に反する事体を引
き起こしかねない。

生薬標本や薬用植物標本、各分野が所有する生薬成分ライブラリーさえも対象
となる可能性があるが、対応は不可能。

期日をもって遺伝資源を限定しなければ、提供国が無制限の権利を有すること
になり、法的な枠組みが瓦解する。また、それまでに締結された契約等に基づ
く研究や事業継続ができなくなる可能性があり、提供国と利用国の双方の利益
を損ねる可能性が高い。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

76

「遺伝資源」、「遺伝資源の利用」の範囲が不明確のため、明示および具体例
が必要。例外措置の設置、我が国と提供国で対象とする範囲が異なる場合の考
え方の検討・整理等が必要。

未知病原体や有用微生物の単離、同定、およびその後の利用を目的に、土壌、
水資源、糞便等の「遺伝資源」の定義には必ずしも合致しない試料を提供する
場合や、それらの中に未知、未同定の遺伝資源が含まれる可能性のある（な
い）試料の提供する場合に、どのような形式でPIC/MATを取得する（しない）か
不明。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

5

PCR技術を用いて新たに合成したDNAが遺伝資源の対象か不明。また、一般的な
組替え技術で異なる生物資源由来のDNAから増幅して合成したDNAが、一つのプ
ラスミドに組み込まれ形質転換された生物も一般的で、さらにそれら複数由来
のDNAが別の生物の核に組み込まれる場合もあるが、そのような生物の主権的権
利はどのように考えるか検討してほしい。海外の遺伝資源の遺伝子配列情報を
論文から入手し合成したDNAは、その遺伝資源がなければ合成できないので、対
象外なのか疑問。

遡及適用は博物館・資料館等の膨大な標本が対象になることが考えられ、それ
までの研究や維持に関する多大 な労力と時間的資源などへの評価が欠損するこ
とになる。またその間に改変・改良したり，新たな応用を見出したことなども
評価されないこととなりCBDポリシーに反する。また“伝統的知識”を包含する
と古文献や資料類も対象に拡大的に解釈 しうるとも想定される。文献学や史学
など広範囲に影響を及ぼす可能性も払拭できない。漢方医学の分野では，生薬
や薬用植物，処方などは古 文献などの研究とも密接に関与しているため波及的
な影響が懸念される。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

77

日本国籍を有する者が他の締約国内で取得したものを対象とするのか、当該締
約国の国籍を有する者が締約国内で取得し、他国に輸出したものも対象とする
のか（第3国を通じた場合を含む。）が不明。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

78

遺伝資源の範囲についての例外規定を設けるべき。学術的利用に関しては、遺
伝資源についての例外を認め、掛け合わせ、遺伝子導入したものについては、
有効年数、あるいは継代数の最大値を定め、これらを超えた遺伝資源において
は派生物、情報同様対象外とするべき。

例外規定を定めないと、本議定書が発効後に取得した遺伝資源については、無
期限的に相手国から利益配分を求められる可能性がある。この状況は現実的で
はなく、、年数が経つに従って対象となる遺伝資源が増加し、管理が困難。こ
の例外規定は、特許法(第67条)を参考にしている。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦、⑪に含まれてい
ると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

79

昆虫標本商からの購入品は個別の研究用のPICやMATを取得していないものであ
り、施行後に購入したものは研究には使えない標本となってしまう可能性があ
るため、扱いを今後検討してほしい。

昆虫分類学の研究においては、昆虫標本商から標本や生きている個体を購入す
ることがあるが、このような購入品は個別の研究用のPIC/MATを取得しておら
ず、施行後に購入したものは研究には使えない標本となってしまう可能性があ
る。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑥に含まれていると
考えます。

1

6
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

80

非商業的研究において世界共通に使われる「モデル生物」や既に取得され国内
で保存されている学術研究のための遺伝資源に関しては、議定書に規定される
「遺伝資源」と性格が異なるため、我が国における遵守措置の範疇から除外す
べき。

現在すでに保存され提供されている系統については、現在と同様にagreementと
してのMTAのみで公平な利益配分は担保されている。

モデル生物に関するご意見の趣旨は、非商
業目的の学術研究利用一般について記載
しているⅢ１(3)⑦に含まれていると考えま
す。
既に国内で保存されている遺伝資源に関す
るご意見の趣旨は、Ⅲ１(3)②に含まれてい
ると考えます。

2

研究材料としての遺伝資源の利用・流通が滞り、科学の進展に大きな打撃を与
えると考えられるため。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

81

実績のあるアマチュア研究者が国際的な研究を行う際のバックアップ体制の構
築が早急に必要。

昆虫分類学分野では大学や研究所等に所属しない在野のアマチュア研究者によ
る研究が重要な位置を占めているが、個人でのPIC/MAT取得は極めて困難。

ご意見の趣旨は、利用者への支援一般に
ついて記載しているⅢ3②に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝

資源する遺伝資源
本文

82
当該記載を支持。 遡及すると植物育種の場合、子孫への遺伝によって家系が広がるため、非常に

複雑な状況となり、調査も非常に困難であるため。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 7

遡及すると子孫への遺伝によって系統が広がるため、正確な系統の把握が困
難。

研究機関に大きな混乱が生じ、研究活動に非常に大きな負担がかかることが容
易に予想されるため。

過去に海外から導入された薬用植物等の生物資源は膨大で対応することが不完
全かつ不可能であることは明白。

ウィーン条約第28条に基づき、名古屋議定書は遡及しない、と解釈されるた
め。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

本文

83

非締約国とは、多種多様な「遺伝資源」の輸出入、譲渡譲受も行っている。国
内措置の検討にあたっては、非締約国との輸出入、譲受譲渡、利用も含めて、
対象となる「遺伝資源」と対象とならないものとの識別、区分に係わる内容
が、各機関の負担とならないよう十分に配慮してほしい。

「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法
律」の基本条項の一つに提供者からの情報提供に関する措置がある。我が国の
主要な「遺伝子組換え生物等」の提供国は、非締約国の米国であるが、非締約
国の米国機関・企業からは、必要十分な情報表示・提供がなされないので、各
機関は米国からの全生物由来試料について、その該当・非該当の確認を行い、
該当の場合にはさらにカルタヘナ法国内措置対応に必要な情報を取得するなど
多くの労力を払い続けている。
本国内措置においては非締約国（米国）との輸出輸入、譲渡譲受に影響がない
よう万全を期してほしい。また、非締約国を経由して締約国である提供国の
「遺伝資源」を入手することも考えられるので、その場合の対応と対象範囲の
明確化を検討してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）及びⅢ1(3)①に含まれていると考えま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

本文

84

条約加盟国の間で遡及しないという統一を図ってほしい。 どの遺伝資源が対象となるのかの判断が複雑になり、過去の遺伝資源はこのよ
うな条約を前提とせず取得しているため。また、世界各地からの植物、昆虫標
本等膨大な数量の遺伝資源が我が国に既に導入されており、遡及すると事実上
手続きは困難だと思われることから。

国内措置に関するご意見ではありません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

本文

85
提供国によっては遡る可能性があることについても言及されているので、「提
供国の意思に関わらず」などと明記しておくべき。

膨大な事務量と制御不能な事態に陥ることが懸念されるため。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

本文

86
COP10の合意に基づき、「議定書発効後」とすべき。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると

考えます。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

本文

87

議定書が発効する前に入手した博物館の標本や資料などは、全て対象とはなら
ないと、具体的に明記するべき。

提供国での調査研究で入手した遺伝資源は、当時提供国との間に契約が成立し
ており、改めて遡るべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

88

遺伝資源を日本に持ち込む際の形態（植物そのもの（パーツを含む）、加工
（遺伝的機能を含む）、抽出（遺伝的機能を含まない））により、国内措置の
対象としての考え方に違いが発生するのかについても検討してほしい。

検討を促進するため。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

89

遺伝的機能を有しないものであっても、研究するに際してはPICを取得しなけ
ればならないかについても検討すべき。

検討を促進するため。 遵守に関する国内措置にかかわらず、提供
国のABS法令等で対象とされている場合に
は、PICの取得が必要になると考えられま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

90
「研究及び開発」のうち「研究」のみでも「遺伝資源の利用」に該当するの
か、それとも「研究」と「開発」の両方が伴わないと「遺伝資源の利用」に該
当しないのか検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 議定書第２条の定義からは、「開発」の伴わ
ない「研究」についても「遺伝資源の利用」に
該当すると考えられると理解しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

91
調査研究が「遺伝資源の利用」に該当するかについて検討してはどうか。 検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると

考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

92
「開発」の結果として作成されるものに遺伝資源が含まれていないと「開発」
には該当しないのか検討すべき（例えば生物模倣など）。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

7
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

93

「遺伝資源の利用」を検討するに際して「研究」と「開発」の担当者が別個であること
を考慮すべき。「研究」の成果を寄稿又は譲渡し、その成果を得た他の者が行う「開
発」行為は「遺伝資源の利用」に該当するのか。この場合、遺伝資源の利用は「研
究」「開発」が別々で行われていることから、利益の配分も両方で行う必要があるの
か検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、利益の配分については、議
定書第5条において、提供者と利用者とで設
定した相互の同意に基づく条件（MAT）で行
われることが規定されています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

94
利用の実態を把握した上で、その実態を踏まえつつ可能な限り明確にし、それ
を日本の遵守措置の対象とするかどうかは、運用で解決すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 3

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝

資源する遺伝資源
検討すべき事項

95
国内措置の検討に際しては、まず用語を定義するとともにそれが適用される範
囲を具体例を示すなどして明確にしてほしい。

天然薬物資源の入手に必要な手続きはこの分野の研究に非常に大きな影響を及
ぼすことになるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項

96

トラブルを避けるためにも、日本において、明確に「遺伝資源」等の範囲を決
める事が必要。

遺伝資源と考えていないものが提供国によっては対象となり、知らないうちに
違反をしていたということがありえる。また、貢献度に応じた持分の割合をMTA
等で規定出来ない場合、多大な労力と時間を費やし作成したリソースも後に権
利を繰り返し主張される。遺伝子情報等はデータベース公開やメール送付も可
能であり、国境間移転の管理は不可能。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項 １ポツ

97

解釈については国際的にも検討の途上にあり、現段階では、法的明確性と確実
性が不十分。特に、国内遵守措置の適用範囲の明確化は重要であり、その実態
を踏まえつつ「遺伝資源」並びに「遺伝資源の利用」を明確に定義するべき。

法的確実性がなければ、事業自体が不安定になり、産業界は遺伝資源を利用す
ることやめるか、大幅に縮小してしまう可能性がある。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

6

定義が不明確で、利用者が対象であるか否かを判断することが困難。

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝

資源する遺伝資源
検討すべき事項 ２ポツ

98
当該記載を支持。 条約や議定書の定義を越える内容を我が国が率先して定義することは、利益配

分を考える必要がない研究を阻害する可能性が高く、ひいては我が国の利益を
損ねることとなるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝

資源する遺伝資源
検討すべき事項 ２ポツ

99
遵守措置を検討するにあたっては「遺伝資源」や「遺伝資源の利用」といった
用語を明確に定義するとともに、具体例を示して欲しい。

利用者が議定書の意義を理解し適切に運用するためにも、用語の定義は必須。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 6

染色体DNA、 RNA、プラスミドDNAあるいはDNA断片について、また宿主に寄生・
付着した微生物についてもどのように考えるか肝要。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項 ２ポツ

100

日本国内で用語に対して一定の考え方を整理または定義づけすることに反対で
はないが、実際のMAT交渉でそれが拘束力を有しないことを明確にする必要が
ある。

MATは提供者と利用者との交渉により定め
られるものであるため、提供者と利用者の
双方がそのように定めない限り、日本の遵
守措置における定義がMAT交渉に拘束力
をもつことはないと思われます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項 ２ポツ

101

議定書の対象となる遺伝資源 （遺伝素材）にはDNAの情報を含めるべきではな
い。

国内の研究開発に著しい悪影響が生じる他、塩基配列情報は学術情報として国
際的に流通するものであり、本議定書の遵守措置の対象には馴染まない。ま
た、特許制度など知財情報として別に権利保護を行う国内制度が既に存在す
る。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ②対象とする遺伝
資源する遺伝資源

検討すべき事項 ２ポツ

102

「DNAの情報」は「遺伝資源」には該当しない旨の記載があるが、「DNAの情報
を解明すること」は「遺伝資源の利用」には該当すると思われる。ついては、
混乱を招かないよう記載すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 「遺伝資源の利用」等の用語の考え方に関
しては、今後行われる国内措置の具体的な
検討の過程において整理されるべきものと
考えるため、原文の通りとします。なお、国
内措置の検討の今後の進め方に関しては、
Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ③ヒト遺伝資源の
扱い

103

トラブルを避けるためにも、日本において、明確に「遺伝資源」等の範囲を決
める事が必要。

遺伝資源と考えていないものが提供国によっては対象となり、知らないうちに
違反をしていたということがありえる。また、貢献度に応じた持分の割合をMTA
等で規定出来ない場合、多大な労力と時間を費やし作成したリソースも後に権
利を繰り返し主張される。遺伝子情報等はデータベース公開やメール送付も可
能であり、国境間移転の管理は不可能。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②の箇所に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ③ヒト遺伝資源の
扱い

104

ヒトに定着する及び／又はヒトから単離する微生物についても、遵守措置の対
象から除外するべき。

例えばヒトに潜伏感染しているヘルペスウイルスは、これが再活性化すると疾
病が生じるが、再活性化の機構の研究では、ヒトゲノムとウイルスゲノム両方
を対象とする必要がある。ヒト遺伝資源の定義をヒトゲノムを有するものに限
定すると、上記のような疾病機序解明の研究が停滞するおそれが強いため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ③ヒト遺伝資源の

扱い
本文

105
当該記載を支持。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると

考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ③ヒト遺伝資源の
扱い

本文

106
ヒト遺伝資源はヒトゲノムを有するものに限定してよい。 ヒトゲノムを有していないもの以外は、生物学的に細菌やウイルスという分類

の方が対外的にも共通の認識で対応できると考えられる。
ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ③ヒト遺伝資源の

扱い
検討すべき事項

107
ヒトのゲノムは明らかに名古屋議定書の対象の範囲外であるが、それ以外の部
分については必ずしも明確でないため、明確にすべき。

製薬産業にとってヒト遺伝資源は極めて重要な遺伝資源であり、法的確実性が
必須。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ③ヒト遺伝資源の
扱い

検討すべき事項

108
感染症の診断に供される検体も考慮されるべき。病原体名が同定されていない
場合には、遵守措置の対象から除外あるいは事後処理可能とするべき。

感染症が疑われる血液や粘液等の検体は、実際に病原体が存在するかどうか分
からない状態で受け入れ、迅速に診断する必要があるため、診断材料の受け入
れ時に煩雑な手続きをするのは無理。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑤に含
まれていると考えます。 1

8
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い

109

「遺伝資源から分離された状態で取得された当該派生物は遵守措置の対象外」
「人為的に改変したものは，遺伝資源にも派生物にも該当しないと整理され
る」ということから、派生物は遵守措置対象から除外されるべき。

加工物や派生物などの用語の定義が明確でなく、適用範囲の具体例が示されて
いないなど、不明確な点が将来にわたって悪影響を与えることが想定されるた
め。

当該箇所では、派生物のうちご意見で記載
されたものについては、遵守措置の対象か
ら除外するべきことを記載しています。 2

議定書の範囲を広く解釈して定義することは、今後の研究や事業の推進の足枷
になり、提供国、利用国の双方の利益を損ねる可能性が高い。知的財産権に関
して別途協議するよう扱う範疇と考える。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い

110

「派生物」は、相互に合意すれば利益配分の対象に含めることが可能であり、
提供国の法令を確認の上、契約で決めることが必要。

遺伝資源と考えていないものが提供国によっては対象となり、知らないうちに
違反をしていたということがありえる。また、貢献度に応じた持分の割合をMTA
等で規定出来ない場合、多大な労力と時間を費やし作成したリソースも後に権
利を繰り返し主張される。遺伝子情報等はデータベース公開やメール送付も可
能であり、国境間移転の管理は不可能。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い

111
分野ごとに関係者と十分に話し合い、その上で日本における定義を明確かつ具
体的に示すことを要望。

加工物は派生物と異なるため明らかに対象外になるとも解釈できる。 ご意見の趣旨は当該箇所やⅢ1(3)②の（検
討すべき事項）に含まれていると考えます。 3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い

112

派生物のうち二次代謝産物などに関する考え方は、文言に拘りすぎてCBDの趣
旨を外しているので、むしろ対象と考えるべき。MATにその取り決めを含めた
場合、そのMATは実施措置の対象のはずであるから、24行目の対象から除外す
るべきであるという表現はおかしい。

当該記載は、名古屋議定書や生物多様性
条約の規定に基づいて検討した結果として
の検討会の意見を記載しているものです。
また、名古屋議定書には、MATに定められ
た事項が全て遵守措置の対象となる旨の規
定はありません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文

113

「遺伝子の機能的な単位」という言い回しを定義にいれるのは控えた方が良い
のではないか。

遺伝子の機能については研究中で、今後も色々発見される可能性を秘めている
ため、定義に使うには不適当ではないか。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、報告書では、生物多様性
条約第２条の定義に則して「遺伝の機能的
な単位」と記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文

114

植物等の交配については、提供された遺伝資源を親にして産み出されたF1の経済
的価値に対する利益配分までを契約の範囲として、F1の遺伝資源としての以後の利
用への権利は作成した国に属する、もしくはITPGRで既に規定されている方法に準じ
るべき。

議定書第5条では、遺伝資源の利用から生
ずる利益の配分は、提供者と利用者とで設
定した相互の同意に基づく条件（MAT）で行
うことを規定しています。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文

115
派生物や派生物を改変したものは明確にMAT（利益の配分で相互に合意する条
件）の対象とすべき。

MATは提供者と利用者との交渉により定め
られるものです。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文

116

名古屋議定書第3条「この議定書は、条約第15条の適用範囲内の遺伝資源及び
当該遺伝資源の利用から生じる利益に適用する。（以下、略）」により、「派
生物」は名古屋議定書の対象ではない。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

4

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目

117

派生物(DNA)は国内措置の適用範囲の対象外とする。 国内の研究開発に著しい悪影響が生じる他、塩基配列情報は学術情報として国
際的に流通するものであり、本議定書の遵守措置の対象には馴染まない。ま
た、特許制度など知財情報として別に権利保護を行う国内制度が既に存在す
る。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目

118

「【例えば生物から抽出したDNAのように、】派生物のうち遺伝の機能的な単
位を有するものは遺伝資源に該当するため（Ⅱの４①参照）、遵守措置の対象
となる」と補足。

事例が明記されていないと、「派生物のうち遺伝の機能的な単位を有するも
の」のイメージが形成されにくい

「遺伝資源」「派生物」等の用語の考え方や
具体例に関しては、今後行われる国内措置
の具体的な検討の過程において整理される
べきものと考えるため、原文の通りとしま
す。なお、国内措置の検討の今後の進め方
に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目 119

「派生物」は、バイオテクノロジーを定義する際に記載されているものであっ
て、派生物自体が「遺伝資源」に該当するかのような記載は適当でない。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目

120

「取得された派生物」との記載については、内容を明確にするため「【他の締
約国から】取得された派生物」に修正すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該箇所では、派生物がどこで遺伝資源か
ら分離されたかについては特に限定しない
記載としています。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目

121

派生物が対象か対象外なのか、取り扱いが文書内で統一されていない。 25行目に「なお、議定書第5条１において(略)派生物のうち遺伝の機能的な単位
を有しないものや当該派生物を人為的に改変したものいついてもMATの対象には
なり得ると考えられる。」と逆の意味のことが書かれていると考えられるが、
その意図が理解できない。

ご指摘の文章は、遵守措置とは別のことと
して、MAT（相互の合意に基づく条件）に係
る留意事項を記載しているものです。MAT
は、遺伝資源の利用から生ずる利益の配分
について提供者と利用者とで設定するもの
です。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目

122

遺伝資源から分離された状態で取得された当該派生物については、遵守措置の
対象とする必要はないと考えることができる。更に、派生物のうち遺伝の機能
的な単位を有しないものを化学修飾する等して人為的に改変したものは、天然
には存在しないものであるため遺伝資源にも派生物にも該当しないと整理され
ることから、その扱いについては当事者同士の取り決めに委ねることとし、遵
守措置の対象から除外するべき。また、派生物と同一の構造をもつものを含め
て、全工程において遺伝資源を使用せずに人工的に合成された化合物について
は、遵守措置の対象から除外するべき。

それらの派生物を遵守措置の対象とすれば、提供国の権利を不当に拡大し、遺
伝資源を利用した産業や研究開発を阻害することになる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

9
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 １段落
目

123

「また、派生物と同一の構造をもつものを含めて、全工程において遺伝資源を
使用せずに人工的に合成された化合物については、【それが「遺伝の機能的な
単位を有するもの」であっても】遵守措置の対象から除外するべきである。」
と補足。

全合成されたものは、例外なく措置の対象外であることを明記した方が解りや
すい

当該箇所では、「全工程において遺伝資源
を使用せずに人工的に合成された化合物」
一般について、「遵守措置の対象から除外
するべき」旨を記載しており、ご意見の趣旨
は含まれていると考えるため、原文の通りと
します。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 ２段落
目

124

「なお、議定書第５条１において、遺伝資源の利用並びにその後の応用及び商
業化から生ずる利益の配分はMAT で行うよう規定されていることを踏まえる
と、【資源提供国の国内措置においては、】派生物のうち遺伝の機能的な単位
を有しないものや当該派生物を人為的に改変したものについてもMAT の対象に
はなり得ると考えられる」と補足。

日本国以外の国内措置であることを追記し、誤解を避けるため MATは提供者と利用者との交渉により定め
られるものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 本文 ２段落
目

125

派生物が遺伝資源に該当するか否かわからない場合、取得する際には、すべからく
PICを取得すべきかと思われる。遺伝の機能的な単位を有しないものについて言及
するのであれば、同時に遺伝の機能的な単位を有するものの扱いについても言及す
べき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 「遺伝の機能的な単位を有するもの」につい
ては、「遺伝資源」と表記しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 検討すべき事項

126

「検討すべき事項」に、特段検討すべき事項が記載されていないことから削除
すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該箇所では、学術研究分野における慣行
では、議定書における派生物の定義とは異
なった意味で派生物という言葉を使用して
いることに留意することを、検討すべきことと
して記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 検討すべき事項

127
交配や遺伝子操作等で作製された新規遺伝資源については、貢献度に応じて持
ち分の割合をMTA等で規定すべき。

食糧安定供給のための 新品種開発が妨げられる可能性があるため。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ④派生物の扱い 検討すべき事項

128
非営利な学術研究に関する遺伝資源については、従来通りMTAの締結による交
換が望ましい。

現在行われているMTA（material transfer agreement)では利用の条件があらか
じめ記載されていることから、学術レベルの利益配分の公平性は既に十分に担
保されている。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

本文

129

病原体は本来的には、保護の対象とすべきものではなく、生物多様性条約の対
象外と考えることができる。また、生物多様性条約第8条(b)は、病原体を含む
ことを意図しているものではない。

製薬産業にとって病原体は新薬の研究開発の重要な対象であり、国内遵守措置
の対象外として明確にすることが望ましい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

本文

130

大変重要な問題であり、この問題を調整せずにこのまま締結に進んでは当該分
野の日本の信用を失墜しかねない。

動物・ヒトに関わらず、途上国で診断できない感染症が発生した場合には診断
目的の検体を日本の研究機関が受け入れる。この場合特に、当該国での感染の
蔓延あるいは日本への持ち込みを防止するためには迅速な診断が必須であり、
病原体を含む可能性のある診断目的の検体を遵守措置の対象から除外すべきで
ある。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

本文

131
病原体の定義より，生物学的な細菌やウイルスとして定義し，緊急性のある病
原体は例外として提示すべき。

定義に使う分類は生物学的なもので統一する方が一貫性がある。特定の疾患を
引き起こす緊急性の高いものについては正確に特定するためにも例外として扱
う方がわかりやすい。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

本文

132

病原体は、緊急事態には遵守措置の対象から外すことも必要だが、それが抜け
道になる可能性もあるので、早急な入手と引き替えに利益配分をきちんと実施
すべき。病原体そのものは遵守措置の対象とすべきであり、手続きも簡略化す
べきではない。

ご意見の趣旨は、当該箇所やⅢ1(4)①カに
含まれていると考えます。なお、利益の配分
については、議定書第5条において、提供者
と利用者とで設定した相互の同意に基づく
条件（MAT）で行われることが規定されてお
り、遵守措置における手続き等とは区別さ
れるものと理解しています。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

本文

133

病原体を遵守措置の対象から除外することは、困難。 議定書に病原体を対象から除外する根拠規定がないこと、提供国側のABS国内法
令等やMATに基づく必要性のため。なお、本報告書案ではEUの遵守措置との共通
性の検討について提案されているが、EU規則案でも病原体は遵守措置の対象か
ら除外されていないと考えられる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

検討すべき事項 １ポツ

134

「世界保健機関や厚生労働省、農林水産省・・・」を「世界保健機構や国際獣
疫事務局等の国際機関や行政部局を含む関係機関・・・」としてはどうか。

国際機関では世界保健機関(WHO)のみならず国際獣疫事務局(OIE)や国 連食糧農
業機関(FAO)も関連しており、また、関連省庁では厚生労働省、農林水産省のみ
ならず文部科学省（カルタヘナ法主務省）、経済産業省（国民保護法主務省）
なども関連しているため。

「世界保健機関や厚生労働省、農林水産
省」との記載は例として挙げているものであ
り、ご意見の国際獣疫事務局等の他の機関
による病原体に係る考え方を参考としない
ことを意図するものではないため、原文の通
りとします。

1

10
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い

検討すべき事項 ２ポツ

135

具体的な条例等を示してほしい。 ワシントン条約に係る実務を担当としているが、所管官庁等や支援機関等の意
見が異なり業務に支障が出ている。またその他についても今後様々な条約等に
個別に対応することになることが想定するため要望。

当該箇所では、世界保健機関の「インフル
エンザウイルスの共有並びにワクチン及び
その他の利益へのアクセスのためのパンデ
ミックインフルエンザ事前対策枠組み」と具
体名を記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑤緊急性を有する
病原体の扱い＆⑥
コモディティの扱
い

136

動植物の病害や感染症の病原体の侵入を未然に防止する目的で行われる検疫等
に関する記述として、「名古屋議定書に応じた国内措置が輸入検疫およびその関連
検査・解析業務へ及ぼしうる影響についての考察」を加え、これら「国内の安全確保
に極めて重要であり、行政的にも必須な業務の遂行を確実に担保するための対応
方策」の挿入を求める。
具体的にはコモディティとしての輸入産品に付随して運ばれる微生物、昆虫等に対
する検疫および関連目的での検査・分離（アクセス）やそれらの実体の保存・調査研
究（利用）を遵守措置の対象から明示的に除外すべき。

CBDも名古屋議定書もその前文において国際植物防疫条約等への直接の言及はな
いが、CBDと整合性のある国内措置の一環として、輸入検疫および関連業務と一
体的に単離・確保される動植物病原微生物株の取り扱いについてアクセスと利
用の方針を明確にする必要がある。PIC/MAT取得等を待っていると、検疫業務等
の遅延、未実施につながる可能性があることから、輸入された農産物等、コモ
ディティから検疫・検査により単離される動植物病原微生物の取り扱いについ
ては、食料安全保障の観点から国家の主権的行政行為のひとつとしてその権利
を優先させ、輸出国、経由国等の産出地の可能性を検証することなく遂行する
条件を担保し、整えておく必要がある。国際条約は他の条約に優先するもので
はなく、「現行」のわが国の植物検疫に関わる措置は、国際的な植物防疫条約
（IPPC）にのっとった措置であるため、名古屋議定書の国内措置にあたって
も、既存の植物防疫行政とそれに必要な研究の実施を妨げない配慮が必要。検
疫や関連業務、およびその証拠、比較研究の対象としての単離微生物の保存、
関連業務への利用に関しては遵守措置の対象から除外すべきであり、当該業務
には、検疫当局のよる業務だけでなく、国以外の組織（大学、民間等の検査研
究組織等）による委託を含めた業務も対象とすべき。

名古屋議定書は、利用を行う目的で提供国
において取得される遺伝資源を対象として
いると考えられ、ご意見の輸入産品に付随
して運ばれる微生物や昆虫等のような非意
図的に日本国内に持ち込まれる遺伝資源に
ついては、直接の対象としていないと思わ
れます。このため、名古屋議定書に係る国
内措置の内容に係るあり方（大きな方向性）
について記載する本報告書においても、非
意図的に持ち込まれる遺伝資源については
扱っていません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

137

輸入されたコモディティーに随伴する微生物種に対する扱いについて触れられ
ておらず、それらについてのアクセスと利用について、PIC、MATの必要性や、
交渉すべき相手先について明確に示す必要がある。

チーズ、ヨーグルト、漬物等の発酵食品等のコモディティーでから分離される
微生物や微生物毒素による汚染等、輸入食品等の衛生上の検査・調査研究が行
われているため、具体的な検証が必要。

名古屋議定書は、利用を行う目的で提供国
において取得される遺伝資源を対象として
いると考えられ、ご意見の輸入産品に付随
して運ばれる微生物や昆虫等のような非意
図的に日本国内に持ち込まれる遺伝資源に
ついては、直接の対象としていないと思わ
れます。このため、名古屋議定書に係る国
内措置の内容に係るあり方（大きな方向性）
について記載する本報告書においても、非
意図的に持ち込まれる遺伝資源については
扱っていません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

138

正規のルートで流通しているコモディティは、例にあげている遺伝資源の利用
に該当しない食用の生鮮食品等の場合に限らず、対価を払って購入したもので
あれば基本的には遵守措置から除外すべき。他国への移転を禁止するコモディ
ティであれば、その国の責任の下で輸出禁止に指定すればよい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

139

一般に市場に流通している生薬は、購入時・輸入時等にすでに対価を支払って
いるため、必要な利益配分は行われている。本項で「薬用植物」として扱われ
ているものには生薬及び生薬が配合された漢方薬が含まれていると考えられ、
製薬や疾病治療への利用を目的にした研究開発が行われる場合、遵守措置の対
象から除外することを強く要望する。

国内外の市場から入手した生薬、漢方薬等を用いる研究により、漢方薬の効果
のみならず、難治性疾患等への応用等などに結びついているため、遵守措置の
対象外にならない場合、当該分野の学術研究の進展が鈍り、高齢社会に不可欠
とされている漢方医療が十分に果たせない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

140

コモディティに関しては、既にその購入時に、販売者に金銭的な利益を対価として支
払っているため、国内措置の対象外とすべき。

コモディティも国内措置の対象となると、対応不可能な膨大な量の管理が必要
となる。コモディティについて、金銭的な売買のみを想定しているために、
PIC/MATの取得が困難であり、コモディティを利用した遺伝資源の研究は不可能
となる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

141

魚類については生鮮食品として，あるいは観賞用として諸外国から多く輸入さ
れており、特に分子系統学的研究、分類学的研究では、これらを利用している
ことが少なくない。これらに関してはEUのように規則外として欲しい。

コモディティはPIC/MATの取り交わしは事実上不可能。コモディティに対しては
購入するという対価を支払っており、原産国に「利益」を与えているという考
え方をしてほしい。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載しているⅢ１(3)⑦に含
まれていると考えます。なお、平成26年1月
22日開催の欧州議会環境委員会の資料と
して公表されている最新のEU規則案では、
コモディティについては規則を適用しない旨
の規定は削除されています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

142

商業目的の手続き証明が済んだものについては、証明書の再発行を申請する必
要なく研究可能としてほしい。

昆虫分野では、業者から入手したものや、ブリードした個体を用いて研究する
こともあるため。

ご意見の「商業目的の手続き証明」で意図さ
れているものが明らかではありませんが、昆
虫分野の研究への配慮に関するご意見の
趣旨は、非商業目的の学術研究利用一般
について記載しているⅢ１(3)⑦に含まれて
いると考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い 143

何をもってコモディティと証明するか，または何かあればコモディティと認め
られるのか定義を明確にしてほしい。

市場等の小売業者が事業登録制になっていない場合にそのような場所で購入し
たものについてコモディティといえるのかどうかよくわからないため。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

144

一般に流通する食品等のコモディティは、遵守措置の対象から除外するべき。一方、
コモディティを売買時の本来の目的の範囲外で利用する状況（目的外の利用）にお
いては、その範囲（どのような場合が目的外の利用に相当するのか）を明確に定義
できるようにして、その実態が明らかになるよう留意が必要。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

145

コモディティを遵守措置の対象又は対象外と定める方法については、本来の目
的で使用する場合が圧倒的に多いため、コモディティを全体的に除外した上
で、例外的に対象を定める方法が相応しい。

国内外の市場から入手した生薬、漢方薬等を用いる研究により、漢方薬の効果
のみならず、難治性疾患等への応用等などに結びついているため、遵守措置の
対象外にならない場合、当該分野の学術研究の進展が鈍り、高齢社会に不可欠
とされている漢方医療が十分に果たせない。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

11
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

146

コモディティについては、EUの規則案のように対象外として欲しい。コモディ
ティを対象とするのであれば、国の内外を問わず一般的に市場で販売・購入さ
れている商品を非営利目的の学術研究や教育目的に使用する場合は、目的外使
用も含めて遵守措置の対象外として欲しい。学術目的から商業目的へ移行した
場合にのみ、遵守措置の対象にすべき。

市販の生薬や食品の有効・機能成分の研究は盛んに行われており、生物多様性
条約発効後も、一般的に市場に流通している商品を用いる場合にはPIC/MATに配
慮していない。日本で市販されている生薬の80％程度は海外から輸入されたも
のであるが、PIC/MATによる管理を前提とせずに流通しているため、コモディ
ティが対象となると、これらを用いた研究が実質的に不可能。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑦に含
まれていると考えます。

12

コモディティの研究は盛んに行われており、一般に流通する商品を遵守措置の
適用とすると対応できなくなる。また、これらの研究の衰退を招く。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

147

コモディティについて（名古屋議定書第１５条第１項に基づく）遵守措置の対
象になりうるとした場合でも、該当箇所にあるような「売買時の本来の目的」
で使用される場合であるか否かではなく、PIC及びMATが具体的実質的に設定さ
れていないような遺伝資源について、提供国側で「天然資源に対する主権的権
利」が適切に「行使」されているか否かによるべき

コモディティはPIC/MATが設定されることが少ないが、具体的実質的な設定がな
いのであれば、名古屋議定書第１５条第１項のPIC/MATの状態がそもそもありえ
ず、遵守をしようにもできない。一方で、PIC/MATの設定がないまま正規の輸出
手続きで提供国外に持ち出されるのは、提供国の国内法およびその運用・執行
の不全であり、税関で輸出が実質的に制御されていない遺伝資源についてま
で、利用国側が厳しく遵守措置を講じる必要はない。PIC/MATなく取得していて
も、提供国側で「天然資源に対する主権的権利」がそもそも適切に「行使」さ
れていないのであれば、名古屋議定書第６条第１項に反する行為とはいえな
い。

当該箇所の（検討すべき事項）に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

148

コモディティについては「売買時の本来の目的」で使用される場合であるか否
かによらず、名古屋議定書第１５条第１項に基づく遵守措置の対象とすべきで
はない。

コモディティは「売買時の本来の目的」でない研究が行われ、新たな用途が発
見されたり、効果効能等を学会等で発表することにより購買量が増加する。
「売買時の本来の目的」などに限定せず、自由に研究が行われたほうが、購買
が活性化し、また既に「公正かつ衡平な利益配分」がなされているといる。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものですが、名古屋議定書には、コ
モディティを一律に遵守措置の対象から除
外する旨の規定はありません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

149

博物館・動物園などでは生きた昆虫を海外から輸入し、生物多様性教育普及の
一環として一般へ公開展示しているが、このような場合も遵守処置の対象から
除外するように配慮してほしい。

植物防疫法に基づくシステムが既に存在しているので、さらにこの法律で規制
する必要は無い。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

150

食用のみならず、(1)観賞用の切り花・種苗類、(2)愛玩動物類（哺乳類、両生
類、爬虫類、魚類、甲殻類等）、(3)観賞用・展示用標本類（観賞用の剥製、
植物標本、昆虫標本）、(4)植物・動物体由来の素材で作られた品目（わら細
工等、生物素材がそのまま残っているもの）が輸入されて本来の目的で利用さ
れる場合は遵守措置の対象外とするべき。

遺伝資源としての利用の「可能性がある」といえば、生物体由来のものはすべ
て該当することになる。しかし、すべてを厳密に遵守措置の対象として取り扱
おうとすると、輸入大国である我が国では現実的に大きな混乱が予想される。
そもそも、「遺伝資源の利用」の定義からみれば、観賞用や食用といった目的
で利用するのであれば遵守措置の対象外とするべきである。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

151
市場に流通している生薬は，国内・国外からの購入時に通常の商取引で あ
り，すでに対価を支払っている商品なので、遵守措置の対象から除外するとい
う判断がふさわしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

152

コモディティが売買時の本来の目的で使用される場合は、コモディティは販売
者と購入者が互いに納得した価格により販売及び購入されることから、必要な
利益配分は行われていると考えることができる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

153

コモディティや市販品種（種苗）などの範囲については、更に討議すべき。
例えば、一般性なく地方市場でのみ恒常性なく販売される地元で採集されたラ
ンドレースの扱いなどがまだ不明確と思われる。また、全ての参加国におい
て、これが共通認識となるよう国際的に交渉すべき。

市販品種は伝統的に世界中で育種素材として利用されており、世界の食料安全
保障が推進され農業等の発展に貢献してきた。対象から除外されない場合、種
苗業界に致命的なダメージを与えるばかりでなく、世界の食料供給や農業の発
展に深刻な影響を及ぼすこととなると懸念。特に、植物の新品種を育成するた
めに他の品種を利用することについては、当該他の品種の育成者権が及ばない
というUPOV条約第15条及び種苗法第21条の規定があり、これにより、新品種の
開発が著しく発展してきた経緯から、市販品種（種苗）は、遵守措置の対象か
ら除外すべき。
また、市販品種について、PIC/MATの取得を相当な注意義務をもって販売者が確
認することは極めて困難。さらに、この確認のために、種苗を販売する際に後
続の利用者へ名古屋議定書やCBDの対象となる遺伝資源を用いて育成された情報
を伝達する義務については、不特定多数の者に幅広く販売される種苗の性格を
考慮すると、現実的に対応することは不可能に等しい。通常、一つの新品種を
開発するためには、極めて多くの他の植物素材を利用するため、複雑に遺伝子
が集積し、権利関係を把握することは非常に困難。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

154

海外で入手するコモディティについては、その国の国内法が取扱いを決め、日
本国内で入手するコモディティは産品に対し、ABSの対象となる旨の輸出国政
府の明示が無い限り、国内措置の対象外とすべき。

①その国での行為について、その国の法律に従うのは自明。
②産品に対し、ABSの対象となる旨の輸出国政府の明示が無いまま、ある国から
輸出され日本に輸入されたものについては、その国の天然資源に対する主権的
権利は及ばないものと解される。また、通常の売買において購入目的を明示す
ることはなく、例えば、生鮮食品を食用以外に利用することも禁じられている
訳ではない。コモディティについては、利益配分は売買時に金銭で決済されて
いると考えられる。

ご意見の趣旨は当該箇所及び（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

155

コモディティへの厳しい規制は市場のアンダーグラウンド化を誘発する可能性
が高い。これらに関してもコモディティとして、さしあたって原産国が保護し
ているものや国際取引が規制されているもの以外は、代金という形で利益が分
配されているとして除外しておくのがよい。また、各国の規制のレベルについ
ては、多様でありそれがアンダーグラウンド化を産んでいることから、同時に
締約国の規制の内容の報告と周知が必要。

ご意見の趣旨は当該箇所、当該箇所の（検
討すべき事項）及びⅢ3①②に含まれている
と考えます。

1

12
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

156

コモディティに生薬も含まれると解釈可能なので、その現植物や野生種につい
ても例外的に遵守措置の対象から除外し、「教育目的および学術的な研究目的
のためにコモディティについて遺伝資源の利用を行うことは、例外的に遵守措
置の対象から除外するよう配慮すること。」と記載すべき。

市販で購入できる生薬等を非営利目的の学術研究に用いる場合は、基本的にPIC
やMATを生薬の購入業者から取得すること自体がなじまないため。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑦に含
まれていると考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

157

植物育種における市販品種（種苗）の利用は、不特定多数の購入者によってさ
らに新品種を開発される場合など、遺伝資源の利用に該当する研究開発が行わ
れる場合であっても、コモディティとして遵守措置の対象から除外すべき。も
し、植物育種に国内遵守措置を適用する場合には、遺伝資源の海外からの導入
当事者の育種行為について限定して適用すべきで、次の利用者に及ぼすべきで
はない。

市販品種は伝統的に世界中で育種素材として利用されており、世界の食料安全
保障が推進され農業等の発展に貢献してきた。対象から除外されない場合、種
苗業界に致命的なダメージを与えるばかりでなく、世界の食料供給や農業の発
展に深刻な影響を及ぼすこととなると懸念。特に、植物の新品種を育成するた
めに他の品種を利用することについては、当該他の品種の育成者権が及ばない
というUPOV条約第15条及び種苗法第21条の規定があり、これにより、新品種の
開発が著しく発展してきた経緯から、市販品種（種苗）は、遵守措置の対象か
ら除外すべき。
また、市販品種について、PIC/MATの取得を相当な注意義務をもって販売者が確
認することは極めて困難。さらに、この確認のために、種苗を販売する際に後
続の利用者へ名古屋議定書やCBDの対象となる遺伝資源を用いて育成された情報
を伝達する義務については、不特定多数の者に幅広く販売される種苗の性格を
考慮すると、現実的に対応することは不可能に等しい。通常、一つの新品種を
開発するためには、極めて多くの他の植物素材を利用するため、複雑に遺伝子
が集積し、権利関係を把握することは非常に困難。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑪に含
まれていると考えます。

5

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

158

食用利用以外の研究機関に属していない個人や企業の飼育、研究、商業目的で
の遺伝資源の利用は売買の本来の目的で利用されてるとして遵守措置の対象外
とし、これまで通り輸出入の許可を出すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの

扱い
本文

159
「コモディティ」というカタカナはあまり馴染みがないので漢字にした方がよ
い。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

160

コモディティーの学術利用研究においては入手時期と入手先を明示すること
で、相手国からの申請があったときには事後にも適切な相手とMATの交換が可
能となる制度を希望。

提供国のABS法令等において、コモディティ
であるものであっても、遺伝資源を取得しよ
うとする場合には、あらかじめ、当該提供国
のPICを取得しMATを設定するよう定められ
ている場合には、これに従う必要がありま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文

161

コモディティにおいては、販売者と購入者が互いに納得した価格により販売や
購入がされているため、種苗や薬用植物について育種や製薬のための研究開発
は遵守措置の対象から除外すべきだとしているが、現状では、多国籍企業のよ
うな強者が買いたたくなど、販売者と購入者が互いに納得した価格により販売
や購入がされていないケースが広がっており、この前提が崩れている。また研
究開発（12頁37行目～13頁1行目）も商品化が前提になっているケースがほと
んどであり、遵守措置の対象から除外すべきではない。また、コモディティの
範囲があいまいであるため、原則として全体を遵守措置の対象としたうえで、
どれを除外するか品目を慎重に選んでいくことが必要。

種苗や薬用植物については、商品化を前提
とする場合も含めて、育種や製薬のための
研究開発が行われることは、売買時の本来
の目的の範囲内であると考えています。
また、遵守措置の対象又は対象外とするコ
モディティの選定に関するご意見の趣旨は、
当該箇所の（検討すべき事項）に含まれて
いると考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文 １段落
目

162

「売買時の本来の目的で使われる」ことを理由に除外する旨記載しているが、
除外される理由としては「遺伝的又は生化学的な構成に関する研究及び開発」
に該当しないという理由によって除外されるのではないか。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 「遺伝資源の利用に該当しない食用等の売
買時の本来の目的で使われる場合は原則
として遵守措置の対象から除外するべきで
ある。」と記載しており、ご意見の趣旨は当
該箇所に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

本文 １段落
目

163

コモディティが遵守措置の対象から除外される理由が「遺伝資源の利用に該当
しない」なのか「売買時の本体の目的で使われている」なのか、わかりやすく
記載してほしい。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該箇所では、両方の場合について、遵守
措置の対象から除外するべきとの記載とし
ています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項

164

昆虫生体や標本等、ペット・観賞用（広義の嗜好品）として販売されているも
のが学術目的で使用された場合には目的外使用とはみなさないようにする配慮
が必要。

昆虫分類学分野では、嗜好品として販売されている生体や標本等が生物多様性
解明のための重要な研究材料となる場合が多々ある。非商業目的の学術利用へ
の目的の変更は非商業目的の学術利用の扱いに照らしても、例外的に遵守措置
の対象から除外し、再度のPICやMATの締結を必要としないよう配慮すべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項

165
研究結果を販売促進に活用している場合は遺伝資源の利用に該当するか否か検討
してほしい。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ1(3)②の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 １ポツ

166

遵守措置の法的安定性を確保するためには、「コモディティ」との用語につい
て考え方を整理する必要であるが、日本が独自に定義したり、範囲を整理した
りすると提供国のABS国内法令等と齟齬が生じる恐れがあり、返って遵守措置
の法的安定性が失われかねないことから、「コモディティ（一般に市場に流通
している商品）」との表記でよい。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文に含まれ
ていると考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 １ポツ

167
非商業目的利用における諸手続きを簡素化するための２国間あるいは多国間の
包括協定づくりをすすめるべき。

実際に研究を進める上で高いハードルとなるのは日本国内の遵守手続きではな
く、CBDに関連して 次々と制定されつつある相手国側の国内法令であるため。

ご意見の趣旨はⅢ3②の（検討すべき事項）
に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 １ポツ

168
非商業目的利用について，交渉を部分的に肩代わりするような部署・組織を設
ける（予算・人員措置を含む）などを考えるべき。

実際に研究を進める上で高いハードルとなるのは日本国内の遵守手続きではな
く、CBDに関連して 次々と制定されつつある相手国側の国内法令であるため。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。 1

13
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ２ポツ

169

コモディティの表記を「コモディティ（一般に市場に流通している商品）」と
すべき。

コモディティの範囲を一般に市場で入手できるものとしなければ、遵守措置の
対象から外れるような状況が生じる懸念があるため。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ２ポツ

170

遺伝資源の学術研究利用は生物多様性の保全や持続可能な利用に大きく貢献す
るものと考える。従って、非商業目的の学術研究利用は国内措置の対象外と
し、学術研究の妨げにならないような配慮をして欲しい。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦の箇所に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ３ポツ

171

海外で入手する「コモディティ」については、その国の国内法が取扱いを決め
るが、日本国内で入手する「コモディティ」は産品に対し、ABSの対象となる
旨の輸出国政府の明示が無い限り、国内措置の対象外とすれば、本記載は不
要。

①その国での行為について、その国の法律に従うのは自明。
②産品に対し、ABSの対象となる旨の輸出国政府の明示が無いまま、ある国から
輸出され日本に輸入されたものについては、その国の天然資源に対する主権的
権利は及ばないものと解される。また、通常の売買において購入目的を明示す
ることはなく、例えば、生鮮食品を食用以外に利用することも禁じられている
訳ではない。コモディティについては、利益配分は売買時に金銭で決済されて
いると考えられる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。当該箇所では、今後「検討すべき
事項」として記載しているものです。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ３ポツ

172

特にコモディティを全体的に対象としたうえで除外する方法を取った場合、件
数面から、現実的にクリアリングハウスを設置し遵守措置を行うことができる
とは思えない。

申請処理等の業務にかかる時間、作業、人件費は非現実的。逆に遵守しない利
用国や利用者を挙げる作業の方が容易くなり、実際の遺伝資源の商用利用を目
的としない、クリアリングハウスが定義した多数の違反者を晒して「遵守措置
を適正に行っている」というアピールだけの事態にもなりかねない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、ABSクリアリングハウスは、
議定書第14条１に基づき、生物多様性条約
の下での仕組みの一部として設置されるも
のであり、日本の遵守措置の中に位置づけ
られるものではないと理解しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ３ポツ

173
「コモディティを遵守措置の対象又は対象外と定める方法について、コモディ
ティを全体的に除外した上で例外的に対象とする場合を定める」とする。

コモディティで対象になるものはほとんどないと思われるため ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ４ポツ

174

海外で入手する「コモディティ」については、その国の国内法が取扱いを決め
るが、日本国内で入手する「コモディティ」は産品に対し、ABSの対象となる
旨の輸出国政府の明示が無い限り、国内措置の対象外とすれば、本記載は不
要。

①その国での行為について、その国の法律に従うのは自明。
②産品に対し、ABSの対象となる旨の輸出国政府の明示が無いまま、ある国から
輸出され日本に輸入されたものについては、その国の天然資源に対する主権的
権利は及ばないものと解される。また、通常の売買において購入目的を明示す
ることはなく、例えば、生鮮食品を食用以外に利用することも禁じられている
訳ではない。コモディティについては、利益配分は売買時に金銭で決済されて
いると考えられる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

3

資源提供国の国内措置に従うことで十分であり、日本の国内措置においてはコ
モディティについては自由な活動が基本と考えるべき。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ５ポツ

175

教育目的でコモディティについて遺伝資源の利用を行うことは、例外的に遵守
措置の対象から除外するよう配慮するべき。

教育機関とされる博物館や博物館相当施設、大学の付属展示室などにおいて
は、展示物交代やバックヤードストックのため常時新しい生物標本の補充が必
要とされる。現在購入をしている標本が遵守措置対象となれば、これらは全て
新規入手・購入ができなくなると危惧される。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い

検討すべき事項 ５ポツ

176

コモディティにおける教育目的の具体的な例として、博物館・昆虫館等による
展示を目的とした場合、どうしても現地での採集や希少種の捕獲が必要となる
ため、展示目的での捕獲もできるように調整してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、提供国内での採集や捕獲
にあたっては、当該提供国の法令等に従う
必要があると思われます。

1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの

扱い
検討すべき事項 ５ポツ

177
例外的に遵守措置の対象から除外するものに教育目的に加え、「学術目的」を
加える。

次の「(7)非商業目的の学術研究利用の扱い」に照らしても当然の措置と考え
る。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 3

多様な生物資料を扱う多様性研究においては、遺伝資料の購入時に手続きが煩
雑になり、これまで通りの研究が遂行できなくなる可能性があるため。

学術利用の多くは非商用で、多くの研究成果は実用研究や商品化されることは
ないため、煩雑な手続きは避けたい。

14
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑥コモディティの
扱い＆⑦非商業目
的の学術研究利用
の扱い

178

植物標本館が行う植物標本の海外への移動手続において、簡素化および格別の
配慮を求める。

植物分類学は生物多様性の実態を明らかにすることで、保全のためのレッド
データブックやホットスポットマップ等の基礎資料を提供する重要な学問分野
である。植物分類学分野においては標本貸し出しが従来から行われてきたが、
利益配分を貸し出し前に決めるPIC/MAT制度にはそぐわないことから、生物資料
（主に植物標本）の海外への移動について格別の配慮をお願いしたい。

ご意見の趣旨はⅢ2に含まれるものと考えら
れます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い 179

薬用植物について育種や製薬のために遺伝資源の利用に該当する研究開発が行
われることに関して遵守措置の対象から除外すべき。

学術研究の推進のためには多数の遺伝資源を制限無く交換できることが必須。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い 180

遺伝資源等の純粋な学術研究としての利用及びその成果の発表については、遵
守措置の対象から除外すべき。

入手に複雑な手続きと時間を要求されることになると、研究自体から撤退する
可能性が生じ、国際的競争力を失うことになる。また、当該分野の後継者育成
ができなくなる可能性がある。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 26

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

181

大学や創設が予定されている研究開発法人などにおける研究活動は基本的に非
商業目的であり規制をかけるとしても「研究の過程で商用利用の可能性が出て
きた場合にはガイドラインで提供国との利用の取り決めを行う事とする」など
最低限にとどめるべき。

大学、研究開発法人におけるほとんどの学術研究は、商業的な利益を生まない
から。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、本報告書は名古屋議定書
に対応する国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。遵守措置の態様（法律やガイドライン
等のいずれとするか）については、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

26

大学、研究開発法人におけるほとんどの学術研究は、商業的な利益を生まない
から。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

182

手続きに必要な時間が研究の進捗を妨げる恐れがあり、また、在野や個人研究者
の研究の妨げへの懸念がある。基礎的な学術研究において過度な負担とならない
措置を希望する。

ABSの手続きに必要以上の時間がとられてしまうと、これまで続いてきた当該研
究の解明の進捗速度が一気に減速してしまう。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

183

海外の遺伝資源を利用し論文を執筆した場合は、論文に取得国を明記するこ
と、また人材育成、共同研究等で協力することを推奨する。

海外からの遺伝資源を安定的・継続的に利用するためには、提供国の信頼を得
る必要がある。論文に遺伝資源取得国の明記などをせず、提供国・提供機関、
提供する研究者との間に信頼関係の構築がされない場合、提供国から謂れのな
い非難が起る可能性がある。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)①ウの（検討すべき
事項）及びⅢ4①に含まれていると考えま
す。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い 184

学術研究利用の扱いを検討するに際しては、開発を伴わない研究のみであって
も「遺伝資源の利用」に該当するのか併せて検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 議定書第２条の定義からは、「開発」の伴わ
ない「研究」についても「遺伝資源の利用」に
該当すると考えられると理解しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

185

非商業目的の学術研究利用という行為が理解しにくい。どの時点からABSの範
疇に入るのか、どこが提供国/者に対価を払うのか等について、議論して欲し
い。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。な
お、利益の配分については、議定書第5条
において、提供者と利用者とで設定した相
互の同意に基づく条件（MAT）で行われるこ
とが規定されています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い 186

チェックポイントへの届け出は必要最小限のものとすることが望ましい。 学術研究の範囲では、海外とのサンプルのやり取りは迅速であることが望まし
いが、政府の了解が必要となると、時間がかかり研究の阻害要因となる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

187

加盟各国の関心は金銭的利益の配分の保障と考えられることから、費用がかか
り、見返りとしての金銭的利益のない学術研究では、日本国の国益の確保と相
手国との両面を満たすような国内措置の検討は困難な課題であり、国内措置で
法制化を急ぐことは不適切。

学術研究の範囲では、海外とのサンプルのやり取りは迅速であることが望まし
い。それが政府の了解が必要となると、時間がかかり、研究の阻害要因とな
る。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

188

遺伝資源等の純粋な学術研究としての利用及びその成果の発表については、遵
守措置の対象から除外することを強く要望する。商業目的に移る場合の手続き
方法を明確にする必要がある。

入手に複雑な手続きと時間を要求されることになると、研究自体から撤退する
可能性が生じ、国際的競争力を失うことになる。また、当該分野の後継者育成
ができなくなる可能性がある。

ご意見の趣旨は当該箇所及び（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

189

ペットルートで国内に入ってきた動物を研究に利用することもあり、PIC/MATを結ぶ
べき相手を特定できないため、このようなケースでは、動物の利用情報を然るべき機
関に報告する程度の義務にとどめてほしい。また、過去に取得された標本の利用に
関してまでPICやMATを設定しないと研究に入れないという措置にならないよう切望
する。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)②⑥
の箇所に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

190

学術研究においては利益配分条項は簡易なものとし、利益が出る際に新たな
MATを締結するべき。また、利益配分の適用範囲及びMATに定める条件において
は、MATの内容や履行状況は、チェックポイントの監視外とするべき。

利益が生じない学術研究についても具体的利益配分をMAT条項に含めるのは非現
実的。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑩、Ⅲ
1(4)１イに含まれていると考えます。なお、
MATの内容は提供者と利用者との交渉によ
り定められるものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

191

研究の成果である論文に興味を持った企業との間で共同研究を行う場合に、ど
こからが非商業目的であり、どこからが商業目的であるのか検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

15
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

192

非商業的目的の学術研究利用の扱いについて、手続きの簡素化、効率化、迅速
化などが検討されていることは理解できるが、その際の特許等、知財権の取得
行為の位置付けを明確にすべき。

学術研究利用により、遺伝資源の商業的有用性が見出されることは珍しくな
く、大学や公的研究機関などで非商業的目的の学術研究の成果としての特許等
の知財権の取得やベンチャーによる事業化が盛んに推奨される状況にあって
は、学術研究利用が商業的利用であるか非商業的利用であるかを判断すること
は容易ではない。そもそも特許等の知財権の取得は当該遺伝資源の商業的有用
性と表裏を成す行為であることから、この様な行為の位置付けを明確にするこ
となしに、「非商業的目的の学術研究利用」を定義することはできないため。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

193

非商業的利用のための手続きを簡素化する国際的な協定策定の設定と研究者に代
わって交渉することが可能な体制を望む。

国際法に精通していない研究者個人がこのような交渉をすることは、危険な場
合もありえる。

ご意見の趣旨はⅢ3②の箇所に含まれてい
ると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

194

政府として各国に学術研究に対する配慮をするように働きかけるべき。 ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

195

趣味家による種子交換等による栽培・観賞を目的とした種子等の取得は、非商
業目的の遺伝資源利用であり、これらが遵守措置の対象となれば園芸文化の衰
退が懸念されるため、遵守処置の対象から除外されるべき。

①種子交換等で取得された種子は、趣味家等による栽培、観賞等の目的に限定
され、価値は必ずしも社会性を有するものではなく評価が困難。②趣味家等に
よる種子交換は個人間又は個人と主催団体へのドーネーションであり、種子の
頒布対象が数千人を上回ることもあるためPIC/MAT等の手続きを相当分準備する
ことは実際的ではない。また、採取時期から播種時期までの4ヶ月間にこれまで
の作業に加えて個人に名古屋議定書にかかる手続を強いてもこなすことは不可
能。③無償有償に関わらず商業目的でないため、趣味家等による頒布速度は著
しく早く、新たに取得された園芸植物の効果的な監視は実際的ではない。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。ご意見の種
子交換等の事例に関しては、今後行われる
国内措置の具体的な検討の過程において
扱われるものと思います。なお、国内措置の
検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に記
載しています。
また、理由の②に関して、提供国のABS法
令等において、種子交換による場合を含
め、遺伝資源を取得しようとする場合には、
あらかじめ、当該提供国のPICを取得しMAT
を設定するよう定められている場合には、こ
れに従う必要があります。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

196

学術標本を管理している各地の植物標本庫における、海外との標本の交換・寄贈・
貸出について、手続きの簡素化および例外措置などの配慮を求める。

MAT制度にそぐわない植物標本が対象になれば、標本交換が困難となり研究が滞
る。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載している当該箇所に含
まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

197

生物遺伝資源活用に大きく寄与している無所属個人のアマチュア研究家の活動
を抑制するような法律の制定に強く反対する。研究機関等に属さない個人のア
マチュア研究家が非商業目的で遺伝資源を取得することを遵守措置の対象から
除外すべき。

昆虫分類学ではアマチュア研究者が非常に多く、彼らが実際に生物多様性研究
の担い手になっているため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

198

昆虫類は在野の研究者により少しずつ進展しているが、PIC/MATを個人で手配する
ことは不可能に近いと考えられるため、国が指定した学術団体と包括的にPIC/MAT
を締結国と結び、そこに所属する会員は、学会・学会連合をアクセスポイントして報
告や発表する場として活用することを検討してほしい。また、東南アジアを含む地域
できちんとした研究ができる形を希望。国家戦略として柱にして、条約締結国間でも
主導的な立場を取ってほしい。学会等での運用などは、各学会と連携する形で構わ
ないので、是非検討を希望する。

ご意見の趣旨は、利用者への支援一般に
ついて記載しているⅢ3②に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

199

議定書第8条（a）のこの後半部分を根拠として、日本としては、非商業目的の遺伝資
源等の学術研究利用については、遵守措置の対象から除外する、との意見もある
が、遵守措置における手続きを緩やかなものとすると一本化して主張すべき。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

200

制度は法律ではなく柔軟性のあるガイドラインが望ましく、また、チェックポ
イントへの届け出は必要最小限のものとすることが望ましい。国内措置で法制
化を急ぐことは不適切。

学術研究の範囲では、海外とのサンプルのやり取りは迅速であることが望まし
いが、政府の了解が必要となると、時間がかかり研究の阻害要因となる。

ご意見の趣旨は当該箇所やⅢ1(4)②に含ま
れていると考えます。なお、本報告書は名
古屋議定書に対応する国内措置の内容に
係るあり方（大きな方向性）について記載し
ているものです。遵守措置の態様（法律や
ガイドライン等のいずれとするか）について
は、今後行われる国内措置の具体的な検
討の過程において扱われるものと思いま
す。なお、国内措置の検討の今後の進め方
に関しては、Ⅲ5に記載しています。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

201

商業利用を目的としない学術研究については、遵守措置の対象から原則除外す
るべき。対象とする場合でもできる限りゆるやかな手続きとなるよう配慮が必
要。

共同研究等を実施し、信頼関係を構築してきたとともに、相手国の法律を遵守
し、生物多様性条約の趣旨を尊重して、必要に応じてMTAを締結するなどの自主
的な取り組みを行ってきている。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

5

研究の推進において遺伝資源等の速やかな頒布、利用は必要不可欠であるた
め。

提供国によっては自国の遺伝資源（生物相）を十分把握できておらず，またそ
の調査が可能な専門家もいない状況にある。このような提供国側から日本側へ
の要請（「技術提供」「専門家育成のための教育」「図鑑の出版」等）にこた
えるため。

すでにMTA (Material Transfer Agreement)で、学術研究が円滑に進んでいお
り、殆どの場合、MTAには原則的に非商業目的の利用であることが明記されてお
り、成果の発表や利益の配分等についても両者の合意によって決定される旨が
明記されているため。

16



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

202

遺伝資源等の利用が学術利用から営利目的利用になった時点で、遵守措置対象
となればよい。従来よりも学術利用がむしろ盛んに実施できるような措置を期
待。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

203

非商業目的の学術的研究利用においては配分可能な利益が生じた時点でABS法に
基づきPICやMATを取得することを希望。

国内措置が、講じた結果として海外資源へのアクセス意欲を削ぐようなものと
なれば、学術研究の大きな障害となり、我が国の学術研究の衰退に繋がること
が危惧されるため。

提供国のABS法令等において、遺伝資源を
取得しようとする場合には、あらかじめ、当
該提供国のPICを取得しMATを設定するよう
定められている場合には、これに従う必要
があります。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

204

研究の結果、利用した遺伝資源に実用研究や商品化の可能性がある場合に限
り、当該遺伝資源の手続きを遡って通常の手続きを行うなど、非商用目的の学
術利用については続きや遵守措置を簡易にして研究機会の阻害を生じさせない
ほうがよい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

205
MATの設定に対してのひな形及びPIC取得のマニュアルの作製と配布をしてほし
い。

ご意見の趣旨はⅢ3①②に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

206

大学付属植物園を始め、世界中の植物園間で行われている種子交換、世界中の
標本庫間で行われている標本の貸借については、学術研究および教育目的で慣
例的に行われており、国内措置の対象外とすべき。種子交換の場合は、世界的
な植物園組織(IABG、BGCI)に加盟している植物園、また標本交換の場合は
Index Herbariorumに登録された標本庫については、適用対象外するような措
置を希望。

分類学研究のうち，特定分類群の汎世界的レヴィジョンなどは世界中から標本
を集め，まとめあげることになるが，そのソースとなる博物館コレクションな
どには第３国由来の標本も多く含まれている。これらの標本の借用のいちいち
に制約がかかるような状況になっては，研究の遂行は不可能となり，多様性研
究にとっては大きなダメージとなる。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載している当該箇所に含
まれていると考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文

207

非商業目的の学術研究とでも特許取得を行うケースが増えており、特許申請を
した時点で非商業目的ではないなくなることを明確にすべきまた、特許取得に
はMATが設定されていることが条件となることを明記すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

208

非商業目的の学術研究利用においては、遵守措置の対象から除外すること。仮
にそれが不可能である場合は、遵守措置における手続きを緩やかなものであ
り、かつ迅速なものとなるようにすること。

事前に登録した標本庫とは学術用途としてPICを事前に締結したことにするとす
れば、貸出機関どうしのMATの締結のみで進めることができ、より現実的。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

4

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

209

遺伝資源等の非商業的学術研究のための利用及び成果の発表は、後世の人類共
有財産であり、遵守措置の対象から除外することが必要と考える。

学術研究の成果は多数の遺伝資源を世界中で共有することであげられた部分が
大きい。これからの遺伝学的研究が成果を上げるには以前と変わらぬ遺伝資源
の共有が必須であり、これまでと同様に研究が続けられるような措置をとるべ
きであると考える。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

49

学術研究の成果や情報を研究者間で制限なく発表・共有することは、科学の発
展において極めて重要であるため。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

210

標本の貸し借りおよび交換にあたっての手続きの簡素化をめざし、国際的に認
知された博物館等の標本保有研究機関に関しては、PICを包括的に外国と締結
したものとすることなどの措置をとること。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

211

研究利用に関して、政府間契約や機関間での協定を諸分野で設定する取り組み
が始まりつつある。その際には既存の仕組みを活用できる方法を模索していこ
うとかんがえているが、管理のシステム維持に膨大な事務負担があると多様性
研究を失速する懸念がある。国内外ネットワークの形成に時間がかかることが
見込まれるので国内措置の実施などの対応を厳格化する前に十分な時間が欲し
い。また、契約のサポート体制として、各国の国内法が集約されているサイト
の設定や上記既存の仕組みへの配慮が欲しい。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

212

非商業目的の研究については遵守措置の対象から除外することを明記すべき。
報告書案内の“遵守措置の対象から除外するか、又は対象とする場合には遵守
措置における手続きが緩やかなものとなるよう配慮するべきである”の“又
は”以下は削除し、除外することにすべき。

自由で制限のない学術研究を保証することは、学問の発展に不可欠であるばか
りでなく、生物多様性の理解と保護、そして将来の商業的な遺伝資源の利用に
も極めて重要である。従って名古屋議定書およびそれに係る国内措置が、学術
研究の妨げになるようなことがあってはならない。そのために、非商業目的の
研究については、遵守措置の対象から除外することを明記すべき。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目 213

プロ、アマに関わらず、研究者自身がとるべき手続きはできるだけ簡略化して
ほしい。

昆虫研究の中でも、とりわけ蝶や蛾を研究している者は、学会会員でも大半が
アマチュアであるため。

ご意見の趣旨は当該項目に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

214

実際にどういう方法やルールに従うのか、具体的に示すべき。この記述だけで
は、全く像が見えない。現行の方法が十分かどうかは、学術研究者だけでなく
第三者の判断も必要。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。国内措置の
具体的な内容については今後検討されるこ
ととなっています。

1

17
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 １段落
目

215

非商業目的の遺伝資源等の学術研究利用を、遵守措置の対象から除外すること
は、困難であると考えられる。

議定書上に非商業目的の研究利用を対象から除外する根拠規定がないこと、ま
た、非商業目的の研究の成果についても、最終的に利益が生じる場合があるこ
とも想定されることのため。
なお、本報告書案ではＥＵの遵守措置との共通性の検討について提案されてい
るが、ＥＵ規則案でも非商業目的の学術研究利用は遵守措置の対象から除外さ
れていないと考えられる。ＥＵ規則案（第７条）では、遺伝資源の利用者に対
し、「①公的研究資金の全ての受給時、また、②遺伝資源等をもとに開発され
た製品の販売承認の申請時又は販売承認が必要ない場合には商業化の時点で、
利益配分がＭＡＴに基づいて配分されていることを確実にするため相当な注意
を国（権限ある当局）に申告する。」ことになっている。公的研究資金の受給
者には、非商業目的の学術研究利用も含まれると考えられる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 ２段落
目

216

「非商業目的の学術研究利用」の定義が曖昧であり、記述を検討すべき。 今日の大学等の非営利機関における学術研究は応用を指向しているものが多
く、むしろ「出口」「シーズの開発」などと推奨されているケースも多く、現
状を純粋化する必要言は逆に弱点になる可能性がある。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

本文 ３段落
目

217

非商業目的の学術研究利用の利益配分は、提供国の研究者との共同研究の結果
である論文の公表や、提供国の留学生への教育に代表される提供国の科学技術
力の向上への貢献等であり、基本的に非金銭的であると捉えるべき。

学術研究の成果は基本的に論文の公表であり、これにより成果は提供国の人々
を含む全人類に対する利益配分であると考えられるから。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

検討すべき事項

218
非商業目的と商業目的の利用を明確に区別するべき。 研究者の所属や基金の出所だけでなく、一連の研究開発においてどこが非商

業・商業的利用の境界になるかを明確にし、産官学でコンセンサスの得られる
形で両者を区別するべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

検討すべき事項

219

学術研究機関自らが研究をもとに製品開発を行い販売している場合もあるた
め、学術研究利用をすべからく除外することの可否についても検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は当該箇所の本文に含まれ
ていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

検討すべき事項

220

商業的・非商業的利用を判別する際の判断基準として、特許を取得するか否か
を採用すべきではない。

研究機関では直ちに産業化に結びつかなくても特許を取得する場合があるた
め。
IRRI等公的な国際研究機関においては、遺伝資源の遺伝的特性を解明した際に
は、民間企業に遺伝子特許を取得され独占されないよう、論文発表する前に特
許を取っている。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

検討すべき事項

221
商業的利用について、資源利用が営利機関か非営利機関かという分け方は現実
的ではない。

営利機関でも非営利の学術的研究を行なう場合がある。 ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑦非商業目的の学
術研究利用の扱い

検討すべき事項

222

非商用の基盤的学術研究は、組織に属さない研究者によっても行われているこ
とを考慮し、非営利機関および営利機関のいずれにも属さない研究者による分
類学等の基礎研究での利用についても、非商業目的の学術研究利用に含めるよ
う考え方を再整理してほしい。彼らの研究活動が阻害されないよう最大限の配
慮を行うこと、及び、相談窓口の設定についても、非職業的研究者が遂行する
学術研究が円滑に進むような仕組みとなることを期待。

非職業的研究者にとって、PIC/MATの取得は困難な問題。非職業的研究者による
基盤的学術研究にとって、PIC/MATに関する手続きが配慮無く増加した場合、間
違いなくその研究活動を大きく阻害する。日本の昆虫分類学の置かれている状
況を考慮すれば、その学問的基盤を根底から崩壊させかねない。また、ABSおよ
び名古屋議定書に関する情報の周知、対応する相談窓口の設定等の施策にも配
慮が必要。

当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。
また、非職業的研究者による非商業目的の
学術研究活動に配慮すべきとのご意見の趣
旨は、非商業目的の学術研究利用一般に
ついて記載しているⅢ１(3)⑦本文や、利用
者への支援一般について記載しているⅢ3
②に含まれていると考えます。

3

とりわけ昆虫業界では公的な研究機関に所属していなかったり、本業を別に
持っていたりするアマチュア研究者が多く存在するため。

日本国内では、営利機関・非営利機関を問わず研究機関等に所属せずに独自に
分類学的研究を進めている、いわゆる「在野の研究者」が多数存在しているた
め。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い

223

当該記載を支持。 遺伝資源の利用は標準との比較をその前提としており、標準に関しては利益配
分の考え方は似わない。したがって、カルチャーコレクションを措置対象とす
べきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い 224

分類学的研究のための標本や基準株などの分譲の際の輸入の際には簡素な手続
とし、PICやMATの代替として使用承諾書等を使用できることを希望。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3⑦に含ま
れていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い 225

標本のコレクションにおいて、新種等の記載後にその標本を相手国に提出する
必要があるが、今後の研究を考えると問題が生じると考えられる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い

226

公的博物館に所蔵されている標本の貸し借りに関しても「明確な記述」をして
ほしい。

公的博物館の標本は、世界中の研究者が公平に利用できるものであり「利益」
を産むものではない。「貸し借りに関するインボイス」をMATと理解し、MATの
取り交わしだけで、標本の貸し借りをできるようにしてほしい。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載しているⅢ１(3)⑦に含
まれていると考えます。 1

18
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い 227

政府認定機関を設けてその機関を通じたやりとりであればPIC/MAT取得要件を
不要あるいは緩和するなどの回避策を検討すべき。

日本ではワシントン条約に関わるCITESの認定機関がないため標本の国家間の移
動ができない品目があるなど，現在の他の国際的制度でも躓いているため。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い 228

公的機関で保存、配布されている生物遺伝資源は研究用に配布が合意されてい
るものとしてABSの規制の範囲には含めない事で扱うべき。また研究用のプラ
スミドベクターや細胞などの交換に関してもすでに研究者間での権利と安全の
確認を経て行われており、上記規制の範囲に含める必要はない。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載しているⅢ１(3)⑦に含
まれていると考えます。

26

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い 229

カルチャーコレクション等が所有する保存株を海外に提供、または寄託で受け
入れる場合は、産業用との使用目的の場合のみ遵守措置の対象とするようにし
てほしい。

カルチャーコレクションの出入りの事務処理を一カ所で統括して行ってくれる
仕組みなしでは、 NBRP等の事業には支障が生じる。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦本文に含まれてい
ると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い

本文

230

学術利用のための基準株等の遺伝資源は措置対象から除外することに賛同。基
準株でなくとも論文発表された遺伝資源は、学術研究に広く利用されるべき。
カルチャーコレクション等の生物遺伝資源機関の位置づけを重視し、遺伝資源
の利用が学術利用か営利目的利用かを明確化するために、研究者個人ではなく
研究者の所属機関の確認をとるなどの機能が働くように国として支援をすべ
き。

ご意見の趣旨は当該箇所やⅢ1(3)⑦、Ⅲ3
②に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い

検討すべき事項

231

学術利用のための基準株等の遺伝資源は措置対象から除外することに賛同。基
準株でなくとも論文発表された遺伝資源は、学術研究に広く利用されるべき。
カルチャーコレクション等の生物遺伝資源機関の位置づけを重視し、遺伝資源
の利用が学術利用か営利目的利用かを明確化するために、研究者個人ではなく
研究者の所属機関の確認をとるなどの機能が働くように国として支援をすべ
き。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文やⅢ1(3)
⑦、Ⅲ3②に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い

本文

232

微生物における基準株や検定株も同様で、それらが特許申請をされた時点で遵
守対象になることを明確にすべき。

当該箇所では「基準株及び検定菌として使
用される場合は･･･遵守措置の対象から除
外するべきである。」と記載しており、特許申
請の対象になる等、基準株又は検定菌とし
ての使用ではない場合についてまで、それ
らを対象外とすることを意図するものではあ
りません。ご意見の趣旨は、当該箇所の（検
討すべき事項）にも含まれていると考えま
す。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑧カルチャーコレ
クション等が所有
する遺伝資源の扱
い

本文

233

基準株及び検定菌であっても遺伝資源であれば、遵守措置の対象から除外する
ことは、困難であると考えられる。

基準株及び検定菌であっても遺伝資源であれば、議定書上にこれらを対象から
除外する根拠規定がないこと。また、これらを提供国から取得する場合には、
提供国のＡＢＳ国内法令等に基づきＰＩＣ及びＭＡＴの対象になり得る（直接
的に利益を生まない遺伝資源であっても、利益配分の対象から除外される根拠
はない）と考えられることのため。
なお、本報告書案ではＥＵの遵守措置との共通性の検討について提案されてい
るが、ＥＵ規則案でも遺伝資源に該当する基準株及び検定菌は遵守措置の対象
から除外されていないと考えられる。ＥＵ規則案（第７条）では、遺伝資源の
利用者に対し、「①公的研究資金の全ての受給時、また、②遺伝資源等をもと
に開発された製品の販売承認の申請時又は販売承認が必要ない場合には商業化
の時点で、利益配分がＭＡＴに基づいて配分されていることを確実にするため
相当な注意を国（権限ある当局）に申告する。」ことになっている。上記に
は、基準株又は検定菌の利用も含まれ得ると考えられる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑨遺伝資源に関連
する伝統的な知識
の扱い 234

名古屋議定書に明示されているように、先住民社会及び地域社会が遺伝資源に
関する伝統的知識に限定されていることは評価される内容である。その内容が
他国でどのように理解されているかは明確化してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑨遺伝資源に関連
する伝統的な知識
の扱い 235

伝統的知識の取り扱いはWIPO/ICGの議論をふまえるべきである。そのため、遺
伝資源に関連する伝統的知識の取り扱いを国内措置で限定すべきでない。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑨遺伝資源に関連
する伝統的な知識
の扱い 236

国内措置の検討に際しては、まず用語を定義するとともにそれが適用される範
囲を具体例を示すなどして明確にしてほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑨遺伝資源に関連
する伝統的な知識
の扱い

237

検討内容・結果が明確ではなく、立法措置、政策的措置、行政的措置のいずれを選
択するのか分からない。また、個々の論点に関する議論が不十分。

本報告書では国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しています。
遵守に関する国内措置の態様（立法上、行
政上、政策上の措置のいずれとするか等）
については、今後行われる国内措置の具体
的な検討の過程において扱われるものと思
います。なお、国内措置の検討の今後の進
め方に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑨遺伝資源に関連
する伝統的な知識
の扱い

検討すべき事項

238
伝統的知識に関しては、条約や議定書で定義されておらず、議定書の規定の範
囲内でとどまらない可能性もあるため、その範囲内に限定すべきではない。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

239

PIC/MATについて、多くの商業活動がある中、どの時点で、どのサプライヤー
が取り交わすのかが理解しずらい。さらに、MAT自身が取り交わされているこ
とは重要であるが、その内容を詳細を公開は避けてほしい。MATの内容は業務
内容にもかかわることであり、必要情報だけが公開されることを期待したい。
公開範囲を議論してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

240

PICに付随すべきMOU, Contract及びMATの準備方法が各国ごとに違うため、環境
省等により、要項の英語翻訳版をCBD HPのNational Focal Pointsに挙げることによ
り、普及啓発の現実化が著しく進むのではないか。

ご意見の趣旨はⅢ3①、②に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与 241

日本国内で各国の手続きの情報源の収集と整備、公開できないか。可能な場合は
大学・企業などは事例を収集元に挙げていくという協力ができる。

ご意見の趣旨はⅢ3②の（検討すべき事項）
に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

242

契約書の作成およびそれに関連する交渉を指導できる経験者による指導システ
ムの設置を希望。解決必要な事例の潜在的な数に対して、対処可能な専門家は
少なく、専門家を養成して増やすことが急務と思われる。

ご意見の趣旨はⅢ3①及び②の箇所に含ま
れていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

本文

243
遵守におけるMATに関する対応はその設定の有無の確認とするべき。利用者に
よるMATの内容の履行に関しては議定書第18条に基づいて対応するべき。

議定書に対応する遵守措置は、名古屋議定書の規定以上の内容を含むべきでは
ない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

本文

244

非締約国とは多種多様な「遺伝資源」の輸出入、譲渡譲受も行っている。国内
措置の検討にあたっては、非締約国との輸出入、譲受譲渡、利用も含めて、対
象となる「遺伝資源」と対象とならないものとの識別、区分に係わる内容が、
各機関の負担とならないよう十分に配慮してほしい。

「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法
律」の基本条項の一つに提供者からの情報提供に関する措置がある。我が国の
主要な「遺伝子組換え生物等」の提供国は、非締約国の米国であるが、非締約
国の米国機関・企業からは、必要十分な情報表示・提供がなされないので、各
機関は米国からの全生物由来試料について、その該当・非該当の確認を行い、
該当の場合にはさらにカルタヘナ法国内措置対応に必要な情報を取得するなど
多くの労力を払い続けている。
本国内措置においては非締約国（米国）との輸出輸入、譲渡譲受に影響がない
よう万全を期してほしい。また、非締約国を経由して締約国である提供国の
「遺伝資源」を入手することも考えられるので、その場合の対応と対象範囲の
明確化を検討してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)①及び②に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

本文

245

研究機関に所属しない在野の分類学研究者への配慮が必要。 陸生節足動物，貝類などでは，在野の研究者（アマチュアを含む）が分類学研
究に大きな貢献を果たしてきているが，PIC，MATとも公的な機関を想定するの
みである。個人の活動を排しては，分類学研究への大きな障壁となることが予
測される。

Ⅲ1(3)⑩へのご意見でしたが、ご意見の趣
旨はⅢ1(3)⑦に関わるものであり、また、Ⅲ
1(3)⑦に含まれていると考えられます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

検討すべき事項

246

「提供国のABS 法令等におけるMAT に係る具体的規定を踏まえて、必要な場
合、特別な対応への考慮」との記載は、将来、実例を踏まえて検討すべきこと
であり、現時点では不要。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

検討すべき事項

247

当該記載を支持。 PICとMATの両者が必要であるが、MATは契約者間の秘密事項が含まれるため、こ
れらの内容を開示する事は困難であるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑩MATの内容に関
する遵守への関与

検討すべき事項

248
MATのチェックポイントにおいて、各社の契約内容に守秘義務が発生している
ものもあるので、企業活動に不利益が生じないよう配慮をお願いしたい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係 249

日本としては、ITPGRルールと将来発効する名古屋議定書ルールのふたつの選
択肢をもつことができるため、ケースバイケースで当該植物遺伝資源の移転に
利用すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係 250

ITPGRの附属書Ｉの掲載作物には大豆のように我が国だけでなく、世界の食
料・農業の発展にとって不可欠の品目が漏れているため、名古屋議定書に定め
られた国内措置の適用外となる遺伝資源をITPGR附属書Ｉの掲載作物に限定す
ることに反対。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

251

植物品種の育種に関しては、権利義務が極めて複雑化しやすいことから、ITPGRFA
の付属書Ⅰにあるクロップリストの作物以外についても、ITPGRFAのSMTA（標準素
材移転契約）を用いて、ITPGRFAの付属書Ⅰ掲載作物と同様の形で、利益配分
（ABS）を実施することとし、名古屋議定書やCBDの例外として欲しい。

植物育種は、非常に多くの素材を用いるマルチラテラルな分野であり、バイラ
テラルなシステムである名古屋議定書やCBDでは権利関係が非常に複雑化・累積
してしまい、対応が困難と考えられる。ITPGRFAは、マルチラテラルな制度であ
り、植物育種の現状が考慮されており、育種利用者にとってより柔軟性があり
現実的な仕組み。
名古屋議定書は現行の国際協定に基づく締結国の権利及び義務に影響を及ぼす
ものでないことが第4条1項に明記されている。作物に関しては名古屋議定書の
公表以前にFAOが定めたITPGRとの関係で、ITPGRの付属書1のクロップリストに
記載した植物種を議定書の例外とすることに同意している。植物育種に関して
は、全ての植物が基本的に同じ問題を抱えているため例外をこのクロップリス
トに限定すべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

6

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

本文

252

政府認定機関を設けてその機関を通じたやりとりであればPIC/MAT取得要件を
不要あるいは緩和するなどの回避策を検討すべき。

日本ではワシントン条約に関わるCITESの認定機関がないため標本の国家間の移
動ができない品目があるなど，現在の他の国際的制度でも躓いているため。

ご意見の趣旨はⅢ3②の（検討すべき事項）
に含まれていると考えます。

1

20



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

本文

253

農作物が対象外として扱われているが、遵守の対象とすべき。 当該箇所では、農作物全てについてではな
く、議定書の特別法の位置付けにある
ITPGRの対象となる植物遺伝資源との関わ
りについて記載しています。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

本文

254

ITPGRは「ABSに関する専門的な国際文書」に該当する可能性のある条約である
が、真に該当するものであるか否かについては、実質的にその役割を果たして
いるかどうかという点も考慮すべき。

ITPGRの下での利益配分については、非金銭的な国際支援はなされているが、利
用者による直接的な金銭的配分はあまり行われていないのが現状である。名古
屋議定書4条1の「ABSに関する専門的な国際文書」には、実質的な金銭的配分が
機能しているものが予定されており、その側面からも途上国からはITPGRは当該
文書に該当しないという意見も出されている。
報告書内では、ITPGRが「ABSに関する専門的な国際文書」に該当するという前
提で議論が進められていたが、ITPGRが真に該当するものであるかを再考する必
要がある。また、もし仮にITPGRを当該文書に含めるのであれば、ITPGRの下で
実質的な金銭的利益配分がなされるよう働きかける必要性もあると考える。

議定書の前文の記載等から、ITPGRは議定
書第4条4の「ABSに関する専門的な国際文
書」に該当すると理解しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

本文

255

ITPGRは議定書第4条4の国際文書と考えられる。また、議定書と他の国際文書
の間に優先順位は存在しないとの原則を踏まえるべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

本文 ２段落
目

256

当事者間の契約が優先されるということであればそれを記載すべき。 議定書第4条１の規定は、当事者間の契約
に関する内容ではないと理解しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （３）適用の範囲 ⑪既存の国際的制
度枠組（ITPGR
等）との関係

検討すべき事項

257

食糧農業植物遺伝資源のABSについては、全てのITPGRの附属書I掲載作物は
ITPGRに従うとして、附属書I掲載以外の作物についても名古屋議定書に基づく
ABSおよびその遵守の対象から除外する事を支持する。

食糧農業植物遺伝資源の重要性、作物の品種開発に関する特別な国際的相互依
存性、食料としての万人が利益にあずかっている現状から、食糧農業植物遺伝
資源を名古屋議定書に基づくバイラテラルな取引と利益配分の対象としない方
針は極めて合理的。また、この考え方はABS名古屋議定書第4条1、第4条4だけで
なく、議定書前文、第8条(c)にも示されており、ABS名古屋議定書の基本的な考
え方と一致している。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

258

企業による研究活動に係る情報は、権利化又は製品化するまでは基本的にその企
業内に留められるものであり、他の利用者と共有することは望ましいことではない。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)①エの（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

259

検討内容・結果が明確ではなく、立法措置、政策的措置、行政的措置のいずれを選
択するのか分からない。また、個々の論点に関する議論が不十分。

本報告書では国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しています。
遵守に関する国内措置の態様（立法上、行
政上、政策上の措置のいずれとするか等）
については、今後行われる国内措置の具体
的な検討の過程において扱われるものと思
います。なお、国内措置の検討の今後の進
め方に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

260

「遺伝資源」「遺伝資源の利用」「伝統的知識」が明確にされていないため、定義を明
確にし、その上で議論を行い、定義がイメージできるようにしたうえでパブコメを再度
行ってほしい。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ1(3)②及びⅢ5に含まれ
ていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

261

申請時には遵守宣言、届出は申請時でなく商品化の時、認証などの時で十分で
ある。

義務的とすると膨大になり、チェックポイントの運営は困難。また、各大学の
研究者に過大な労力が費やされ、研究が大きく阻害される。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

262

行政による遺伝資源の監視はほぼ不可能。学術研究に使用された遺伝資源につ
いては研究者の意識を高める方向づけをすることがよい。

国内に持ち込まれているすべての遺伝資源を行政側が把握し，監視し続けるこ
とはほぼ不可能

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

263

学術研究分野におけるABSについて非営利行為であり金銭的利益のない学術研
究では、非金銭的利益とされている学術研究論文の公表によって提供国の科学
潜在力の向上に尽力するのが学術研究利用における利益配分であると明記すべ
き。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

264

当該記載を支持。 利益配分の観点から監視を行うとの目的に照らせば、その途中の監視を行う必
然性があるとは言えない。遺伝資源の取得時点と成果の公開や製品化や特許化
の時点の監視を措置すべきである。これの方法でも提供国の利益は減 じない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

265

NBRP事業ではリソースの商業的利用や第三者への無断譲渡の禁止、研究発表時
でのリソースの出所等の情報の報告義務についてはMTAによって規制している
が、研究者に渡ったリソースの使用に関する監視はほぼ不可能であり、各研究
者の遵守事項に関する法的拘束力もないため責任の所在は不明確となる。

本事業を介してリソースを入手した研究者側が遵守事項を遵守しなかった場
合、誰がその責任を取るのかを明確にしてほしい。このようなケースが多発す
る可能性が想定されるが、監視についてはあくまでもガイドラインを遵守する
意識を高めるという対応で十分かどうか疑問。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

21



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

266

ITPGRFAのsMTAを準用した場合は、これをもって、国際的に認知された遵守証
明書と見做すことができるべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑪に含まれていると
考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

267

チェックポイントへの届出は販売の直前に名古屋議定書の第17条第4項に規定
される国際的に認知された遵守証明書の情報などを必要最小限の情報として届
け出るものとすべき。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(4)②に含
まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

268

利用者によって育成経過についてチェックポイントへの届出を行ったとして
も、機密扱いとし、研究内容や研究情報などの秘密情報は非公開とすべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)②に含まれていると
考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

269

チェックポイントは国内の「先住民族とローカル・コミュニティ」に対する
PIC原則の適用についても監視機能を果たす必要がある。

日本はノルウェーの例に遅れをとらないよう、提供国的な側面でのモニタリン
グを徹底させる必要があります。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものですが、名古屋議定書には、ご
意見のような規定はありません。
なお、Ⅲ1(4)①アへのご意見でしたが、ご意
見の趣旨はⅢ2に関わるものと考えられま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文

270

法規で縛るのではなく、ガイドラインとすべき。特に学術研究（非商業的利
用）の場合、確認の対象外にするかまたは緩やかなガイドラインとすべき。

これまでも提供国の研究機関・研究者と共同研究のための書類を取り交わし、
成果が得られた場合は共著論文とする等を行っており、また、研究を発表する
際には、必ず遺伝資源の出所を明示してきたため。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。その他のご意見の趣旨は、Ⅲ1(3)⑦に
含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

271

監視の方法について、「直接」であるのか「間接」であるのか言及されていな
いことから「直接」を削除すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

272

学術研究については確認の対象から除外し、論文発表に於ける遺伝資源の出所
等の情報の重要性に対する意識の向上を図るべきと考える。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑦に含
まれていると考えます。

14

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

273

学術研究においては、遺伝資源の出所等、その材料の性質の論文等における記
載は当然・必然であるので、新たに「遺伝資源の利用の監視（monitoring）」
措置を行う事は不必要。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

37

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

274

モニタリングや第3者への提供時の報告などの煩雑な措置をなくすこと。これまで取
得され国内で保存されている学術研究のための遺伝資源に対して、当該措置が及
ばないことは必須の条件と考える。こうした負担軽減措置は、我が国のナショナルバ
イオリソース事業に対する国際的価値を保つためにも極めて重要。

ご意見の趣旨は当該箇所、Ⅲ1(4)エ及びⅢ
1(3)②に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

275

組織内におけるモニタリングは可能であり必要。 個人レベルでの対応は大変な負担だが、例えば遺伝資源を扱う者が学術研究機
関や試験場等に所属する場合は、所属機関が組織としてPICとMATに対応できる
体制を整えることが肝要であり、所属機関が保有する生物資源を把握できれ
ば、組織内でのモニタリングが可能であるといえる。また、仮に名古屋議定書
の締結後に国内措置として法制化がなされれば、個人レベルでの対応では法律
違反が続出する可能性が考えられる。

当該記載は、ご意見の所属機関自身による
監視が困難であることを意図するものでは
なく、チェックポイントによる他の組織（事業
所や研究室）内の遺伝資源の利用の直接
的監視が実際的でないことを意図するもの
です。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

276

学術研究は、すべて論文発表に結びつくものでないのであれば、論文発表に特
化することなく効果的な方法を検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 論文発表に結び付かない学術研究の事例
に関しては、今後行われる国内措置の具体
的な検討の過程において扱われるものと思
います。なお、国内措置の検討の今後の進
め方に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １段
落目

277

モニタリングの方法は、対象者と対象物を特定した上で、実態に即した簡素な
措置をとるべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 １～
２段
落目 278

未加工の遺伝資源そのものの売買、標本の売買の視点が抜けており、それらは
即研究に利用可能であるため対応策を検討する必要がある。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑥に含まれていると
考えます。

1

22
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 ２段
落目

279

「柔軟性」とは、利用者が複数の選択肢の中から、方法を選択できるというよ
うに解釈できることから、適当な表現にした方がよいのではないか。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該記載は、その後の「製品の販売承認を
求める際又は商業化時等に相当な注意義
務の履行について申告を求めることとして
いるEUの当初の規則案の考え方を取り入
れたものとするべき」との内容につながるも
のであり、ご意見のような解釈に結び付くこ
とはないと考えられるため、原文の通りとし
ます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 ２段
落目

280

EUの当初の規則案も参考にしつつ、我が国の実態に即したものにすべきであ
る。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

本文 ３段
落目

281

遵守措置における遺伝資源等の利用の監視については、議定書第17条1の規定
において使用される助動詞の意味の違いに応じたものとすべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

4

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項 282

効果的な監視を検討するに際しては、PICがある場合とPICがない場合を分けて
検討し、更にPICがない場合は、PICがなくて良いもの及びPICが本来必要なも
のに分けて、効果的な方法を検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項 283

コモディティ（種苗、薬用植物を含む）については、書面がないことから証明
できないため、これらについても効果的な監視を検討すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑥の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

284

申請時には遵守宣言、届出は申請時でなく商品化の時、認証などの時で十分で
ある。

義務的とすると膨大になり、チェックポイントの運営は困難。また、各大学の
研究者に過大な労力が費やされ、研究が大きく阻害される。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文に含まれ
ていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

285

学術研究については確認の対象から除外し、論文発表に於ける遺伝資源の出所
等の情報の重要性に対する意識の向上を図るべき。

学術研究における利益配分は、研究成果を資源提供国の研究者と共同で発表す
る等科学技術上の貢献が基本であり、論文等による研究発表に際して遺伝資源
の出所を明らかにすることによって監視を可能にすることが、利用国・提供国
双方の研究者の利益に繋がり、研究者に余計な負担をかけることも避けられ
る。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文及び検討
すべき事項に含まれていると考えます。

14

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

286

利用者による自発的な連絡をしないかわりに、公的研究資金の申請時等に議定書
を遵守する旨の記載を取り入れることは妥当。現在でも実験規則や倫理規則等の取
扱に関する記載を求められている。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

25

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

287

遵守の確認の方法として、利用者による自発的な連絡や、チェックポイントに
よるクリアリングハウス上の国際的に認められた遵守の証明書の情報の確認だ
けでは、議定書（第15条1、2第、及び第17条１(a)(ⅱ)等）に定められた遵守
措置としては不十分であると考えられる。

遺伝資源の利用の監視について、遺伝資源の利用者等からの自発的な連絡や、
チェックポイントによるクリアリングハウス上の国際的に認められた遵守の証
明書の情報の確認だけにした場合には、ＰＩＣ及びＭＡＴなしで遺伝資源を採
取した悪意又は過失のある利用者を把握できないため（抜け落ちがある制度と
言われる懸念がある）。
また、利用者からの自発的な連絡で済む仕組みにした場合には、上記のような
悪意ある利用者は恣意的に情報提供を行わないと考えられ、この場合、正直に
対応する利用者に情報提供の負担が比較的多くかかる制度となるため（利用者
にとって不公平な制度と言われる懸念がある）。
さらに、本報告書案（４頁３５行目以降）に記載があるとおり、マレーシアで
は、「提供国としての措置を主とする法律案において、当該法律の不遵守の状
況に対処する適切かつ効果的な措置を講じていない国からの申請者に対して
は、マレーシアの生物資源及び生物資源に関連する伝統的知識にアクセスする
許可を出さない。また、他の条約締約国の管轄区域から入手した生物資源等に
ついて当該締約国の許可証等を添付することを義務付けており、許可書等の添
付のない生物資源等の利用を防止する。」旨の規定を用意しているところ。こ
のため、我が国における遵守措置及びチェックポイントの設定については、議
定書を締結する必要性からだけでなく、我が国利用者がマレーシアのような国
から遺伝資源を持続的に取得するためにも必要であると考えられる。ＥＵ、ス
イス及びノルウェーなどが義務的な情報提供（及び、それに反する場合は罰
則）を求めているのに対し、自発的な遵守制度自体が、マレーシアのような途
上国から効果的な措置として理解が得られない懸念がある。
なお、本報告書案ではＥＵの遵守措置との共通性の検討について提案されてい
るが、ＥＵ規則案（第７条）では、遺伝資源の利用者に対し、「①公的研究資
金の全ての受給時、また、②遺伝資源等をもとに開発された製品の販売承認の
申請時又は販売承認が必要ない場合には商業化の時点で、利益配分がＭＡＴに
基づいて配分されていることを確実にするため相当な注意を国（権限ある当
局）に申告する。」ことが義務となっていることに留意が必要である。

当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。

1

23



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

288

（利用者は、生物多様性条約第１５条に基づいて、遵守措置の実施の如何にか
かわらず、現在においても提供国のＡＢＳ国内法令等に従い、ＰＩＣを取得し
ＭＡＴを締結する必要がある状況にもかかわらず、）遺伝資源の利用の監視や
遵守のため、遺伝資源の利用者がチェックポイント等に情報（秘密事項を含ま
ない必要最低限のもの）を提供することについては、なぜ義務化ではダメなの
か、自発的な連絡と義務的な連絡とで具体的に何が違うのか、その理由を明確
かつ具体的に示すべき。

課題を明確及び具体的に示された方が、今後の国内措置の検討に資するため。 当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

289

チェックポイントあるいは関連の行政部署がABSクリアリングハウスと連携
し、遺伝資源利用者に便宜を図ることができることが望ましい。

チェックポイントが利用者とABSクリアリングハウスとの間を取り持つサービス
機関として機能すれば、自発的にチェックポイントに情報提供することも多く
なり、結果として監視もしやすくなるのではないか。

ご意見は、チェックポイント等が利用者にど
のような便宜を図ることを意図されているの
かが明らかではありませんが、チェックポイ
ントとABSクリアリングハウスとの連携に関
しては、当該箇所やⅢ1(4)②本文に記載が
あります。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

290

遺伝資源等の学術研究利用を、遵守措置の対象から除外することは、困難であ
ると考えられる。

議定書上に非商業目的の研究利用を対象から除外する根拠規定がないこと、ま
た、非商業目的の研究の成果についても、最終的に利益が生じる場合があるこ
とも想定されることのため。なお、本報告書案ではＥＵの遵守措置との共通性
の検討について提案されているが、ＥＵ規則案でも非商業目的の学術研究利用
は遵守措置の対象から除外されていないと考えられる.

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。Ⅲ
1(3)⑦本文もご参照下さい。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

291

遵守措置として、利用者に対し、公的研究資金の申請時等に対応を求めること
は、ＥＵ規則案にも同様の措置が設けられており、一定の効果があると考えら
れるが、それを利用者の宣言（利用者の自発的な対応）で行うことは、遵守措
置としては不十分であると考えられる。

当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

292

公的研究資金以外の資金による学術研究もあることから、これについても検討
すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。その検討の過
程において、公的研究資金以外の資金によ
る学術研究の事例についても扱われるもの
と思います。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

293

申請時の宣言については有効性が乏しいと思われる。報告書に記載欄を設けて
はどうか。

申請書式の修正努力により改善されてはきたが、現在の科研費申請書に設けら
れている「人権の保護及び法令等の遵守への対応」欄には誤認識に基づく記載
が非常に多く見られたため。

当該記載は、今後遵守措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。その検討の過
程において、ご意見の「報告書に記載欄を
設ける」可能性についても扱われるものと思
います。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

２ポ
ツ

294

当該記載を支持。 名古屋議定書の下で国内遵守措置が機能する仕組みとしては、第15条及び第16
条に基づいて具体的に取る措置が第17条に相当すると考えるのが実際的。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

遺伝資源の利用の監視について、遺伝資源の利用者等からの自発的な連絡（及
び、チェックポイントによるクリアリングハウス上の国際的に認められた遵守
の証明書の情報の確認）だけにした場合には、ＰＩＣ及びＭＡＴなしで遺伝資
源を採取した悪意又は過失のある利用者を把握できないため（抜け落ちがある
制度と言われる懸念がある）。
また、利用者からの自発的な連絡で済む仕組みにした場合には、上記のような
悪意ある利用者は恣意的に情報提供を行わないと考えられ、この場合、正直に
対応する利用者に情報提供の負担が比較的多くかかる制度となるため（利用者
にとって不公平な制度と言われる懸念）がある。
さらに、本報告書案（４頁３５行目以降）に記載があるとおり、マレーシアで
は、「提供国としての措置を主とする法律案において、当該法律の不遵守の状
況に対処する適切かつ効果的な措置を講じていない国からの申請者に対して
は、マレーシアの生物資源及び生物資源に関連する伝統的知識にアクセスする
許可を出さない。また、他の条約締約国の管轄区域から入手した生物資源等に
ついて当該締約国の許可証等を添付することを義務付けており、許可書等の添
付のない生物資源等の利用を防止する。」旨の規定を用意しているところ。こ
のため、我が国における遵守措置及びチェックポイントの設定については、議
定書を締結する必要性からだけでなく、我が国利用者がマレーシアのような国
から遺伝資源を持続的に取得するためにも必要であると考えられる。ＥＵ、ス
イス及びノルウェーなどが義務的な情報提供（及び、それに反する場合は罰
則）を求めているのに対し、自発的な遵守制度自体が、マレーシアのような途
上国から効果的な措置として理解が得られない懸念がある。
なお、本報告書案ではＥＵの遵守措置との共通性の検討について提案されてい
るが、ＥＵ規則案（第７条）では、遺伝資源の利用者に対し、「①公的研究資
金の全ての受給時、また、②遺伝資源等をもとに開発された製品の販売承認の
申請時又は販売承認が必要ない場合には商業化の時点で、利益配分がＭＡＴに
基づいて配分されていることを確実にするため相当な注意を国（権限ある当
局）に申告する。」ことが義務となっていることに留意が必要であると考えら
れる。
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

３ポ
ツ

295

当該記載を支持。 チェックポイントの目的は、遺伝資源利用のモニタリングと利用に関する透明
性の向上を通じて遵守を支援することであり（第17条1）、遺伝資源の利用を取
り締まることではない。仮に、極めて少数の悪意ある利用者に対処することに
重点を置けば、大多数の適正な利用者に過重な負担を課すことになる。もし、
そのようなことがあれば、遺伝資源の適正な利用にも著しく支障をきたすこと
になり、CBDと名古屋議定書の目的に反することになる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

検討す
べき事
項

３ポ
ツ

296

通関及び輸入検疫に関係する行政局に輸入時にその担当部局から環境省に情報
提供するシステムを構築してほしい。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものですが、名古屋議定書にはご
意見の「通関及び輸入検疫に関係する行政
局」に関する規定はありません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 297

報告書案と同様に学術研究目的については直接監視の対象から除外すべき。論
文発表において、遺伝資源の情報を掲載する意識の向上を図るべき。

学術研究や論文発表において、遺伝資源の提供者と共同研究で進めていくこと
が基本である。論文発表時に遺伝資源の情報を明記することでチェック効果も
あり、さらには両者の科学技術の利益ともなり、両国の研究者の多大な負担も
避けられる。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文及び検討
すべき事項に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 298

チェックポイントに、PICの取得、MATの設定の確認だけではなく、ABSに関す
る全体的な動向を把握する機能をもたせるべきという意見を支持する。

一定期間経過後に国内措置の運用状況をふまえて、遵守措置のあり方を再検討
する必要があるから。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 299

チェックポイントに、国内におけるABS に関する全体的な動向を把握する機能
をもたせる必要はない。

チェックポイントは、他の締約国のPIC 取得及びMAT 設定がなされていること
を確認するものであり、名古屋議定書の規定以上の内容を含むべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

6

提供国側からある遺伝資源についてPIC/MATに基づかない利用がなされているの
ではないかという問い合わせがあったとき、その事実について厳正に調査すれ
ばよいと考えられる。提供国側の了承が得られる限り利用者側の負担をできる
だけ軽減し遺伝資源の利用を困難にしてはならない。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 300

遵守措置の変更が必要な場合、利用者からの自発的な情報を利用すべきでな
い。

自発的な利用提供はほとんどない可能性や、あったとしても全体を反映しない
情報の可能性がある。また、調査の名目で情報の提出が求められる可能性があ
る。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 301

MATのチェックポイントにおいて、各社の契約内容に守秘義務が発生している
ものもあるので、企業活動に不利益が生じないよう配慮をお願いしたい。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑩及びⅢ1(4)①イに
含まれていると考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項

302

クリアリングハウスで一元的に担う方が透明性が高く好ましいが、PIC取得が
できた事例だけでなく、できなかった事例を収集・公開する意義が大きい。

ご意見の「PIC取得ができなかった事例」
が、提供国のPICが取得できなかったためそ
の国の遺伝資源を入手できなかった事例
か、或いは提供国のPICが取得できなかっ
たにもかかわらずその国の遺伝資源が日本
国内で利用されている事例のどちらを意図
されているのかが明らかではありませんが、
前者を意図されている場合はⅢ3に、後者を
意図されている場合はⅢ1(5)に関連する記
載があります。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 303

ABSにかかわる全体的な動向を把握するのはどこか、組織図あるいは構成図的
なものを掲載してほしい。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。国内措置の
具体的な内容や実施体制については今後
検討されることとなっています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ア 効果的な監
視
（monitoring)
の方法

意見が
分かれ
た事項 304

「論文を受理、管理する部署」は商用学術雑誌に相当するが、公的な機関とし
ては存在しないので、この方法は無効であるといえる。

当該箇所には、ご意見の「論文を受理、管
理する部署」に関する記載はありません。

1
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

305

遵守のためにトレーサビリティを義務づけ、その不正監視の対象に知的所有権を含
めるべき。MATの内容や履行に関しては、不正がないよう公開を原則とすべき。学術
研究に関しても、商業化を目指したり特許化を目指すものに関しては、同様の措置を
取るべき。

監視の具体的方法については、今後行われ
る国内措置の具体的な検討の過程におい
て扱われるものと思います。なお、国内措置
の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に
記載しています。
また、MATは提供者と利用者との交渉によ
り定められるものであり、その内容や履行に
関する情報には秘密が含まれると考えられ
ることや、議定書第17条1(a)(iii）等の規定に
おいて「秘密の情報の保護を妨げられること
なく」と定められていることから、「MATの内
容や履行に関して･･･公開を原則とすべき」
とのご意見の趣旨は適切ではないように思
います。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

本文

306

議定書第15条１を踏まえて、遵守措置におけるMATに関する対応としてはその
設定の有無の確認を基本とし、利用者によるMATの内容の履行に関しては議定
書第18条に基づいて対応するべき。

議定書第15条1に従えばよい。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

意見が
分かれ
た事項 307

チェックポイントに、PICの取得、MATの設定の確認だけではなく、MATの内容
や利益配分の実施に関する情報を収集する機能を持たせるべきという意見を支
持する。

一定期間経過後に国内措置の運用状況をふまえて、遵守措置のあり方を再検討
する必要がある。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

意見が
分かれ
た事項 308

MATのチェックポイントにおいて、各社の契約内容に守秘義務が発生している
ものもあるので、企業活動に不利益が生じないよう配慮をお願いしたい。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文や（意見が
分かれた事項）、Ⅲ1(3)⑩に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

意見が
分かれ
た事項 309

非公開に関わらず、そもそもチェックポイントがMAT の内容や利益配分の実施
に関する情報に関与するべきではない。

チェックポイントは、他の締約国のPIC 取得及びMAT 設定がなされていること
を確認するものである。企業にとって、MAT の内容や利益配分の実施に関する
情報は機密情報であり、チェックポイントが関与すべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

7

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

意見が
分かれ
た事項 310

遵守措置の変更が必要な場合、利用者からの自発的な情報を利用すべきでな
い。

自発的な利用提供はほとんどない可能性や、あったとしても全体を反映しない
情報の可能性がある。また、調査の名目で情報の提出が求められる可能性があ
る。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

イ　MATについ
ての確認

意見が
分かれ
た事項 311

一定期間経過後ではなく、必要に応じ随時改正できるようにしてはどうか。 検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ1(1)③の箇所に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

312

法的に正当に取得したPIC/MATに対してのみの国内措置としての監視と理解す
るが、以下の点を考慮すべき。
①遺伝資源利用学術研究の届け出は自主的にすべきである、②遺伝資源提供国
から正当に取得したPICやMATの国内チェックポイントへの届け出は自主的なも
のとする（ただし、正当に入手したことに対する自己保証責任（due
diligence)は必要）、③公的研究資金の申請・報告時などにおいて、名古屋議
定書の遵守宣言あるいは遵守報告を行うことで、チェックポイントによる監視
の代替とする、④非商用研究であることを遵守宣言し、遺伝資源を商業利用す
る際には、PICとMATを提供国から取得し直し、届け出を行うことを遵守宣言で
約束するシステムとする

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

313

当該記載を支持。 非商用目的の学術研究利用を、商用利用と明確に区別されることにより、非商
用目的の学術研究の研究内容への制限が減じることとなるため、結果として研
究の推進に資すると考える。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

314

申請時には遵守宣言、届出は申請時でなく商品化の時、認証などの時で十分。 義務的とすると膨大になり、チェックポイントの運営は困難。また、各大学の
研究者に過大な労力が費やされ、研究が大きく阻害される。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

315

学術研究において、遺伝資源の出所等、その材料の性質の記載は当然である。
このため、特段の「遺伝資源の利用の監視（monitoring）」措置は不要であ
る。

学術研究においては、ピア・レビューによって、実験の再現性を担保する意味
からも研究材料の詳細な説明が求められている。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring） 316

学術研究では当然のことであるため、宣言をさせても実効性が不透明 当該記載は、今後国内措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。その検討の過
程において、実効性についても考慮されるも
のと思います。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

317

遵守のためにトレーサビリティを義務づけ、その不正監視の対象に知的所有権を含
めるべき。MATの内容や履行に関しては、不正がないよう公開を原則とすべき。学術
研究に関しても、商業化を目指したり特許化を目指すものに関しては、同様の措置を
取るべき。

監視の具体的方法については、今後行われ
る国内措置の具体的な検討の過程におい
て扱われるものと思います。なお、国内措置
の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に
記載しています。
また、MATは提供者と利用者との交渉によ
り定められるものであり、その内容や履行に
関する情報には秘密が含まれると考えられ
ることや、議定書第17条1(a)(iii）等の規定に
おいて「秘密の情報の保護を妨げられること
なく」と定められていることから、「MATの内
容や履行に関して･･･公開を原則とすべき」
とのご意見の趣旨は適切ではないように思
います。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

318

遵守措置の対象から除外する、との意見もあるが、遵守措置における手続きが
緩やかなものとすると一本化して主張すべき。具体的には、自国の監視機関に
報告する際は非商業的利用者専用の証明書に記載し提出する。この証明書に記
入事項はPIC、MATの最低限の情報とし、商業的利用者向けの証明書よりは簡易
なものとする。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

本文

319

非商業的利用については 監視の対象から除外するべき。 議定書は、商業的利益に適正配分を目的とするものであるにも関わらず、非商
業的利用にまで監視範囲を広げる合理性がない。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑦に含
まれていると考えます。なお、議定書では、
商業的利益に限定せず、遺伝資源の利用
から生ずる利益の全てを対象としていると
考えられます。

3

在野研究者が、科研費の申請や、チェックポイントへの情報提供に係る書類を
準備することはほぼ不可能。研究分野の衰退につながる恐れがある。

遵守措置は、非商業利用を目的とする学術界を含む全ての利用者が過大な負担
をすることなく対応できるよう、簡素で、かつ有効に機能する現実的な仕組み
でなければない。非商業利用を目的とする学術界の実態を踏まえた措置とすべ
き。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

本文

320

商業的利用と非商業的利用とでは区別した手続き等にするべき。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

本文

321

非商業的利用、特に基礎的学術研究については、研究推進の障害とならぬよ
う、手続きはできるだけ簡素になるよう配慮して欲しい。特に、PIC, MATの取
得にあたって、地方博物館や小規模な大学、個人研究者の取得が困難にならな
いよう、手続きの簡素化を強く求めるともに、取得に関する支援体制の整備を
求める。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3①、②の
箇所に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

検討す
べき事
項

322

プラントハンターなどが、依頼者の意向に基づき海外から植物等を取得して国
内に持ち込む際には採取する国の規制に従っているとおもわれるが、国内にお
いて引き渡し後、どのように使われているのかは通常把握していない。国内措
置の対象として監視等の対象に、こう言った遺伝資源の利用を行わない者、い
わゆる代理業者も入るのかについても検討して欲しい。

検討を促進するため 本報告書は、名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものです。ご意見の「国内措置の対
象として…遺伝資源の利用を行わない者も
…入るのか」という点に関しては、今後行わ
れる国内措置の具体的な検討の過程にお
いて扱われるものと思います。なお、国内措
置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5
に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

検討す
べき事
項

323

アマチュアによる、非商業的な利用(例として現地での昆虫採集や、その採集
した資源)または学術的な利用は、「遺伝資源の利用」の範囲にはあたらない
と定義してほしい。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものですが、名古屋議定書におけ
る「遺伝資源の利用」の定義には、ご意見の
『アマチュアによる…学術的な利用は「遺伝
資源の利用」の範囲にはあたらない』旨は
定められていません。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

検討す
べき事
項 324

MATの提出におけるハードルは公的研究機関等に属さない一般人にも可能な程
度に下げてほしい。その代わりとして、MAT提出者の監視や学術的な利用の結
果の論文などの定期的なチェックを以て、アマチュアの持ち込んだ非商業的ま
たは学術的利用の為の遺伝資源が商業的な利用に転用される事を防ぐ体制を用
意してほしい。

当該箇所では、MATそのものの提出につい
ては言及していません。

1
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

325

公的研究資金の申請時等に議定書を遵守する旨の記載を取り入れることは妥
当。現在でも実験規則や倫理規則等の取扱に関する記載を求められている。

公的研究資金の申請時等に議定書を遵守する旨の記載の義務づけは過剰な負担
ではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

326

遵守措置として、利用者に対し、公的研究資金の申請時等に対応を求めること
は、ＥＵ規則案にも同様の措置が設けられており、一定の効果があると考えら
れるが、それを利用者の宣言（利用者の自発的な対応）で行うことは、遵守措
置としては不十分であると考えられる。

当該記載は、今後国内措置の具体的な検
討が行われる際に、検討されるべき事項と
して記載しているものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

ウ　非商業的利
用についての監
視
（monitoring）

検討す
べき事
項

２ポ
ツ

327

ABSを正しく理解し、正当な取り引きが学術研究分野において実施されている
のであれば、出所がわからない遺伝資源は無いと思われることから、「わかる
範囲内で」を削除すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

328

第三者へ遺伝資源を提供する際、利用目的を非営利学術研究に限定した契約を
機関間で締結することを徹底し別途PIC/MATの取得を簡略化するべき。また、
商業利用をする場合は、別途契約を行うことを条件に付し、商業的利益が生じ
た場合の利益配分を契約で取り決めることで、別途PIC/MATの取得を簡略化す
るべき。

PIC/MATにより必要以上の手続きが行われると遺伝資源の取得に大きなブレーキ
がかかり、学術研究に大きな停滞が引き起こり、著しく国益を損ねる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

329

学術研究おける遺伝資源を第三者に提供した場合、第三者の利用状況をチェッ
クポイントに報告する義務は不要。研究材料の第三者への提供を行う場合、ス
トックセンターややりとりの電子メール等、利用目的等の明示された証拠情報
がある。必要に応じてこれを辿ることは可能であり、全ての場合にチェックポ
イントへの報告義務を課すことがあってはならない。

監視やチェックポイントへの報告が必要になれば、業務過多となり提供業務を
維持できなくなくなることが懸念

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

40

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

330

チェックポイントが遺伝資源のアクセスから商業化までの情報をモニタリング
することは不要。

提供者／組織と交わすMATにおいて、情報開示の範囲を規定することが可能。利
用者／組織はそれらの遵守義務を負うことで十分。一方で、悪意を持った利用
者／組織に対する対抗措置として、提供国の通報によりMATに定めた情報開示義
務の不履行が疑われる場合、提供国に代わって、チェックポイントが情報の開
示を求めることができるようにすれば良い。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文

331

微生物や植物の維持系統株，生物標本についてはPICやMATの取得証明の添付を
国内規定として義務付けるようにすれば，100年後の試料の取り扱いについて
も混乱が起きないと考える。

学名を担保する完模式標本はその条件の明示が標本に添付されているため、ほ
とんどの場合論文公表以降も標本の出自が明らか。

本報告書は、名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものです。ご意見の「100年後の試
料の取り扱い」に関しては、今後行われる国
内措置の具体的な検討の過程において考
慮されるものと思います。なお、国内措置の
検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に記
載しています。

1

遺伝資源の利用者等からの自発的な連絡（及び、チェックポイントによるクリ
アリングハウス上の国際的に認められた遵守の証明書の情報の確認）だけにし
た場合には、ＰＩＣ及びＭＡＴなしで遺伝資源を採取した悪意又は過失のある
利用者を把握できないため（抜け落ちがある制度と言われる懸念がある）。
また、利用者からの自発的な連絡で済む仕組みにした場合には、上記のような
悪意ある利用者は恣意的に情報提供を行わないと考えられ、この場合、正直に
対応する利用者に情報提供の負担が比較的多くかかる制度となるため（利用者
にとって不公平な制度と言われる懸念）がある。
さらに、本報告書案（４頁３５行目以降）に記載があるとおり、マレーシアで
は、「提供国としての措置を主とする法律案において、当該法律の不遵守の状
況に対処する適切かつ効果的な措置を講じていない国からの申請者に対して
は、マレーシアの生物資源及び生物資源に関連する伝統的知識にアクセスする
許可を出さない。また、他の条約締約国の管轄区域から入手した生物資源等に
ついて当該締約国の許可証等を添付することを義務付けており、許可書等の添
付のない生物資源等の利用を防止する。」旨の規定を用意しているところ。こ
のため、我が国における遵守措置及びチェックポイントの設定については、議
定書を締結する必要性からだけでなく、我が国利用者がマレーシアのような国
から遺伝資源を持続的に取得するためにも必要であると考えられる。ＥＵ、ス
イス及びノルウェーなどが義務的な情報提供（及び、それに反する場合は罰
則）を求めているのに対し、自発的な遵守制度自体が、マレーシアのような途
上国から効果的な措置として理解が得られない懸念がある。
なお、本報告書案ではＥＵの遵守措置との共通性の検討について提案されてい
るが、ＥＵ規則案（第７条）では、遺伝資源の利用者に対し、「①公的研究資
金の全ての受給時、また、②遺伝資源等をもとに開発された製品の販売承認の
申請時又は販売承認が必要ない場合には商業化の時点で、利益配分がＭＡＴに
基づいて配分されていることを確実にするため相当な注意を国（権限ある当
局）に申告する。」ことが義務となっていることに留意が必要であると考えら
れる。

28



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文 ２段
落目

332

加工用原料等として輸入される生物素材については、それがコモディティで
あっても、提供国からの輸入に際し一律な内容のPIC/MATへの同意を求められ
るようになることがあり得るが、「遺伝資源のアクセスから商業化までの情報
を把握しようとする」と事業者にとっては、既存のノウハウ等営業秘密の流出
をまねく結果となるので行うべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文 ２段
落目

333

国内措置の検討にあたっては、非締約国との輸出入、譲受譲渡、利用も含め
て、対象となる「遺伝資源」と対象とならないものとの識別、区分に係わる内
容が、各機関の負担とならないよう十分に配慮してほしい。

「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法
律」の基本条項の一つに提供者からの情報提供に関する措置がある。我が国の
主要な「遺伝子組換え生物等」の提供国は、非締約国の米国であるが、非締約
国の米国機関・企業からは、必要十分な情報表示・提供がなされないので、各
機関は米国からの全生物由来試料について、その該当・非該当の確認を行い、
該当の場合にはさらにカルタヘナ法国内措置対応に必要な情報を取得するなど
多くの労力を払い続けている。
本国内措置においては非締約国（米国）との輸出輸入、譲渡譲受に影響がない
よう万全を期してほしい。また、非締約国を経由して締約国である提供国の
「遺伝資源」を入手することも考えられるので、その場合の対応と対象範囲の
明確化を検討してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)①及び②に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文 ２段
落目

334

記述の順番を以下のとおり変更。「他方、商業的利用に関しては、遺伝資源の
出所から最終段階の利用までの情報管理については、最初のMAT において特段
の取り決めがない限り、最初の利用者に委ねるべきであり、チェックポイント
は必要な場合には最初の利用者からその後の利用に係る情報を辿るようにする
べきである。なぜなら、商業的利用においては、学術研究利用とは異なり、提
供国で遺伝資源を取得する際に結ぶ最初のMAT において、通常、第三者への遺
伝資源の提供の可否や提供国への利益配分の方法が規定される。最初のMAT に
おいて第三者への遺伝資源の提供が認められており、第三者に当該遺伝資源を
提供する場合には、当該MAT を設定した最初の利用者は、第三者との間で当該
MAT に即した内容の契約を結ぶことになる。更に、当該第三者から別の者へと
当該遺伝資源の移転が続いていく場合も、同様に、提供者と譲受け者との間
で、その前の段階の契約に即した内容の契約が結ばれることになると考えられ
る。また、提供者は譲受け者から契約に基づいて支払いを受けることになるた
め、提供者の方が契約等の情報管理を徹底するものと思われる。」

結論を先に述べることで、難解な文章を解りやすくすることができる ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文 ２段
落目

335

チェックポイントは、他の締約国のPIC 取得及びMAT 設定がなされていること
を確認するものである。議定書第17条1(ⅳ)は、”should”であり、その後の
利用に係る情報を把握する義務はない。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

4

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文 ２段
落
目、
３段
落目

336

NBRP事業では、名古屋議定書の対象となるリソースを企業側に提供した場合、
得られた研究成果が商業目的に利用される可能性が高い。この場合、該当する
国との間で正規の契約を結びリソースを導入したのはNBRP側であるにも関わら
ず、NBRPを介して提供を受けた企業側が独自に交渉を進めることになり、混乱
を招くことが予想される。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

本文 ３段
落目

337

提供国と締結した契約の内容によっては、契約当事者である利用者による毎年
の遺伝資源の利用状況についての報告が求められることがあるが、この提供国
への報告は当事者間の契約に基づくものであり、議定書第15条1の規定に照ら
しても、このような事例においてチェックポイントに対して同様の報告を行う
必要はない。

議定書第15条１を踏まえて、遵守措置におけるMATに関する対応はその設定の有
無を確認することである。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

検討す
べき事
項 338

遵守を確保するため、遵守を行わなかった者への対応についても検討する必要
があるのではないか。（罰則、没収、不当獲得利益の提供国への配分など）

検討を促進するため ご意見の趣旨はⅢ1(5)に含まれていると考
えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

339

当該記載を支持。 手続きやチェックポイントは簡素なものでなければ、学術研究の進行に大幅な
支障がでることが予想される。また、手続きが煩雑であれば、不正利用の温床
となるだけでなく、議定書の趣旨に沿った幅広い利用を浸透させる意味で逆効
果となると思われる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

遵守措置は、非商業利用を目的とする学術界を含む全ての利用者が過大な負担
をすることなく対応できるよう、簡素で、かつ有効に機能する現実的な仕組み
でなければない。そのためには、非商業利用を目的とする学術界の実態を踏ま
えた措置とすべきである。

29



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

検討す
べき事
項

２ポ
ツ

340

条約の方式に馴染まない種苗等の産業分野の課題については、より馴染む制度
の下での解決に努めるべき。

産業セクター毎に遺伝資源の利用状況が異なるため、条約の方式に馴染まない
種苗等の産業分野の課題については、より馴染む制度の下での解決に努めるべ
きである。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

検討す
べき事
項

３ポ
ツ

341

企業の研究活動等に関する情報は、その企業の死活問題に関わるものであり、
遵守措置において、これらのビジネス上の秘密情報の開示を強要してはならな
い。ABSクリアリングハウスに公開されている情報以上の情報開示を強要して
はならない。

ご意見の趣旨は当該箇所やⅢ1(4)②に含ま
れていると考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

エ　遺伝資源の
アクセスから商
業化までの情報
の把握について

検討す
べき事
項

４ポ
ツ

342

ＥＵの規則案の紹介があるが、文末が「可能性」で終わっていて何を意味する
ものかが不明。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該箇所で記載している事項の可能性につ
いて「検討すべき」ことを意図するものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

343

他のものと掛け合わせを行った遺伝資源の監視（monitoring）の範囲に関する
本案に賛成。

育種には試行錯誤が含まれるため、掛け合わせに利用された遺伝資源が結果的
には不要とわかったものが含まれる可能性がある。そうした子孫に対して、不
要とわかった遺伝資源の提供国に対して利益配分を行うことは、必要な本来利
益配分を受けるべき提供国の利益をも侵害する可能性がある。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、利益の配分については、議
定書第5条において、提供者と利用者とで設
定した相互の同意に基づく条件（MAT）で行
われることが規定されています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

344

商業化（新品種として種苗販売をする際）にいたる過程の情報開示について、MATで
定める範囲内とすべきで、途中経過の監視は必要はない。

チェックポイントの役割は利用者が提供者に対して、正当な利益の還元を行っ
ているかを監視することであり、その過程の監視は最小限にすべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

345

利用者が提供遺伝資源を他の遺伝資源と交配（掛合わせ）して得た子世代（雑種後
代）が新品種となった場合、新品種＝新規の遺伝資源と考え、この新品種の利用に
ついては監視の対象外とすべき。

改変された遺伝資源は利用者が交配等の創意工夫により改良されたもので、新
規の遺伝資源と見なすことができる。新品種の種苗等販売利益の還元でABSの責
務を果たすことができ、子世代を利用した孫世代以降の商業化は監視対象外と
すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

本文

346

植物等の交配については、提供された遺伝資源を親にして産み出されたF1の経済
的価値に対する利益配分までを契約の範囲として、F1の遺伝資源としての以後の利
用への権利は作成した国に属する、もしくはIPTGRで既に規定されている方法に準じ
るべき。

ご意見の趣旨は当該箇所の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

本文

347

他のものと掛け合わせを行った遺伝資源に関しては、引き継がれた形質の割合
よりも、引き継がれた形質の重要度を重視すべきだとしているが、重要度は変
化するため、絶え間なく見直す必要があることを明記すべき。

当該箇所では「引き継がれた重要な形質の
有無を重視するべき」と記載しており、形質
の重要度については言及していません。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

本文 ２段
落目

348

掛け合わせた場合には、たとえ重要な形質が備わっていなかったとしても監視の対
象にはなることから、当該記載を削除すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該記載は、監視について検討する際に重
視するべきこととして、引き継がれた重要な
形質の有無を挙げているものです。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

オ　他のものと
掛け合わせを
行った遺伝資源
の監視
（monitoring）
の範囲

検討す
べき事
項

１ポ
ツ

349

食料・農業のための植物遺伝資源については、ITPGRの附属書Ⅰに含まれるか
否かに関わらずトレースの対象から除外する。

植物新品種開発では、育種素材として複数の植物遺伝資源を複雑に組み合わせ
て交配を行っているため、それらを遡ることは事実上不可能。ITPGRでは多数国
間の制度に登録された植物遺伝資源のトレースは求めていない（遺伝資源の第
３者配布は自由）。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

カ　感染症の流
行時等の緊急時
の手続きの簡便
化

350

当該記載を支持。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

30



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

カ　感染症の流
行時等の緊急時
の手続きの簡便
化

351

感染症の流行時等の緊急時の手続きの簡素化、迅速化などが検討されているこ
とは理解できるが、当該箇所はインフルエンザのパンデミックと言った極く限
定された事例を想定したものに過ぎず、実態を反映していないことから、より
大きな枠組みで（適用事例の範囲を拡大して）捉える必要がある。

サーベイランス事業の様に平時にこの様な病原体の輸送を行うことも想定さ
れ、かつ国際協力や国際共同研究などを背景に提供国の要望により実施される
こと等を考慮すると、当該項目はより多くの事例に適用できる様な検討が必要
なため。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。ご意見の実
態を反映した適用事例の範囲の拡大に関し
ては、今後行われる国内措置の具体的な検
討の過程において扱われるものと考えま
す。なお、国内措置の検討の今後の進め方
に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

カ　感染症の流
行時等の緊急時
の手続きの簡便
化

352

利用後に情報提供が行われたのでは、不正な利用を防止できないのではない
か。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。ご意見の不
正な利用の防止の観点に関しては、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと考えます。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

①チェックポイン
トでの遺伝資源等
の利用の監視
（monitoring)に
ついて

カ　感染症の流
行時等の緊急時
の手続きの簡便
化 353

同時に不正な利用が行われた場合の対応について検討すべき。 検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は、不履行の状況への効果
的な対処一般について記載しているⅢ1(5)
に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

本文

354

クリアリングハウスで一元的に担う方が透明性が高く好ましいが、PIC取得が
できた事例だけでなく、できなかった事例を収集・公開する意義が大きい。

当該箇所では、チェックポイントによる情報
の収集及び提供について記載しています。
ご意見の「PIC取得ができなかった事例」
が、提供国のPICが取得できなかったためそ
の国の遺伝資源を入手できなかった事例
か、或いは提供国のPICが取得できなかっ
たにもかかわらずその国の遺伝資源が日本
国内で利用されている事例のどちらを意図
されているのかが明らかではありませんが、
前者を意図されている場合はⅢ3に、後者を
意図されている場合はⅢ1(5)に関連する記
載があります。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

355

利用国のチェックポイントがABS クリアリングハウスから得た証明書の情報
は、原則「公開」できない秘密として管理される必要のあるため、該当箇所に
含めるのは適切ではなく、独立した項目が必要。少なくともチェックの結果と
してチェックポイントが利用側の事業者から受領したPICやMATに関する情報
は、同規定を踏まえるなら、これらもチェックポイントにおいて「公開」でき
ない秘密として管理され、かつ秘密の指定をしたうえでABSクリアリングハウ
スへ提供される必要のあるものと結論すべきで、「秘密を含まない」とすべき
ではない。

事業者にとっては、PICやMATの内容のみならず、遺伝資源へのアクセスそのも
のも秘密として保護される必要があるため、当該箇所の「国際的に認められた
遵守の証明書の情報」が「ABS クリアリングハウスで公開される」について
は、利用国等のチェックポイントがABS クリアリングハウスから得た証明書の
情報は、原則「公開」できない秘密として管理される必要がある。なお、名古
屋議定書１４条第２項に基づく秘密管理要求のため、該当箇所に含めるのは適
切ではなく、独立した項目が必要。
　該当箇所において、「チェックポイントから ABS クリアリングハウスに提供
する等して公開される情報は、議定書第 17 条１(a)(ⅲ)において秘密の保護を
妨げられないと規定されていることも踏まえて（Ⅱの２③参照）、秘密を含ま
ない最低限のものとするべきである。」とあるが、少なくともチェックの結果
としてチェックポイントが事業者から受領したPIC/MATに関する情報は、同規定
を踏まえるなら、これらもチェックポイントにおいて「公開」できない秘密と
して管理され、かつ秘密の指定をしたうえでABSクリアリングハウスへ提供され
る必要のあるものと結論すべきで、「秘密を含まない」とすべきではない。

議定書第14条２において、締約国は、秘密
を含まない情報をABSクリアリングハウスに
提供する旨が規定されています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

本文

356

研究を開始しようとする事業者にとって、PIC/MATの内容は遺伝資源へのアクセス
そのものも秘密として保護される必要がある。一方で、コレクションや素材類のサプ
ライヤーから利用条件を明示して譲渡されるような場合には、譲渡を受けた側に遵
守の証明書を確認する動機が生じるため、提供国側からＡＢＳクリアリングハウスへ
提供された遵守の証明書との一致を内容が保護された状態で確認できる仕組み等
が必要。

議定書第14条第2項および第17条第2項（ａ）（iii）に従い、全てをどの時点に
おいても秘密に管理することを求めるものではないとしても、チェックポイン
トや関連国内当局における秘密管理は必須。ABS-CHや提供国から情報流出した
際は第30条等に基づいて解決されるべき。なお、第17条第４項（a）～（i）で
列挙された情報が遵守の証明書に含まれているからといって秘密に該当しない
とまでは解釈できない。

チェックポイントによる秘密の保護に関する
ご意見の趣旨は、当該箇所に含まれている
と考えます。
当該箇所に記載のとおり、議定書第17条2
～4に規定される「国際的に認められた遵守
の証明書」は、ABSクリアリングハウスにお
いて公開されると理解しています。
また、議定書第14条２において、締約国は、
秘密を含まない情報をABSクリアリングハウ
スに提供する旨が規定されています。

1

31



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　

章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン

トについて
②情報の収集及び
提供

本文 １段落
目 357

チェックポイントへの情報提供等の手続きを設ける必要はない。 名古屋議定第14条及び第17条3に従ったもの。 ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

本文 １段落
目

358

新品種の開発等を行う都度、PICの取得及びMATの締結を行うことも否定されな
いことから、現時点において提出書類について予断を与えるべきでない。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 当該記載は、考えられる事例として記載して
いるものです。なお、議定書第６条では、
PICは、提供国内において遺伝資源の取得
の機会を得る際に必要とされる旨が規定さ
れています。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

本文 ２段落
目

359

当該記載を支持。 企業の研究活動等に関する情報は、その企業の死活問題に関わるものである。
チェックポイントからABS クリアリングハウスに提供する情報に関しても、議
定書第17 条１(a)(ⅲ)の規定を踏まえ、秘密の保護を損なうべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

意見が分かれた
事項

360

遵守措置の変更が必要な場合、利用者からの自発的な情報を利用すべきでな
い。チェックポイントがこうしたことに関与すること自体に反対

自発的な利用提供はほとんどない可能性や、あったとしても全体を反映しない
情報の可能性がある。また、調査の名目で情報の提出が求められる可能性があ
る。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

提供国から問合せがあったとき、その事実について厳正に調査すればよい。提
供国側の了承が得られる限り利用者側の負担をできるだけ軽減し遺伝資源の利
用を困難にしてはならない。

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

意見が分かれた
事項

361

議定書に対応する遵守措置は、他の締約国のPIC 取得及びMAT 設定がなされて
いることを確認するものである。たとえ利益配分の事例を収集しても、遵守措
置の改善には役立たない。そもそも、国内措置に名古屋議定書の規定以上の内
容を含める必要はない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

②情報の収集及び
提供

意見が分かれた
事項 362

チェックポイントに、MATの内容の情報をもとにして、利益配分の優良事例を
把握する機能を持たせるべきという意見を支持。

議定書の目的は、遺伝資源から生じる利益を公正衡平に配分することにより、
生物多様性の保全と持続可能な利用に貢献することであるから。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ
１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン

トについて
③チェックポイン
トの指定

本文
363

当該記載を支持。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

③チェックポイン
トの指定

検討すべき事項

364

遺伝資源の利用実態や、業務の実効性・効率性を踏まえ、利用者に手続き等に
あまり負担がかからず対応しやすい実施体制を、関係省庁が一体となって整え
ることを希望。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

④外部からの指摘
への対応

365

相互交流の活発化、毎年の規制当局関係者の相互交流システムの構築、相互交
流窓口（国際連携を含む）の省庁内あるいは主要研究機関内設置(遺伝研、
NITEなど）などの提供国との相互理解・信頼の醸成するメカニズムを新設すべ
き。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。 1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

④外部からの指摘
への対応

本文

366

当該記載を支持。 議定書締約国 対 議定書締約国として対応すべき。また、遵守措置は利用者に
少なからずこれまで以上の負担を強いるため、利用者に対し遵守措置に適切に
対応していれば政府がサポートしてくれるというインセンティブを与えるべ
き。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

④外部からの指摘
への対応

本文

367

「外部からの指摘」について記載されているが、「外部への指摘」の記載がな
い。

こちらの不利益に対してもきちんと外部に指摘する必要がある。それも合わせ
て国として一つの窓口を開く必要があるのではないか。同時に、自力で対処で
きない国内の機関の相談窓口としても機能してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

④外部からの指摘
への対応

本文

368

記述を以下のとおり変更。「【提供国政府からの指摘に対しては、政府として
対応すべき場合があることに留意すること。ただし、提供国政府以外の主体か
らの指摘に対しては基本的に政府として対応するべきではない。また、提供国
から利用者である企業に対して指摘があった場合には、企業は自己責任におい
て対応することが基本であるが、指摘の内容によっては政府間交渉も有り得る
ため、遵守措置はこのことを考慮したものとなるべきである。】」

「チェックポイントは、ABS クリアリングハウス等から得られる情報をもとに
提供国法令の内容に精通しておき・・・」の文章で提供国政府からの指摘に対
しては日本国政府が関与することが示唆されているので、文章全体のトーンも
そのようにすべき。また、NGOからの指摘については政府間交渉に発展する可能
性も否定できないので、「基本的には」という文言を加えるべき。

ご意見のNGOからの指摘が政府間交渉に
発展した場合の対応については、提供国政
府からの日本国政府（チェックポイント）に対
する指摘への対応に関する当該記載（第２
段落）に含まれていると考えます。このた
め、原文の通りとします。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （４）チェックポイン
トについて

④外部からの指摘
への対応

検討すべき事項

369

当該記載を支持。 遵守措置と支援措置は、車の両輪として実施すべき。特に、組織的に対応する
ことが困難な中小企業や個人事業者等への支援が必要。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3

アマチュア研究者やペット愛好者の間では節足動物や両棲爬虫類、小型哺乳類
がフェスタやオークションなどで小規模の売買が行われており、これらも遵守
措置対象とするのであれば、経済活動や教育普及啓発、アマチュア研究に大き
な損害をもたらすため。
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章 大項目 中項目 事項 箇所 意見番号 意見要旨 理由要旨 回答 意見数

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

370

遺伝資源等の利用者へ周知・普及させるためには、2015年では時期尚早。過失
による遵守措置の不履行が多々あると考えられるため、罰則規定は当分の間作
らないことを要望。

学術研究の場合、罰則規定の存在だけでもアクセスを控える傾向をもたらす。
遺伝資源を用いた研究が衰退する原因となり、当該研究領域がなくなる可能性
も考えられる。学術研究では罰則規定を作らない等の配慮も要望。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。な
お、本報告書は名古屋議定書に対応する国
内措置の内容に係るあり方（大きな方向性）
について記載しているものです。遵守措置
の態様（罰則を設定可能な法律とするか、
ガイドラインとするか等）については、今後
行われる国内措置の具体的な検討の過程
において扱われるものと思います。なお、国
内措置の検討の今後の進め方に関しては、
Ⅲ5に記載しています。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

371

不履行や違反に関しては、名前の公開、罰金はもちろん、遺伝資源の利用がで
きなくなるなどの罰則を設定する必要がある。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。な
お、本報告書は名古屋議定書に対応する国
内措置の内容に係るあり方（大きな方向性）
について記載しているものです。遵守措置
の態様（罰則を設定可能な法律とするか、
ガイドラインとするか等）については、今後
行われる国内措置の具体的な検討の過程
において扱われるものと思います。なお、国
内措置の検討の今後の進め方に関しては、
Ⅲ5に記載しています。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

372

不確実な遺伝資源の利用に対する猶予システムを新設し、不確実な遺伝資源に
対して、不確実遺伝資源の保有申告と合法化相談、誠実な後出しPICの許容を
するべき。

ご意見の「不確実な遺伝資源」がどのような
状態のものであるのかが明らかではありま
せんが、提供国のABS法令等を遵守してい
るのかが不確実であり、その結果として日
本の遵守措置を遵守しているのかが不確実
であるものを意図されている場合は、ご意見
の趣旨は、当該箇所やⅢ3②に含まれてい
ると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

373

過失による遵守措置の不履行（non-compliance）については、利用者がその不
履行(non-compliance)の状況を是正する機会を設けるべき

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2） 374

提供国における類似法令の運用実績なしに立法することは実態に即していないた
め、当面はガイドラインによる行政措置とするべき。

類似法令の運用実績がないまま、立法措置がされると実情とかけ離れたものが
できる。それに対応した国内立法措置にすると、同様に実情とかけ離れたもの
となる。
実情と乖離した法律ができ、悪意のない研究者がある日突然違反となる。ま
た、対応ができず、遺伝資源の利用がされなくなる。遺伝資源の利用がされな
くなると、利益も生まれず、利益配分も行われない。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

本文

375

当該記載を支持。極めて限定された悪意のある者のために、「差し止めや没収
等の厳しい罰則を日本でも定める」ことは、圧倒的多数が善意の利用者である
わが国では、利用者を委縮させるなどの弊害が生じる可能性があり、定めるべ
きではない。

遺伝資源の定義等が曖昧なため、法的な安定性に乏しいことを懸念。利用者が
誤解によって意図せずに不履行となってしまうことを懸念。

ご意見の趣旨は当該箇所及び（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。なお、本
報告書は名古屋議定書に対応する国内措
置の内容に係るあり方（大きな方向性）につ
いて記載しているものです。遵守措置の態
様（罰則を設定可能な法律とするか、ガイド
ラインとするか等）については、今後行われ
る国内措置の具体的な検討の過程におい
て扱われるものと思います。なお、国内措置
の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に
記載しています。

4

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

本文 １段落
目

376

当該記載を支持。 議定書第15条2及び第16条2に基づき適切な対応が必要。なお、その場合でも、
条約及び議定書の目的に資するため、利用者がその”non-compliance”の状況
を是正する機会を設けるべきである。また”non-compliance”を日本語で「不
履行」と訳すべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

本文 １段落
目

377

国内措置が厳しいと予想外の問題が生じる可能性が懸念される。そのため、国
内措置は直ちに法令化するのではなく、とりあえずガイドラインから始める、
あるいはガイドラインにとどめることを強く希望。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

本文 ２段落
目

378

当該記載を支持。 議定書第15条2及び第16条2に基づき適切な対応が必要。なお、その場合でも、
条約及び議定書の目的に資するため、利用者がその”non-compliance”の状況
を是正する機会を設けるべきである。また”non-compliance”を日本語で「不
履行」と訳すべきではない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1
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Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

検討すべき事項 ２ポツ

379

”non-compliance”への対処は、第15条2及び第16条2に従って、適切で効果的
かつ釣り合いのとれた措置でなければならないが、国内措置の具体的な姿が見
えない状態であり、拙速に検討を進めるべきではない。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。国内措置の
具体的な内容については今後検討されるこ
ととなっています。 3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

検討すべき事項 ３ポツ

380

日本の企業のABSに関する活動方針から判断して、故意による提供国のABS 法
令等の不遵守や契約の不履行がなされることは極めて考えにくいことから、ま
ずは不適切な利用を未然に防ぎ、適切な利用を促進するための普及啓発を十分
に行うべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(5)②及びⅢ3①に含ま
れていると考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

①遵守措置の不履
行（non-
compliance)（議
定書第15条2及び
第16条2）

検討すべき事項 ４ポツ

381

「意図せず不遵守を行ってしまう可能性があること【から、当該者への周知を効果的
に行う必要があることに】留意。」に変更すべき。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ1(5)②に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

②チェックポイン
トからの情報要求
への不履行（non-
compliance）（議
定書第17条
1(a)(ⅱ)）

本文

382

普及啓発及び機関担当者の育成を要望。 ご意見の趣旨はⅢ3①及びⅢ3②の（検討す
べき事項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

②チェックポイン
トからの情報要求
への不履行（non-
compliance）（議
定書第17条
1(a)(ⅱ)）

本文

383

チェックポイントの具体的な姿が見えない状況であるから、拙速に進めるべき
でない。まずは、不適切な利用を未然に防ぎ、適切な利用を促進するための普
及啓発を十分に行うべき。

遵守措置と支援措置は、車の両輪として実施すべき。支援措置の一つとして、
規模や業種に関わらず全ての利用者に対し、徹底した普及啓発を行うべき。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3①に含ま
れていると考えます。

3

Ⅲ

１．遵守に関する国内措置 （５）不履行（non-
compliance）の状況へ
の効果的な対処につい
て

②チェックポイン
トからの情報要求
への不履行（non-
compliance）（議
定書第17条
1(a)(ⅱ)）

検討すべき事項

384

チェックポイントの具体的な姿が見えない状況であるから、拙速に進めるべき
でない。まずは、不適切な利用を未然に防ぎ、適切な利用を促進するための普
及啓発を十分に行うべき。

遵守措置と支援措置は、車の両輪として実施すべき。支援措置の一つとして、
規模や業種に関わらず全ての利用者に対し、徹底した普及啓発を行うべき。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文及びⅢ3①
に含まれていると考えます。

2

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について 385

非営利分野に関しては、国内PIC制度導入は不要。 特に非営利的な分類学・系統学分野においては，経済的価値を伴わない成果に
対して膨大な事務手続きと時間のロスが予想され，研究どころではなくなる可
能性を危惧。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 3

PIC制度が導入されると、研究者間での機敏な遺伝資源の移動に一定の負荷が生
じる。国内での遺伝資源取得に際してもPICが必要となれば、この負担が膨大な
ものとなり、自国の自然を理解するための研究を阻害する。国内の遺伝資源を
保護するために、一定の制限を設けるべき生物・保護区等があれば、別の法律
によってそれぞれに制約を設けるべき。

非商用目的の学術研究利用を推進することが、研究者にとっても我が国にとっ
ても大きな利益をもたらすことから手続きは簡易であるべきこと、本案にある
とおり保護すべき固有の知識が事実上見あたらないこと、から国内PIC制度を措
置すべきでない。

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について 386

日本国内における遺伝資源についても経済の安定的な発展に資する対象や取り扱
いをする限りは国家の主権にかかわる財産という認識が必要。

生物を遺伝資源と明記したということは、研究や経済に有用な対象であるとい
う明確な位置づけの宣言と言える。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅲ
２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文
387

当該記載を支持。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

388

国内PIC制度は、現時点では産業的な障害が懸念されるため、当面主張するべ
きではない。

対象が不明確で、直ちに法的制度を定めるべき時期に至っていない。市販品種
をも対象とすると、非常に煩雑となることを懸念。利用者が対象を容易に判断
することができないと法の運用が困難になる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

3
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Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

389

遺伝資源等に対する国内PIC制度は、少なくとも学術研究における遺伝資源に
ついては、措置するべきではない。

市販品を用いた学術利用研究に関しては、MATの交換についても誰を対象にすべ
きかについて明確でない場合がある。多くのが個人的な飼育を目的として輸入
されており、入手先とMATを交換することも困難。このような場合、利用を一律
に禁止するのではなく、 入手時期と入手先を明示することで、相手国からの申
請があった際には事後にも適切 な相手とMATの交換を可能にする制度にしほし
い。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

52

実験動物の提供件数は年間数百件を越えるため、すべてについてPIC/MATを義務
づければ迅速な提供が不可能となり、研究が困難となる。

国際競争力はスピードが必須だが、時間のかかる手続きは、国際競争力を低下
させる。国内PIC制度によって学術研究の国際競争力があがることが想像できな
い。

遺伝資源に対する国内PIC、MTAを交わす制度は学術研究の促進を妨げる恐れが
大きい。

Ⅲ
２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

390
国内PIC制度は措置するべきではない。 制度があること自体、日本の資源が多くの人に利用され人間や他の生物や環境

に有効に使われるようになることを妨げることにつながる。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

391

加盟各国の関心は金銭的利益の配分の保障と考えられることから、費用がかか
り、見返りとしての金銭的利益のない学術研究では、日本国の国益の確保と相
手国との両面を満たすような国内措置の検討は困難な課題であり、国内措置で
法制化を急ぐことは不適切。

学術研究の範囲では、海外とのサンプルのやり取りは迅速であることが望まし
いが、政府の了解が必要となると、時間がかかり研究の阻害要因となる。

Ⅲ2へのご意見でしたが、ご意見の趣旨は
Ⅲ1に関わるものと考えられます。なお、本
報告書は名古屋議定書に対応する国内措
置の内容に係るあり方（大きな方向性）につ
いて記載しているものです。遵守措置の態
様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

392

国内PIC制度で市販品種を対象とするべきではない。 対象が不明確で、直ちに法的制度を定めるべき時期に至っていない。市販品種
をも対象とすると、非常に煩雑となることを懸念。利用者が対象を容易に判断
することができないと法の運用が困難になる。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文及び（国内
PIC制度を措置することとした場合に検討す
べき事項）に含まれていると考えます。 3

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

393

国内PIC制度の対象が不明確なので、今後もしも国内PIC制度を始める際には、
対象の定義を明確にすべき。

対象が不明確で、直ちに法的制度を定めるべき時期に至っていない。市販品種
をも対象とすると、非常に煩雑となることを懸念。利用者が対象を容易に判断
することができないと法の運用が困難になる。

ご意見の趣旨は当該箇所の（国内PIC制度
を措置することとした場合に検討すべき事
項）に含まれていると考えます。 3

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

394

学術研究分野においては国内PIC 制度の必要性はない。制度は法律ではなく柔
軟性のあるガイドラインが望ましい。

学術研究の範囲では、海外とのサンプルのやり取りは迅速であることが望まし
いが、政府の了解が必要となると、時間がかかり研究の阻害要因となる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、本報告書は名古屋議定書
に対応する国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。国内PIC制度の態様（法律やガイドラ
イン等のいずれとするか）については、今後
行われる国内措置の具体的な検討の過程
において扱われるものと思います。なお、国
内措置の検討の今後の進め方に関しては、
Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

395

チェックポイントへの届け出は必要最小限のものとすることが望ましい。 学術研究の範囲では、海外とのサンプルのやり取りは迅速であることが望まし
いが、政府の了解が必要となると、時間がかかり研究の阻害要因となる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

396

国として重要な遺伝資源を保護するため、一部で国内PIC制度の導入を検討す
る余地はある。

遺伝資源とそれに関連する伝統的知識の保護を目的に、遺伝資源の権利者が売
却してしまえば国外へ情報が漏れ出てしまうといった状況を鑑みて、例えばア
イヌや琉球といった先住民や一部の遺伝資源のみを対象に、国としてある程度
の制約をかけることを検討する必要性はあると考える。

ご意見の趣旨は当該箇所（国内PICを措置
することの是非に関して検討すべき事項）に
含まれていると考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

397
国内PICの措置の必要性はない。しかし、国産であることの証明制度を設ける
べき。

日本における生物資源を用いた産業を守るため、国内PICとは別の制度として国
産生物資源であることを国として証明する何らかの制度を設けることが必要で
はないか。

ご意見の趣旨は当該箇所の（その他の検討
すべき事項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

398

条約内容に誤解を生じやすい曖昧な用語や表現があるため、それらを的確に定義し
た上で整理し、全体で整合統一すべき。また、用語については、日本語英語併記も
多用すべき。

「権利」の対義語は「義務」であるが、本議定書においては授受という関係で
の「権利」の対比語は「利益」であるため、MAT上権利や利益の内容を種別分け
しておくことが重要。特に「権利」には法令・条約等で定められるものとそう
でないものがあることに留意が必要。用語や表現の整合等については、他国と
の渉外上においても誤解を避けるため。国内PIC制度の議論には措置を講じた場
合に想定されるケーススタディの他、特許庁など関係機関の見解等も必要不可
欠。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。な
お、本報告書での生物多様性条約の規定
に係る説明は、日本の公定訳に即したもの
としています。 1
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Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

399

国内PIC制度については、おもに商業利用を対象に緩やかな導入をすべき。 日本は生物多様性のホットスポットであり、未知の生物資源も含め豊富といえ
る。日本で改変・作出された遺伝資源も多く、これらを守る観点から、商業利
用に限定した、なんらかの国内PIC制度を導入するのが現実的と考える。国内の
カルチャーコレクションや学術研究機関であっても、利用国(者)によって、制
度を活用するかどうか機関が選択できるとすることも可能と思われる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

400

学術利用において国内のPIC設置は必要性を感じないので提案書に賛成だが、
それにより第３者への分譲がリソース保有箇所からではなくなることを配慮を
すべき。

学術分野における国内PICは科学技術立国を目指す上で不利益をもたらす可能性
が強く、必要性を感じない。一方で、日本国内で開発、系統化された我国が強
いリソースについての配慮も行うべき。これまで品質保証、リソース事業の意
義を守る為にリソースの第３者への譲渡は固く禁じている。国内のPIC設置は不
要であるが、リソースの分譲はオリジナルの保存機関から行われることを周知
する配慮を要望。

ご意見の日本のリソースの第三者への分譲
に関しては、国内PIC制度が措置されない
場合には、現状の取扱いに何らかの変化を
もたらすことはないように思います。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

401
国内PIC制度は措置するべきではないと断言されているが、その具体的な理由
は何か等、その裏付けとなる資料や調査結果等を引用しつつ、報告書中あるい
は参考資料中において解説を示すべき。

当該記載の根拠・理由が不明確であるため。また、根拠・理由を示しつつ、具
体的な内容を明確化及び具体化された方が、今後の国内措置の検討に資するた
め。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

402

最近の内外情勢に鑑み、国内措置として日本政府のPIC/MAT制度を整備するべ
き。但し、学術上の目的、または育種を目的とする遺伝資源の受け渡しの場合
には、これを適用せず、従来通りの適切なMATの使用による。商業上の遺伝資
源利用を目的とする場合に限り適用するが、利用者が日本人若しくは日本籍企
業である場合には、PICは必要とせずMATのみにより代用することが出来るもの
とする。

わが国としてPIC/MAT制度を整備する必要があるが、これまでの経過からする
と、その適用には実務上の問題により遺伝資源の利用が妨げられないように配
慮するべき。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

403

「関係法令」や「PIC」の 内容を明確するとともに、条約内容とわが国の現状を的確に
表現・整理すべき。

日本は利用国のみか、利用国・提供国双方かを決めた上で議論すべき問題であ
るため。なお、わが国が提供国で開発途上国が利用国となる場合、当然提供側
の知的財産保護には留意すべきであり、その上での国内PIC制度の導入の是非を
議論すべきと思われる。日本の法令上の知的財産と「生物資源」や 「遺伝資
源」との関係整理が必要不可欠。

生物多様性条約の関係規定やPICについて
の説明はⅠ2等に記載していますので、原
文の通りとします。なお、「関係法令」の例と
しては、「自然公園法」や「絶滅のおそれの
ある野生動植物の種の保存に関する法律」
等が挙げられます。また、どの国も利用国と
提供国の両方の側面を持ち得ると考えられ
ます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文

404

日本の昆虫分類においては、在野の研究者が多いので、国内PICも国内の研究者
が動きやすい制度、例えば国が指定する学会等（日本昆虫学会・日本甲虫学会等）
をアクセスポイントとして活用し、包括的なPIC制定し、その団体経由での研究は可
能となる緩い制度を検討してほしい。反対に、締結国が厳しいPICを国内で制定した
後、日本にも同様の制度を要求してきた場合、その国に主導権を握られてしまう危険
性があるため、現段階から戦略的に検討してほしい。

前段のご意見の趣旨は、当該箇所の（国内
PIC制度を措置することとした場合に検討す
べき事項）に含まれていると考えます。
後段のご意見については、一般に、各国は
その主権の下で国内制度を措置することと
なると考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文 ２段落目

405

国内PIC制度が総じて当該国に不利な影響を及ぼしたとの記載があるが、その
具体的な理由は何か等、その裏付けとなる資料や調査結果等を引用しつつ、報
告書中あるいは参考資料中において、具体的な内容の解説を示すべき。

当該記載の根拠・理由が不明確であるため。また、根拠・理由を示しつつ、具
体的な内容を明確化及び具体化された方が、今後の国内措置の検討に資するた
め。

当該箇所では「これまでに国内PIC制度を導
入した他国のなかには・・・利益の配分を得
難くなったという経験をもつ国がある」と記載
しており、ご意見の「国内PIC制度が総じて
当該国に不利な影響を及ぼしたとの記載」
ではありません。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文 ３段落目

406

国内PIC制度が導入されれば、なぜ、「国内のコレクション」に「日本の遺伝
資源」を寄託等する際の手続きもPICや権利関係の確認のためにより煩雑にな
るのか、その具体的な理由を示すべき。

寄託の際の手続にはPICの確認は求められておらず、また権利関係の確認はPIC
とは関係ないと考えられるため。根拠を示しつつ、具体的な課題を明確化及び
具体化された方が、今後の国内措置の検討に資するため。

当該記載は、国内PIC制度を導入した場合
に予想されることとして記載しているもので
す。具体的な課題に関しては、今後行われ
る国内措置の具体的な検討の過程におい
て扱われるものと思います。なお、国内措置
の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に
記載しています。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文 ３段落目

407

制度内容が各国の設計（例えば、内外差別の導入、対象に応じて手続の免除や
柔軟化等）に依るところもあると考えられるが、なぜ、国内や海外との遺伝資
源等のやりとりの障害となり得るのか、その具体的な理由を示すべき。

理由を示しつつ、具体的な課題を明確化及び具体化された方が、今後の国内措
置の検討に資するため。

当該箇所で「学術研究利用と同様に」と記載
しているとおり、学術研究利用の観点からと
同様の理由によります（迅速さの観点等）。
ご意見の制度の設計に応じた具体的な課
題に関しては、今後行われる国内措置の具
体的な検討の過程において扱われるものと
思います。なお、国内措置の検討の今後の
進め方に関しては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

本文 ５段落目

408

当該意見・主張は、大きな問題を内在しているので「運用上に問題や障害が生
じないように留意しつつ、実行可能性を吟味しながら適正な制度を検討してい
く。」に記述を修正することを提案。

①PIC制度はABSの根幹をなす制度であり、名古屋議定書を定めた主催国とし
て、自国ではPIC制度を否定する行為は、名古屋議定書の本意への認識の無さと
無責任ぶりを示すことになりかねない。②生物多様性に資する遺伝資源の国外
への持ち出し（出入）に関しては、将来的に大きな問題や課題が予想されるこ
とから、最低限でも、届け出制度による現状把握と情報を保持していないよう
な制度設計はありえない。③様々な形で、海外との交渉や折衝などが将来的に
予想されることから、重要な自国生物遺伝資源の現状把握と利用規程をもつこ
とで、はじめて対等な交渉や折衝が可能となる。④報告案を読むかぎり、でき
るだけ利用を優先させて、面倒な規制を避けるべきとの利用者本位の安易な考
え方が随所に強くでているように読める。生物多様性条約の意義や名古屋議定
書の本来的な趣旨が、十分に共有されていない懸念を感じる。新たな時代状況
下での、可能なかぎり先の将来的な見通しを考慮して、国際社会に貢献するよ
うな制度づくりを目指すべき。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。な
お、理由の①に関して、本報告書のⅡ1①に
記載のとおり、議定書第６条ではPICを要求
するか否かについては締約国の裁量に委
ねる旨が規定されています。

1
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Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項 409

日本国内で採集された遺伝資源を、国内での学術研究に利用するにあたり、提供・
寄付などを受けた場合も含め、これらにMATやPICが伴わないことが学術研究の支
障とならないように、国内措置の適用外とするなど配慮してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項 410

名古屋議定書が、生物多様性保全の基礎となる、生物多様性をより深く理解す
るための学術研究を、停滞させることにならないよう配慮して欲しい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項

411

以下の内容を追加すべき。「今のところ日本では、外国人による国内の動植物
等の遺伝資源の採取や、その国外への持ち出しに対する法的規制がほとんど整
備されていないために、販売目的などで大量の動植物の海外流出が止められな
い現状にある。これは国土全体がホットスポットに指定されているほど貴重か
つ危機的状況にある日本の生物多様性の保全とその持続利用という観点からみ
ても、由々しき大問題であり、この機会に日本の遺伝資源の利用にあたっては
厳しい対応を望みたい。国内PICの実施に問題が多いならば、海外への持ち出
しに限ってでもPICやMATの締結は必須とすべきである。」

国土全体がホットスポットに指定されているほど貴重かつ危機的状況にある日
本の生物多様性の保全とその持続利用のために「提供国」としての観点を忘れ
るべきではない。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項 412

遺伝資源を守りたい者がいるにも係わらず、認識不足者の一つの行為により流出し
てしまうので、提供国の許可を必要とする制度についても検討してはどうか。また、
繁殖させる行為が遺伝資源の利用かについても検討してほしい。

検討を促進するため ご意見の趣旨は当該箇所及び（国内PIC制
度を措置することとした場合に検討すべき
事項）に含まれていると考えます。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項

413

現時点では実施された場合の問題点が必ずしも明確でないが、可能な限り簡素
な制度とすべき。

従来、当事者間のMTAがMATの代替機能を果たすものと考えられるが、PICを発給
するにあたりMATの詳細が分からない限り発給されないような事態は、手続きの
煩雑さに加えて、発給の遅延等により利用開始時期の見通しが立たなくなる
等、議定書の趣旨に沿わない事例が頻発することが懸念される。
PICについては、(1)国内措置を講じない、(2)講じる場合にはガイドラインな
ど、法的拘束力の弱い制度とする、(3)MATを締結する者に対し、締結の権限を
認めるか否かを明示する程度のものとし、MATの内容そのものについては、その
詳細に立ち入らないものとする、のいずれかの制度に留めることが望ましい。

ご意見の趣旨は当該箇所の（国内PIC制度
を措置することとした場合に検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項 414

国内ＰＩＣを導入した場合、現在外国にある日本の遺伝資源についても利用する場合
には、日本からＰＩＣやＭＡＴを取得することが必要となるのかについても検討して欲し
い。また、海外にある何をその対象とするかも検討してほしい。

検討を促進するため 国内PIC制度を導入する場合には、日本国
内にある遺伝資源が対象になると考えられ
ます。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項

４ポツ

415
現時点では、例え緩やかであっても、日本が国内PIC制度を導入するべきでは
ない。

現時点では、遺伝資源等についての国内PIC制度は措置するべきではないが、遺
伝資源を巡る情勢の変化等から将来的に必要になる場合に備えて検討は継続す
る必要がある。

ご意見の趣旨は当該箇所本文に含まれて
いると考えます。 3

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることの是非に関して
検討すべき事項

４ポツ

416

穏やかな制度という選択肢が議論されているが、そのような中途半端な制度を
円滑に運用することは困難。結果として遺伝資源の利用活動は阻害されるた
め、穏やかなPIC制度という考え方は妥当ではなく、国内PIC制度は措置すべき
ではない。

内PIC制度を導入することにより、学術活動および産業活動が障害を受けること
は明らか。中途半端な制度を円滑に運用することは困難であり、結果として遺
伝資源の利用活動は阻害される。したがって穏やかなPIC制度という考え方は妥
当ではない。

ご意見の趣旨は当該箇所及び本文に含ま
れていると考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることとした場合に検
討すべき事項

１ポツ

417
自然保護にも経費がかかるため、その費用とメリットとのバランスを把握して
おく必要がある。なお、菌類や原生生物等も対象に加えることについては、そ
の意義と実施可能性を十分検証すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることとした場合に検
討すべき事項

１ポツ

418

自然保護制度の改正等により国内PIC制度を検討すべき、日本国内の遺伝子資
源の持続的利用から生ずる利益を日本の生物多様性保全に充てるという意見を
支持する。

遺伝資源の持続的な利用から生ずる利益配分を通じて、途上国の保護地域制度
の発展に寄与するという発想がABS制度の出発点であるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることとした場合に検
討すべき事項

４ポツ

419
制度の導入以前の取得まで遡及しないことを原則とすること。 ウィーン条約第28条に基づき、名古屋議定書は遡及しない、と解釈されるた

め。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 3

遡及適用しないことが崩れれば、他の条約等にも波及する恐れがある。

多数の標本を保有しているため、過去に遡りPICやMATを設定することは現実的
ではない。

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることとした場合に検
討すべき事項

６ポツ

420
国内PICを導入すると学術・産業界に対し死活的な影響がある旨の記載がある
が、内外差別を導入し、我が国の学術・産業界等が取得する場合には国内PIC
の取得を行う必要がないといった制度を導入すべきではないか。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度を措置す
ることとした場合に検
討すべき事項

６ポツ

421
議定書第8条（特別の考慮事項）は、国内PIC制度において、日本人と外国人と
を区別すべきでないとする根拠にはならないと考えられる。

議定書第8条は内外無差別の是非については触れていないため。 当該箇所には、議定書第8条の記載はあり
ません。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度以外の選
択肢として検討すべき
事項

422
当該記載を支持。 そのような制度が必要かどうかも含め、検討する価値がある。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると

考えます。 1
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Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度以外の選
択肢として検討すべき
事項

423
国内企業の研究開発を阻害しないよう簡便且つグローバルに認められる手続き
であるべき。そのための手続きとして、日本で取得したことの公的な証明につ
いて検討すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

国内PIC制度以外の選
択肢として検討すべき
事項

424
当該記載を支持。 そのような制度が必要かどうかも含め、検討する価値がある。 ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると

考えます。 1

Ⅲ

２．遺伝資源等への主権的権利
の行使の必要性の有無について

その他の検討すべき事
項 425

我が国が保有している資源の利用促進による非商業的学術研究の推進には、そ
れらを正しく管理する公的ストックセンターの拡充が必要。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。 27

Ⅲ
３．普及啓発及び利用者支援

426
当該記載を支持。 大学等での基礎研究の現場にはPIC、MAT等の概念は馴染みが薄く、現状では実

施が困難。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 6

遵守措置と支援措置は、車の両輪として実施すべきであり、学術研究者等への
単なる普及啓発だけでなく、国を挙げて名古屋議定書の時代に向け科学技術基
盤を再整備する必要があるため。

Ⅲ
３．普及啓発及び利用者支援

427
特に非営利な学術研究に関する遺伝資源、コレクションの開発、維持、保存は
我が国の基礎研究の競争力維持、発展のために重要であり推進が望まれる。

現在のNBRP制度の拡充と開発に関する支援が重要であると考える。 ご意見の趣旨は当該箇所の②に含まれて
いると考えます。 2

コレクションを利用することで、国内利用者のアクセスに係る時間、費用、正
しい手続き等にかかる負担を軽減でき、利用者の利便性を図ることができる。

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援

428

日本国内での措置を取り決める段階で並行して締約国間のPICやMAT取得プロセ
スの大胆な簡素化への誘導を日本が率先して行う必要がある。国内に向けた取
り組みとしては、PIC取得の具体的なプロセスを提供国別，利用者の個人か機
関従事者かといった立場ごとに示し，提供国での遺伝資源アクセス方法を提示
するなどが考えられる。

学術研究の行為主体は研究機関従事者を指していると考えられるが、研究機関
や専門領域の規模は様々であり、高校教員がある自然科学分野の世界的権威で
ある場合や昆虫類の多様性研究の場合は機関従事者以外の研究者人口が多いた
め。

ご意見の趣旨は当該箇所の②に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援

429

国内措置の導入に当たっては、まず関連する知識の普及啓発に対して取り組むこと
が緊急の課題である。また、利用者をあまねく支援していくため、公的機関における
相談窓口の設置が必須。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援

430

利用者を支援する専門家(集団）を早急に育成すべき。そのための施策とし
て、公設相談窓口の拡充・促進、専門家養成助成、専門家集団組織の設置助
成、経験のデータベース化等を実施すべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援

431

ITPGRFAで確立している標準材料移転契約（sMTA）を参考として、国内措置におい
て国際的証明文書として使用できる簡易な標準的文書を定めるなど、中小事業者に
おいても容易に遺伝資源を利用できるよう取り進めるべき。

植物品種の育成経過に関する情報は、育成者自らが外部から導入した育種素材
以外の、過去に使用されている素材の情報は入手不可能なものが多い。また、
交配毎に非常に大量な後代が得られるため、その全てについて調査し、チェッ
クポイントへ報告を行うことは、非常に煩雑。

ご意見の趣旨は当該箇所の②に含まれて
いると考えます。

4

Ⅲ
３．普及啓発及び利用者支援

432
遺伝資源取得の際のマニュアル整備・各業界における相談窓口の設置の他、遺
伝資源取得取り扱い講習により状況の改善が期待できる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援

433

アマチュア研究者が多い昆虫関連の学術研究分野にも配慮し、学会等の学術団
体を含めた想定としてほしい。

昆虫、特に蝶や蛾を研究している者は、学会会員でも大半がアマチュアで、学
術機関や企業等に所属する利用者という訳ではないため。

ご意見の趣旨は、利用者への普及啓発及
び支援一般について記載している当該箇所
に含まれていると考えます。 2

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援

434

国内措置の性急な実施はせず、実施するにしても当面ガイドラインといったゆ
るやかな措置として、その間に普及啓発と支援措置の体制を整備してほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、本報告書は名古屋議定書
に対応する国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。遵守措置の態様（法律やガイドライン
等のいずれとするか）については、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発

435
政府等による普及啓発を引き続き実施、強化してほしい。その際には、利用者
がどのように対応すれば良いかを示すような工夫をしてほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。 1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 本文

436

当該記載を支持。 遵守措置と支援措置は、車の両輪として実施すべきであり、支援措置の一つと
して、規模や業種に関わらず中小・零細・個人企業や学術研究者の一人ひとり
まで含めた全ての利用者に対し、徹底した普及啓発を行うべき。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

4

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 本文

437

放射性物質利用者のように年1回の講習会受講を義務づければよいのではない
か。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。ご意見のよ
うな具体的な普及啓発の方法に関しては、
今後行われる国内措置の具体的な検討の
過程において扱われるものと考えます。な
お、国内措置の検討の今後の進め方に関し
ては、Ⅲ5に記載しています。

2
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Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 本文

438

普及啓発を行う際には、対象を、実際の利用者となる企業・学術界の人々と一般人
とに分け、それぞれに合わせた形式で行うべき。

普及啓発を行う際には国民への周知が前提となるが、対象者によって必要とさ
れる情報は異なる。一般人は国内措置の概要を把握することで事足りる一方、
実際の利用者となる企業・学術界の人々については、その詳細についてまで周
知徹底を行う必要がある。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。ご意見のよ
うな具体的な普及啓発の方法に関しては、
今後行われる国内措置の具体的な検討の
過程において扱われるものと考えます。な
お、国内措置の検討の今後の進め方に関し
ては、Ⅲ5に記載しています。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 本文

439

誰でもが遺伝資源を扱う関係者になり得ることから、一般の市民への普及啓発
を行うことが必要。特に一般消費者に向けた普及啓発を行うことによって正し
い消費行動を普及啓発することは、遺伝資源の利用者である企業の不正使用を
抑制する効果があると考えられる。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 本文 １段落目

440

農林水産省における遺伝資源導入に関する普及啓発活動についても触れて欲し
い。

農林水産省では、育種素材として古くから遺伝資源の利用が図られており、
1987年に農業生物資源研究所から「植物遺伝資源探索収集の手引き」、1996年
に生物系特定産業技術研究推進機構から「海外植物遺伝資源導入マニュアル」
が発行配布されるなど、普及啓発活動が進められている。その後の活動につい
て担当部局から情報を収集し記載すべき。

当該箇所では、対象を植物遺伝資源等に限
定するものではなく、遺伝資源全般を対象と
するABSに関する取組を記載していますの
で、原文のままとします。 1

Ⅲ ３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 検討すべき事項

441

育種・種苗産業の特性に鑑み、ABS実施上必要な当面の事態に対処するために
は、公的ベースの国際システムの進展、政府が関与するABS関連推進事業等の
成果を踏まえつつ、育種・種苗産業の実態・国際的制度・関連情勢に精通した
「ABS対応育種・種苗関連相談・指導システム」を構築・整備して対処する必
要がある。

①複雑な過程が極めて多いため、提供国の検討が遅れていること、国際的に
ITPGRFA、UPOV条約等でABSに対処した調整がなされる可能性があること等か
ら、これらの動きを把握して的確に対応できる国内の「相談・指導システム」
が必要。また、多くの関係者を含むため、円滑化のためには、専門的・効率的
な「相談・指導システム」が必要。
②提供国の検討が遅れているので、提供国との折衝・交渉は、公的な遺伝資源
の取扱いシステムの構築と同調してなされるような「相談・指導システム」を
通じて行うことが必要。
③遺伝資源が使用された種苗について、当該遺伝資源の具体的な貢献度、販売
利益に占める配分割合を算定することが極めて難しく、納得されるような算定
には高コストを要するため、「相談・指導システム」で専門的なノウハウを整
備して対処することが必要。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ①普及啓発 検討すべき事項 ３ポツ

442

「提供者及び利用者の双方にとって望ましい形で行われたABSの事例等、ABSに
関する優良事例（best practice）の表彰及び普及」については、必要性、実
施可能性等を含め、慎重に検討すべき。

企業にとってMATの内容は機密情報でることも踏まえ、このような制度が実施可
能であるか、どの程度遵守措置のインセンティブとなり得るのかは慎重に検討
すべきであるため。

当該箇所は「検討すべき事項」としており、
ご意見の趣旨は含まれていると考えます。

3

Ⅲ
３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文

443
的確な対応のために支援機関の存在は重要。 個々の研究者の対応ではなく、大学・研究機関レベルでの知財室が連携を取る

ことが重要であるため。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援

444

非商業的利用、特に基礎的学術研究については、研究推進の障害とならぬよ
う、手続きはできるだけ簡素になるよう配慮して欲しい。特に、PIC/MATの取
得にあたって、地方博物館や小規模な大学、個人研究者の取得が困難にならな
いよう、手続きの簡素化を強く求めるともに、取得に関する支援体制の整備を
求める。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑦等に
含まれていると考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 １段落目

445

非商用の基盤的学術研究は、組織に属さない研究者によっても行われているこ
とを考慮し、彼らの研究活動が阻害されないよう最大限の配慮を行うこと、及
び、相談窓口の設定についても、非職業的研究者が遂行する学術研究が円滑に
進むような仕組みとなることを期待。

ご意見の趣旨は当該箇所及びⅢ1(3)⑦等に
含まれていると考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 １段落目

446

継続性と専門性のある組織が相談窓口の整備に賛成。また、利用者支援とし
て、例えば科学技術協定を結んでいる国との学術研究を目的とした遺伝資源の
利用については手続きを省略もしくは簡略化する等、政府間での調整を行って
ほしい。

膨大な数の標本を収蔵・管理する博物館において、PIC/MATの情報蓄積・データ
ベース化等の作業が，既存の業務の妨げにならないように実施されることは、
分類学や他の生物多様性研究分野にとって必要。

ご意見の趣旨は当該箇所及び（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 １段落目

447

農林水産省の該当する相談窓口を記載すべき。また厚生労働省の薬用植物導入
に関する支援窓口を記載すべき。

個人、都道府県または中小規模の企業等を支援する政府機関の相談窓口が必
要。特に育種に関連する分野では、ある遺伝資源の利用がITPGRのMLSの範疇に
該当するか否かに関して微妙な判断を必要とする場合が考えられるため、農林
水産省内にこのような相談窓口が定められ開示されている必要がある。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。なお、本段落の冒頭では、生物
多様性条約及び名古屋議定書に基づくABS
に関する相談窓口の例を記載しています。 1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 １段落目

448

遺伝資源の利用に関連する主要な産業分野として、経済産業省、文部科学省、
農林水産省、厚生労働省をあげ、各産業の実態に対応した普及啓発、支援を可
能とする体制が提案された。しかし国として整合性のある対応をする必要があ
り、本条約を担当する環境省のなかに、関係各省の実務担当部局を束ねる協議
体を設け、定期的に会合して意見交換し統一性のある方策を定め、さらに今後
の国際情勢の変化に対応した国益の確保に努めるべき。

提供国との間の法律的な交渉などは、統一した解釈が求められるとともに、提
供国における国内法制定の進捗に伴い変化する国際情勢に対応できる体制が求
められるため。

当該箇所には、ご意見の１文目のような内
容の記載はありません。ご意見の２文目の
趣旨については、Ⅲ5に含まれていると考え
ます。 1

39
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Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 ２段落目

449

名古屋議定書の発効後の遺伝資源の適正かつ円滑な利用を推進するためには、
NBRPなどの生物遺伝資源管理提供機関がより一層重要な役割と責務を果たすこ
とが必要であり、これら生物遺伝資源機関へ積極的な支援は不可欠。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

31

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 ２段落目

450

生物遺伝資源機関に加えて，「大規模・中規模博物館」を政府支援の対象とし
て明記することを求める。

膨大な数の標本を収蔵・管理する博物館において、PIC/MATの情報蓄積・データ
ベース化等の作業が，既存の業務の妨げにならないように実施されることは，
分類学や他の生物多様性研究分野にとって必要。

当該箇所では、特に遺伝資源の適正な利用
の推進に資する役割を担うと考えられること
から、遺伝資源を提供し及び寄託を受ける
等の事業を行っている生物遺伝資源機関に
ついて記載しています。ご意見の大規模・中
規模博物館への支援に関しては、今後行わ
れる国内措置の具体的な検討の過程にお
いて考慮されるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 本文 ３段落目

451

多くの利用者（特に中小・零細・個人企業や学術研究者）にとって、契約書の
ひな形は大きな助けになると思われるが、本来契約書は当事者間の合意に基づ
くものであり、契約の条件まで規制するようなひな形となってはならない。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

2

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 検討すべき事項

452

「検討すべき事項」へ以下の内容を追加する。
「研究機関に所属していない個人研究者や本業が別にあるアマチュア研究者へ
の配慮が全くなされていないことは極めて大きな問題である．そもそも学術研
究に係る様々な措置に関しては，すべて提供国側の研究者が所属する「機関」
と利用国側の研究者が所属する「機関」で対応されるであろうことを前提とし
ており，このままでは，所属機関からのバックアップ体制の望めない個人研究
者やアマチュア研究者の活動は極めて大きな制約を受けることは必至である」

わが国の昆虫分類学分野はアマチュア研究者の活躍によって支えられてきた経
緯があり、アマチュア研究者の活動が阻害される状況に陥れば，日本の昆虫分
類学は大きく停滞してしまう．今後，少しでも個人研究者やアマチュア研究者
が海外からの研究材料を取得しやすくなるよう個人研究者やアマチュア研究者
を視野に入れた利用者支援体制を構築するべき。

ご意見の趣旨は、利用者への支援一般に
ついて記載している当該箇所に含まれてい
ると考えます。このため、原文の通りとしま
す。

1

Ⅲ
３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 検討すべき事項 ３ポツ

453
当該記載を支持。 利用の実態を把握した上で、その実態を踏まえつつ可能な限り明確にし、それ

を日本の遵守措置の対象とするかどうかは、運用で解決すべき。
ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 2

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 検討すべき事項 ３ポツ

454

日本国内での措置を取り決める段階で並行して締約国間のPICやMAT取得プロセ
スの大胆な簡素化への誘導を日本が率先して行う必要がある。国内に向けた取
り組みとしては、PIC取得の具体的なプロセスを提供国別，利用者の個人か機
関従事者かといった立場ごとに示し，提供国での遺伝資源アクセス方法を提示
するなどが考えられる。

学術研究の行為主体は研究機関従事者を指していると考えられるが、研究機関
や専門領域の規模は様々であり、高校教員がある自然科学分野の世界的権威で
ある場合や昆虫類の多様性研究の場合は機関従事者以外の研究者人口が多いた
め。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ
３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 検討すべき事項 ４ポツ

455
当該記載を支持。例えば（独）製品評価技術基盤機構（NITE）の取組みを参考
とすべき。

遵守措置と支援措置は、車の両輪として実施すべきであり、支援措置の一つと
して、上記のような取組みは有効である。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

３．普及啓発及び利用者支援 ②利用者支援 検討すべき事項 ４ポツ

456

日本国内での措置を取り決める段階で並行して締約国間のPICやMAT取得プロセ
スの大胆な簡素化への誘導を日本が率先して行う必要がある。国内に向けた取
り組みとしては、PIC取得の具体的なプロセスを提供国別，利用者の個人か機
関従事者かといった立場ごとに示し，提供国での遺伝資源アクセス方法を提示
するなどが考えられる。

学術研究の行為主体は研究機関従事者を指していると考えられるが、研究機関
や専門領域の規模は様々であり、高校教員がある自然科学分野の世界的権威で
ある場合や昆虫類の多様性研究の場合は機関従事者以外の研究者人口が多いた
め。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

４．国内措置に関係するその他
の事項

457

日本国内の遺伝資源に関し、施策の結果が海外からの利用を促進しつつ国内研
究者の研究活動を阻害する、という事態に陥ることのないよう配慮して欲し
い。

ご意見の趣旨は当該箇所の②に含まれて
いると考えます。

1

Ⅲ

４．国内措置に関係するその他
の事項

①利用者が自らとるべ
き対応

１段落目

458

2015年までに国内措置を実施するのは時期尚早。監視システムの段階的な実
施、提供国のABS関連法令や手続き体制の整備、研究機関の体制整備と営利研
究からの実施、モデル事業の実施の予算化、主要機関に専門家組織のモデル設
置、中心的な専門家組織の省内への設置、情報発信と訓練等を実施すべき。

本報告書は、名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものです。
なお、ご意見の「提供国のABS関連法令や
手続き体制の整備」については、日本の国
内措置には該当しないと考えます。

1

Ⅲ

４．国内措置に関係するその他
の事項

①利用者が自らとるべ
き対応

１段落目

459

微生物や植物の維持系統株、生物標本についてはPICやMATの取得証明の添付を
国内規定として義務付けるようにすれば，100年後の試料の取り扱いについて
も混乱が起きないと考える。

学名を担保する完模式標本はその条件の明示が標本に添付されているため，ほ
とんどの場合論文公表以降も標本の出自が明らか。

本報告書は、名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものです。ご意見の「100年後の試
料の取り扱い」に関しては、今後行われる国
内措置の具体的な検討の過程において考
慮されるものと思います。なお、国内措置の
検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に記
載しています。

1

Ⅲ

４．国内措置に関係するその他
の事項

①利用者が自らとるべ
き対応

１段落目 １段落目

460

コモディティについては「売買時の本来の目的」で使用される場合であるか否
かによらず、名古屋議定書第１５条第１項に基づく遵守措置の対象とすべきで
はない。これを踏まえて、「…譲り受ける際は、【それがコモディティである
場合を除き、】当該他国のPICが取得され…」と挿入されるべき。

当該箇所では、一般的に利用者が自らとる
べき対応について記載しています。遵守措
置の適用の範囲とコモディティの関係につ
いては、Ⅲ1(3)⑧に記載しています。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方 461

まず、特定分野の実態調査と関係者の意向把握を優先課題として取り上げ、適切な
国内措置を設計していく基礎を固めるべき。

ご意見の趣旨は当該箇所の本文に含まれ
ていると考えます。 1
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Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

462

研究分野の現状を考慮してほしい。 ABSは従前のような研究標本の円滑な交換利用を改善するものではなく、かえっ
て大きく阻害する可能性をはらんでいる。多数派であろう営利産業界からの意
見だけでなく、少数派である学術研究者（分類学等） の意見も考慮されるよう
希望。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方 463

議定書の国内措置の今後の検討にあたっては、政府、学術界、産業界のみなら
ず、生物多様性の利益を代弁するNGOと伝統的知識を有する先住民の利益を代
弁するNGOの参画により議論をすすめるべきであるという意見を支持。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

464

提供国の第8条実施に向けた促進活動をする組織体を国内に形成・実施するべ
き。提供国に、第a項の簡便なシステムとして、Fast Track認可制度創設やPIC
の後付認可制度創設、機関間の包括PIC制度創設の提案・検討、第b項の緊急事
態としてFast Track認可制度の導入、第c項の食料農業遺伝資源としてITPGRFA
の考え方をその他の植物遺伝資源に拡大導入を求める活動を日本政府として実
施すべきである。

ご意見の趣旨は、当該箇所における国際的
な議論一般に関する記載に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

465

国内措置が厳しいと予想外の問題が生じる可能性が懸念される。そのため、国
内措置は直ちに法令化するのではなく、とりあえずガイドラインから始める、
あるいはガイドラインにとどめることを強く希望する。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。国内措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

466

「【学術界、産業界等のステークホルダーの下で】関係省庁が一丸とな
り･･･」と修正すべき。

「オールジャパン」というのは意味が不明。NGOをここに明記する必要性を感じ
ない。あくまでもABSに関する「ステークホルダー」が関与して国内措置を決定
していくという論旨にすべき。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

467

日本の利用者が安心して海外の遺伝資源を利用できるようにするために、国として
の新しいサポートの仕組みを創設してはどうか。利用者に対してパスポートのような
許可証を発給し、国が利用者を保証する仕組みが考えられる。また、発給条件とし
て、PIC/MAT作成、帰国後のチェックポイントへの報告、利益配分などを書面を持っ
て行う。提供国内におけるアクセスや帰国後の各種手続において用いることで、処
理スピードが上がると考えられる。

ご意見の趣旨は、Ⅲ1(4)①エの（検討すべき
事項）に含まれていると考えます。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

１段落目

468
今後、国内措置の具体的な制度を検討していく際には、その検討状況をオープ
ンにしてほしい。

遺伝資源の利用の仕方は多様であり、一概に把握することは困難。国内措置の
検討状況をオープンにすることで、利用の実態にそぐわない、遺伝資源等の適
切な利用促進を阻害するような措置を講じることが防げると考えられるため。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。 1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

１段落目

469

上記内容を支持するとともに、情報公開が徹底して行われるとともに、説明会
ではなく公聴会といった、住民参加メカニズムが確実になされることを求め
る。

検討会終了後、省庁間の調整が行われる際においても、これまで通り多くの利
害関係者が議論を交わしながら国内措置の検討を進めていくことを期待。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

１段落目

470

医療薬品分野、農林水産業、医学、応用生物学、基礎生物学、一次的生産物輸入
輸出、二次的生産物輸入輸出など、PIC指定による国内での利益分配が不公平にな
らぬよう、オールジャパンという言葉でまとめず分野を細分化してそれぞれで検討を
すべき。

議定書第5条では、遺伝資源の利用から生
ずる利益の配分は、提供者と利用者とで設
定した相互の同意に基づく条件（MAT）で行
うことを規定しており、ご意見の「PIC指定に
よる国内での利益分配」で意図されているこ
とが明らかではありません。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

１段落目

471

日本のステークホルダーのなかに「先住民等社会」を加える必要がある。「先
住民族」としての「アイヌ民族コミュニティ」と沖縄の「ローカル・コミュニ
ティ」に対して、これまで行われた国内措置のあり方検討について説明し、そ
の意見を聴取すること、そして今後の検討会に参加させることを求める。

国際社会では、ノールウェーが利用国であるとともに、国内にサミ民族という
先住民族が遺伝資源の提供をしているということで、先住民族の伝統知の国内
における保護を行っている。日本も、アイヌ民族を先住民族として認めている
ほか、琉球民族を先住民族と見なさない場合にも「ローカル・コミュニティ」
として、「先住民等社会」に加えるべき。

当該箇所では「本検討会の終了後の次のス
テップとして・・・学術界、産業界及びNGOを
含めたオールジャパンの体制の下で・・・国
内措置の検討を進めるべきである。」と記載
しており、ご意見の趣旨は含まれていると考
えます。

1

Ⅲ

５．国内措置の検討の今後の進
め方

２段落目

472

当該記載を支持。 学術研究に限っても、分野によって様々な事情を抱えていると思われることか
ら、実態を充分に把握し、国内措置による影響を充分考慮した上で、国内措置
の整備を行ってほしい。

ご意見の趣旨は当該箇所に含まれていると
考えます。

10

指
定
な
し

473

国内措置に対する基本的な考え方に賛成。 ご意見をいただきありがとうございます。

1

指
定
な
し

474

定義を明確化すべき。 遺伝子組換え動物等が対象になると研究が阻害される。 ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

3
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指
定
な
し

475

対象とする遺伝資源は、たとえばその国の固有種・在来種に限定し、ゲノム情
報を基に人為的に作製可能な遺伝子改変生物や遺伝学的・育種学的手法で作出
できるような品種、系統等については対象外とするのが望ましい。

遺伝子改変生物や品種などは学術研究において国際的に共有するのが望ましい
資源であり、例え提供しないとしてもある程度時間を掛ければ作れるため。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②、④、⑪等に含ま
れていると考えます。

1

指
定
な
し

476

化学構造や化学式、特許等の情報は実質管理不可能であるため、遺伝資源の定義
から遺伝子配列情報を外すべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

477

遡及適用は行わないべき。 これまで保存している遺伝資源は研究対象にできなくなり、貴重な資源の無駄
が多く出ることになる。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②に含まれていると
考えます。

4

指
定
な
し

478

遺伝資源から派生物や情報を対象外とする。明らかな利益が生じた場合には関
与の程度に応じて、改めてMATで取り決めるべき。

通常、共同研究として発表される以外に利益がでるものではなく、学術研究に
混乱や停滞を生じる。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②や④に含まれてい
ると考えます。

1

指
定
な
し

479

遺伝資源の解釈が、現状では締約国の裁量の幅が大きすぎる。このまま議定書
を締結することは時期尚早で、将来の混乱・対立を招く危険性がある。国によ
り「利益配分に関わる遺伝資源」の対象範囲が違うというのは問題。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)②及びⅢ5の箇所に
含まれていると考えます。

1

指
定
な
し

480

「派生物」は、遺伝子配列情報が異なっていても、同一のものが遺伝的発現や
代謝によって生ずるものも多く不明確であり、利益配分を契約で決めることが
可能であることから、「遺伝資源」の定義から対象外とするべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)④に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

481

派生物の示す範囲が不明確なので、研究者自身で線引きができるような解説を
望む。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)④に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

482

国内外の市場で販売される商品を購入して研究素材とする場合は、国内措置の
対象外とするべき。

市場で購入したものは既に販売者に代価を支払っている。遺伝資源の対象とし
てPIC/MATの取得は難しいため学術研究ができなくなる。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑥に含まれていると
考えます。

2

指
定
な
し

483

非商業的利用と商業的利用の区別を明確にすべき。 遺伝子組換え動物等が対象になると研究が阻害される。 ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦に含まれていると
考えます。

6

指
定
な
し

484

非商業目的の遺伝資源等の学術研究利用及びその成果の発表については、遵守
措置の対象から除外するべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦に含まれていると
考えます。

1

42
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指
定
な
し

485

大学の研究など非商用目的の場合は、できる限り簡素化し、現状と比べて限り
なく負担が増えないものとするべき。

標本交換で個別にPIC/MATを作成することは時間がかかり、研究に大きな支障を
きたす。また、非締約国に有利に働くことになる。慣例がある場合は、それを
尊重した形で国内法を作ってほしい。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦に含まれていると
考えます。

13

学術研究においては当事者間の合意に基づいて行われる。大学等の研究室では
煩雑な手続き等に対応できなくなり、研究の停滞や停止をまねく。

今の日本の研究業界には，許可申請等に新たに時間を割く余裕は一切ないた
め。

議定書の内容は商業目的か商用を予定した研究プロジェクトには適している
が、大学やアマチュアにおける研究には適していない。この制度では博物学学
芸員、大学動物学者植物学者、分類学者等の仕事を制限することになる危惧が
ある。

指
定
な
し

486

国内法としてはできるだけ規制は設けず、当該相手国の法律を遵守しているこ
とを確認するにとどめるべき。学術研究の現場の負担が過度にならないよう、
関係機関への報告がある場合は、WEB入力やE-mailで提出できるようなフォー
マットを作成し、最低限の必要事項の記入と相手国の輸出許可の提出でで完了
するものとすべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦に含まれていると
考えます。なお、本報告書は名古屋議定書
に対応する国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。遵守措置の態様（法律やガイドライン
等のいずれとするか）については、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

1

指
定
な
し

487

遵守措置により、ストックセンターの収集と提供業務が過度に煩雑にならぬよ
う希望。

ユーザーの学術研究活動の阻害につながる措置は避けるべき。 ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑧及びⅢ3②に含ま
れていると考えます。

1

指
定
な
し

488

“遺伝資源に関連する伝統的な知識”の文言は，言葉の定義が不明確であり，
社会学的研究・比較文化研究などの領域などへの影響も想定される。発展途上
国などにおける文化的なフィールドワークに対しても制限が生じる可能性があ
るので、人文系も含めた幅広い分野における実態の把握なども不可欠。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑨及びⅢ5に含まれ
ていると考えます。

1

指
定
な
し

489

伝承・伝統的知識であっても、既に書籍等に記載され一般に明らかになってい
る場合は、国内措置の対象外とするべき。

漢方はもとは古代中医学に起源するため、伝統的知識の範囲設定次第では、現
在の日本における医療において混乱をまねくことになるため、伝統的知識の範
囲を具体的に明確化する必要がある。また、局在的な民族医療の伝統的知識
は、研究対象にされないことでむしろ消滅に向かう可能性もはらんでいるた
め、学術的研究遂行を妨げない措置が必要。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑨に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

490

植物遺伝資源へのABSに関して、最も柔軟性があり現実的な仕組みはITPGRFAで
ある。国内措置を決めるに当たっては諸外国での措置とのバランスが重要であ
り、各国での検討動向を十分に把握し、日本が性急に決めることがないよう要
望。

ITPGRFAは一部の作物の適用であるため、付属書に記載されていない農作物は名
古屋議定書に従った対応が必要になる可能性があるが、結果、遺伝資源の利用
時に過大な負担がかかり、種苗業界に深刻な影響が生じるおそれがある。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑪及びⅢ5に含まれ
ていると考えます。

1

指
定
な
し

491

交配等により生じた派生物について限りなく対象とする場合には、条件の異な
る相手国が複数存在するなど実質的に利用が困難になる場合も想定されます。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑪に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

492

PICやMATに関する膨大な届け出を処理する能力が現在ないと推察されるため、届
け出は商品化の時や認証の時のみを義務化するべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)①アに含まれている
と考えます。

1

指
定
な
し

493

全てのPIC/MATを管理当局へ提出するのではなく、日本の利用者が提供国ルー
ルを無視したり、衡平なBSが担保されないような事態が生じないよう支援措置
を講じ、それを遵守する形で管理を行い、産業化に貢献しそうな成果が出る場
合、特許を出す場合、企業にライセンスする場合に、当局に申請を上げる仕組
みが良いのではないか。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)アやⅢ3②等に含ま
れていると考えます。

1

指
定
な
し

494

遺伝資源のモニタリングに関して、輸入時のチェックを重視すべき。資源提供国の許
可のないものには、厚労省、農水省は輸入すべきでない。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

指
定
な
し

495

チェックポイント、監視（monitoring）、ABSクリアリングハウス等につい
て、実際に実施体制を示してほしい。

本報告書では国内措置のあり方（大きな方
向性）について記載しています。遵守に関す
る国内措置の具体的な内容や実施体制に
ついては今後検討されることとなっていま
す。

1

43



意見一覧 参考資料６ （附属資料）　
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指
定
な
し

496

国内PIC制度の制定について反対。 狭い国土である日本の遺伝資源は限られており、国内や海外との遺伝資源等の
やりとりの障害となり得る 国内PIC 制度の導入は深刻な問題となる可能性があ
る。仮に定める必要があるとしても、非商業的利用と、商業的利用の区別を明
確にし、非商業的利用に関してはPIC 制度を不要とすべき。

ご意見の趣旨はⅢ2に含まれていると考え
ます。

2

指
定
な
し

497

インドネシアでは生物標本の持ち出しが非常に厳しく許可を得るのに相時間を
要する状況。日本側の手続きはMATを審査する形のPICであれば比較的簡素な手
続きで済むのではないか。日本と多国間の共同研究などの政府が重点的に実施
する大型プロジェクトなどに関しては、政府間あるいは各国の学術団体間での
生物持ち出しに関する合意を一括して取り交わしてもらわないと研究者個人で
は対応できない事態が生るため、研究促進を阻害する制度ではなく、研究促進
の方向に制度構築してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ2及びⅢ3②に含まれて
いると考えます。

1

指
定
な
し

498

普及活動は大学のような組織にこそ徹底してほしい。 標本を扱うような部署は物理系・化学系中心の部署の中では弱者。このような
重要な条約に関して、大学内の標本管理に係わる仕組みを正すことが後回しに
されて来たのが現状。植物標本などは、国立大学では無意味なものと扱われ、
地方の博物館に流出したり、場所の問題で外国に買い取られることもあるが、
それは国家的な損失。標本は国の資産であり、国として生物多様性が重要と考
えるのであれば、その重要性を大学のような組織の上層部にこそ普及してほし
い。

ご意見の趣旨はⅢ3①に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

499

ケース・スタディーのように、想定される具体例を挙げて解説するなど、国内措置に
関連して生じうる問題点等を明確に把握できるような配慮が欲しい。

ご意見の趣旨はⅢ3①に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

500

遺伝資源の履歴をきちんとたどれるようにしておくことは重要。その意味で常
に公的なカルチャーコレクションを通じて行うことが理想かもしれない。NBRC
やナショナルバイオリソースプロジェクト等によるバイオリソースの管理流通
体制の強化に期待。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

501

相手国との契約を締結するための補助機関の設置が検討されているが、日本国
民の利益を守るために、相手国との調整を国が手助けすることは重要。このよ
うな機関には、相手国の法律が何を要求しているか、あらかじめ分かりやすく
周知するようなデータベースなどの整備を期待。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

502

学術研究への配慮なしに法令や制度が整備されると研究の阻害が懸念されるた
め、法整備・制度運用において研究を妨げずサポートする体制の構築を強く要
望。

議定書第8条（特別の考慮事項）があるが、国内法が学術研究への配慮がないま
まに枠組みが完成すると、国内の博物館が海外に標本を送付することおよび研
究者個人が海外に生物資料を送付することが困難になる。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

503

法整備・制度運用において研究活動を妨げないよう配慮と研究活動をサポート
する体制の構築を要望。

十分なサポートがなければ、研究活動への大きな障害になってしまう可能性が
ある。議定書第8条（特別の考慮事項）があるが、国内法が学術研究への配慮が
ないままに枠組みが完成すると、国内の博物館が海外に標本を送付することお
よび研究者個人が海外に生物資料を送付することが困難になる。

ご意見の趣旨はⅢ3②やⅢ2（国内PIC制度
を措置することとした場合に検討すべき事
項）等に含まれていると考えます。なお、本
報告書は名古屋議定書に対応する国内措
置の内容に係るあり方（大きな方向性）につ
いて記載しているものです。国内措置の態
様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

504

批准国全てに対応したフォーマットを用いたり，各国の事情を調査し、批准国
に対してスムーズに遺伝資源にアクセスできるよう制度を活用すべき。

議定書を契機に他国の遺伝資源へのアクセスが容易になれば、日本だけでなく
世界中の基礎研究が活性化するため。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

505

PICとMATの作成を適切・簡便に行うために，PICとMAT等の情報を提供する国内
組織および作成をサポートする組織あるいは機関を設けるか、あるいは整備し
てほしい。

ご意見の趣旨はⅢ3①②に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

506

「他国の現状および情報の提供」についてInternetを利用してできるだけリア
ルタイムに情報を提供できるようなシステム、組織を設置してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ3①②に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

507

議定書・条約等について日本国の研究者のみならず一般にもまず知らしめる必
要があるので、継続して説明会を実施してほしい。今後議定書にかかわる国内
措置法などの実施にともなっては、議定書解説書を作成し、法律・規則の実施
に対して国内で対応する組織・体制づくりをしてほしい、

ご意見の趣旨はⅢ3①②に含まれていると
考えます。

1
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指
定
な
し

508

国内措置での規制と同時に、利用促進の施策もしてほしい。得に政府間のバイ
でのMOU締結と研究用途での簡便な手続きが実現できるように進めてほしい。
また、PIC/MAT取得は人間関係構築も必要なため、良好な人間関係・人的ネッ
トワークの構築が必要。様々なネットワークも活用し、人的ネットワークの構
築支援・交渉ができるような人材育成の支援もしてほしい。

ご意見の趣旨はⅢ3①②に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

509

相手とかわす契約に関し、研究者個人で行うことは非常に危なく、かつ面倒
で。研究者個人の負担であっても構わないので、組織や機関で安全な契約を結
ぶ、あるいは全面的に協力してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1

指
定
な
し

510

範囲を明確にした上で関係者が議論を行うような場を設置した方が、より具体
的な議論が行われ効率的と思われることから、範囲を明確にしたうえで更なる
検討会を設置してはどうか。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ5に含まれていると考え
ます。

1

指
定
な
し

511

各担当省庁が仮想MATを作ってみれば、MAT作成交渉のどこが難しいかや実際の
資源入手交渉の流れが、実感できるのではないか。省庁は交渉現場の実態を理
解した上で議論してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ5に含まれていると考え
ます。

1

指
定
な
し

512

名古屋議定書の批准と実施を拙速に進めることは、日本の産業界のみな らず
学術分野の基礎力への影響が大きいものと懸念される。議定書の批准を急が
ず、十分な議論をなされ、実態を踏まえた検討が不可欠。

利用国としての遵守に関して、利用者の認知度が十分でないため国内措置につ
いて普及啓蒙の必要がある。締約国間で国内措置への対応が大きく異なること
から、日本が国内措置の整備を急ぐ必要性は低い。遺伝資源の定義と範囲等、
議定書の根幹に関わる事項について結論に達していないなど、多くの問題点を
残している。

ご意見の趣旨はⅢ5に含まれていると考え
ます。

4

指
定
な
し

513

2015年の議定書締結は時期尚早。さらなる検討と利用者への普及啓発と対応で
きる体制整備の上で締結をおこなうべき。

遺伝資源を扱う多くの利用者が議定書についての知識がほとんどないため、普
及啓発には相当時間がかかるものと思われる。少なくとも、利用者が所属する
学術機関・企業等の監督省庁による普及啓発・体制づくりへの指導の下に、利
用者が国内措置を受け入れられる環境が整ったうえでの議定書の締結が望まし
い。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。利用者への普及啓発等のご意見の趣
旨はⅢ3に含まれていると考えます。 1

指
定
な
し

514

実務面では、各省庁を横断する・統括する発展的な日本版クリアリングハウス
的な機能を備えた機関があってもよいのではないか。

現行では各国のルールによるため、対応するにも個人・組織にも限界がある。 ご意見の「各省庁を横断する・統括する日本
版クリアリングハウス的な機能を備えた機
関」で意図されていることが明らかではあり
ませんが、議定書第14条で規定されるABS
クリアリングハウスのような情報共有の役割
を果たす機関を意図されている場合は、そ
の趣旨はⅢ3②の（検討すべき事項）に含ま
れていると考えます。

1

指
定
な
し

515

輸入の際の通関、検疫では細かい入手情報を関係省庁に申告しているので、省
庁の縦割り管理体制でなく、情報共有を漏れなくやる体制を整備してほしい。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)③の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

指
定
な
し

516

議定書は外国の遺伝資源の利用に際し、当事者(海外学術調査で、様々な発展途上
国に出かけられた代表者)が直面した問題について理解しているか疑問。
議定書に「正式な遺伝資源採集許可」を申請書が出されてから遅くとも100日以内に
許可書を出すことを記入してほしい。また「遺伝資源採集許可申請書」をできるだけ
簡略化し、事後報告書を充実するようにしてほしい。
このような議定書が出され「議定書が尊守されるためには」、これまでのように各個
人や会社が、独自に「採集許可申請をおこなう」のではなく、すべての情報を把握し
てこの議定書を実効性のあるものにするためにも、環境省の部署に「正式な遺伝資
源採集許可」を当該国に出す「一本化された窓口」が必要。
一般の意見を求めるより当事者に直接ヒアリングした方が効果的。名古屋議定書締
結国にもそれぞれに、窓口の一本化と申請許可書の早期配布を義務づけないと「議
定書の尊守」はおぼつかない。

提供国による短期間での許可書等の発給
や、許可申請の際の窓口の明示等が求め
られることについては、既に検討会で議論さ
れています。

1

指
定
な
し

517

あり方を記した報告書案に基づき、締結国各国と調整・交渉し、理解を得て、
ある程度の共通ルールを決めてほしい。

現行では各国のルールによるため、対応するにも個人・組織にも限界がある。 ご意見の趣旨はⅢ1(1)④に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

518

日本の学術産業界は海外遺伝資源の利用においてはこれまで提供国の機関とは
概ね良好な関係を保ってきているので、名古屋議定書の発効によってそれらが
支障を受けないように引き続き関係国の政府レベルにも発信してほしい。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。

1

指
定
な
し

519

先方となる「後進国」の法規整備の手助けになるような人材を派遣するような
ことは考えないのか。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。

1
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指
定
な
し

520

今後ともまとまり次第、パブリックコメントをしてほしい。 ご意見の趣旨はⅢ5に含まれていると考え
ます。

1

指
定
な
し

521

モデル実験動物を使った研究では、国籍の異なる研究者が互いに系統を交換し
合って研究を進めることが必須。モデル実験動物に関しては、この条約が研究
振興の妨げとならない様、例外規定を設けて頂く等の対策をとってほしい。

自由かつ迅速な交換が保証されなければ、研究の進展が大きく阻まれ、人類の
福祉にとっても大きな損害をきたすため。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載しているⅢ１(3)⑦に含
まれていると考えます。

1

指
定
な
し

522

変異した病原性微生物等については緊急な解析等が必要なので、提供あるいは
利用に関して強制力の強い国際的な枠組みを考えるべき。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

指
定
な
し

523

基礎研究目的で提供を受けた遺伝資源から派生的に経済的利益が発生した場合
には、原則的に当該遺伝資源の提供者に対して、応分に従って一定の利益分配
はなされるべき。カルチャーコレクションが商用目的の抜け穴として使われる
ことで、商用と同様な規制対象にならないよう、カルチャーコレクション等、
公的機関の所有する遺伝資源についても、経済的利益が発生するようになった
場合にも適用すべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦及び⑧に含まれて
いると考えます。

1

指
定
な
し

524

学術的研究の目的によっては、伝統的知識を国内措置の対象からはずすべき。 漢方はもとは古代中医学に起源するため、伝統的知識の範囲設定次第では、現
在の日本における医療において混乱をまねくことになるため、伝統的知識の範
囲を具体的に明確化する必要がある。また、局在的な民族医療の伝統的知識
は、研究対象にされないことでむしろ消滅に向かう可能性もはらんでいるた
め、学術的研究遂行を妨げない措置が必要。

ご意見の趣旨は非商業目的の学術研究利
用一般について記載しているⅢ１(3)⑦に含
まれていると考えます。

1

指
定
な
し

525

種苗法、植物育種について、従来の植物の考え方（ITPGRの考え方）に基づき、自由
な利用を促進し、育種以外の、成分抽出などの高度利用に関して厳格な管理をして
はどうか。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

指
定
な
し

526

手続きに要する時間は、簡単、短時間であることが基礎的研究の推進には極め
て重要。また、遺伝資源と遺伝素材の授受に際してレーサビリティーの確保が
重要なので、由来に関する情報の添付と受理を授受の直接関係者に義務づける
ような枠組みを考えて欲しい。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)①ウ及びエに含まれ
ていると考えます。

1

指
定
な
し

527

情報管理について、大学の既存のWebシステムを活用して管理を行い、管理体
制のきちんとしている研究機関・事業体は、トラブルが発生しそうな時にだけ
当局への申請を行い、システムを当局に申請し満足いく管理・組織の規制体制
が確認出来たら、優良研究機関・事業体として認可して優遇措置を与えること
が良いのではないか。

ご意見の趣旨はⅢ1(4)①エ（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

指
定
な
し

528

育種について、コモディティ化した後は、自由な育成が担保された場合、特許が無い
限り第三者への提供は制限を受けない。この点について、日本は制限をかけない方
が、海外の遺伝資源のアクセスがしやすくなるかも知れない。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑥に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

529

提供国から導入した遺伝資源は対象形質が一つに限られていることはなく、潜
在的に多くの形質を含有している。その価値を引き出すためのアイデアは利用
国の研究の研究者に属するものである。

議定書第5条では、そうしたアイディア等を
含む遺伝資源の利用から生ずる利益の配
分は、提供者と利用者とで設定した相互の
同意に基づく条件（MAT）で行うことを規定し
ています。

1

指
定
な
し

530

国内PIC制度について、PICを取得すべき日本での探索生物資源の範囲について
は、理研や生物研のようなリソースセンター（ex situ）とITPGRクロップリス
ト以外とし、リソースセンターやITPGRの効力が及んでいるものについては、
PICは不要とするが、新規の微生物探索の場合などは、免疫賦活剤のような利
益を生む可能性のものもあることを考慮すべき。植物は育種以外はPICを求め
るなどの、生物種ごとにルールを決めることが良いのではないか。

ご意見の趣旨は、Ⅲ2の（国内PIC制度を措
置することとした場合に検討すべき事項）に
おける「対象とする遺伝資源の範囲を明確
に設定すること」等の記載に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

531

日本での探索生物資源の範囲については、理研や生物研のようなリソースセン
ター（ex situ）とITPGRクロップリスト以外とし、それぞれのリソースはそれ
ぞれの従来のルールに従い、PICを不要とし、In situおよび特別保護すべきリ
ソースについてのみ、PIC申請を求めるという管理を行うことが良いのではな
いか。

ご意見の趣旨は、Ⅲ2の（国内PIC制度を措
置することとした場合に検討すべき事項）に
おける「対象とする遺伝資源の範囲を明確
に設定すること」等の記載に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

532

条約や議定書がある以上それらに従うのは当然であり、学術や中小、面倒とい
う言い訳は通用しない。それらの分野でもきちんと遵守できるよう、制度の緩
さで調節するのではなく、支援措置を行うべき。簡単かつ十分であるフォー
マット等を提供すれば、想像より簡単にできることが実感されるのではない
か。

ご意見の趣旨はⅢ3②に含まれていると考
えます。

1
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指
定
な
し

533

円滑な学術利用を担保するための記載について、今後の検討において十分考慮
したうえで国内措置を決定し、十分な周知期間をもって実施することを希望。

ご意見の趣旨はⅢ1(1)⑤やⅢ5等に含まれ
ていると考えます。

1

指
定
な
し

534

非商業目的の研究のためには簡素な措置をすべきであり、まずは各学問分野ご
との実態調査が重要。省庁横断的な事項として取り扱うとともに、アマチュア
研究者の存在を認識すべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(3)⑦やⅢ5等に含まれ
ると考えます。

1

指
定
な
し

535

議定書にアメリカが加わっておらず、今回議論されている様々な法規制の対象
から事実上除外されている状況下では、グローバルな規制に大きな抜け穴があ
る。我が国の研究開発力が削がれ、国際競争力が低下しないよう十分配慮して
ほしい。

ご意見の趣旨はⅢ1(1)②に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

536

措置の厳格さの程度について、法令として定めるよりは、むしろガイドライン
的なものとし、今後の対応に柔軟性を持たせることが必要。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

537

現在の科学研究は国際的に生物資源の迅速な共有が必須であるため、このような
案件は一律に法律で規制するべきではなく、柔軟性のある指針として設定するべき。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

538

類似の法律の運用例がないため即対応は難しい。まずはガイドラインによる行
政措置を行うべきであり、2015年からの実施は時期尚早。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

539

提供国によって遵守すべき事項が異なるなど不確定要素が多く、国内措置は法
律ではなく、ガイドラインで定めるべき。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

540

国内措置の様態（立法・行政・政策上の措置）について、できるだけ規制が緩
い措置が望ましい。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（立法上、行政上、又は政策上の措置
のいずれとするか等）については、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

1
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指
定
な
し

541

日本が提供国になる場合も極めて多くのケースで有りうる。その時の対応につ
いての協議も念頭に置き、CBDの「遺伝資源の利用から生じる利益 を公正かつ
衡平に配分すること。並びにこれによって生物の多様性の保全及びその構成要
素の持続可能な利用に貢献すること」という理念からブレない、現実的な遵守
が可能なガイドラインを議論すべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(1)③に含まれていると
考えます。なお、本報告書は名古屋議定書
に対応する国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。遵守措置の態様（法律やガイドライン
等のいずれとするか）については、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

1

指
定
な
し

542

提供国から遺伝子資源を手に入れるとき、またその後の移動について，国のサ
ポート体制の構築が法律で義務化されると、研究者にとっては非常に心強い。

本報告書は名古屋議定書に対応する国内
措置の内容に係るあり方（大きな方向性）に
ついて記載しているものです。遵守措置の
態様（法律やガイドライン等のいずれとする
か）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

543

現状の延長線では、利用者の意見がどこまで反映されるのか不明。利用者の生物
多様性保全に対する理解ならびに我が国の利益に資するとする判断なしには具体
的措置をとることはさらなる困難を生じさせる。また、利用者の研究開発活動を萎縮
させるような選択はつまるところCBD/名古屋議定書の目的にも合致しないと思われ
る。加盟する場合には、行政的措置あるいは政策上の措置にとどめるべき。

ご意見の趣旨はⅢ1(1)②、⑤等に含まれて
いると考えます。なお、本報告書は名古屋
議定書に対応する国内措置の内容に係る
あり方（大きな方向性）について記載してい
るものです。遵守措置の態様（立法上、行政
上、又は政策上の措置のいずれとするか
等）については、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において扱われるもの
と思います。なお、国内措置の検討の今後
の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

544

原住民の伝統文化・伝承を大切にするならば、利用国の研究者のアイデアも重視す
るべき。そのことを考慮し、提供国への報告は最小限にとどめるべきであり、ガイドラ
インの作成が必要。一方的にアイデアが流出することを懸念する。日本は動植物類
が豊富であり、提供国の立場もあるため、国益を損なわないようバランスを持った考
慮が必要。

議定書第5条では、発見されたアイデア等を
含む遺伝資源の利用から生ずる利益の配
分は、提供者と利用者とで設定した相互の
同意に基づく条件（MAT）で行うことを規定し
ています。
なお、本報告書は名古屋議定書に対応する
国内措置の内容に係るあり方（大きな方向
性）について記載しているものです。遵守措
置の態様（法律やガイドライン等のいずれと
するか）については、今後行われる国内措
置の具体的な検討の過程において扱われ
るものと思います。なお、国内措置の検討の
今後の進め方に関しては、Ⅲ5に記載してい
ます。

1

指
定
な
し

545

我が国の措置の策定に当たっては、遺伝資源の非商業的利用を制限することが
なく、自由で柔軟な研究活動を保障するしくみを作ることで、国際的なガイド
ラインの策定に主導的な役割を果たすことを希望。

Ⅲ1(1)②に含まれていると考えます。なお、
現時点では、国際的なガイドラインの策定に
関する動きはありません。

4

指
定
な
し

546

あり方を検討する前に、「遺伝資源」等の定義について明確にすることを優先
して取り組む方が効率的かつ効果的ではないか。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

指
定
な
し

547

現在、不適切な遺伝資源等の取り扱いが行われているのであれば、これを未然
に防ぐための措置を検討してほしい。過剰な想定により厳しい規制をとるよ
り、現在の問題点を洗い出して対応してほしい。

検討会における議論の位置づけについて確認するため ご意見の趣旨はⅢ1(5)①の（検討すべき事
項）に含まれていると考えます。

1

指
定
な
し

548

2015年までに日本として批准する目標があるとのことだが、何がいつ決まって
いくのかが理解できる工程表を示してほしい。

本報告書では国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しています。
今後の進め方については関係省庁で検討
することとしています。

1

指
定
な
し

549

あり方検討会の議論は不十分。具体的な問題点や対応策について業界団体、個
人から幅広く意見を聞き、専門家が国としての対応策、国益の確保を前提とし
た議論の進め方が肝要。また、我が国が性急に国内措置を決定する必要はな
い。2年ごとの国際会議で各国の国内措置の具体的な内容を確認・精査し、我
が国独自の政策を盛り込んだ対応を決定するためには、少なくとも5年間の十
分な調査・議論が必要。

ご意見の趣旨はⅢ5に含まれていると考え
ます。なお、本検討会は国内措置のあり方
（大きな方向性）について検討することを目
的としているものです。 1
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指
定
な
し

550

全体的に、企業・産業界等の利益を優先する考え方が強く、本来の目的である
遺伝資源の保護や生物多様性を守る姿勢が弱い。議定書の目的はABSだが、国
内措置においては、生物多様性の保全と持続可能な利用というCBDの本来の目
的に合致した考え方を基に策定すべき。また、日本は海外の資源に依存すると
ころが大きいため、世界の生物多様性に影響を与えており、世界のモデルとな
るような国内制度を早期に整えることが望まれる。

ご意見の趣旨は検討会で議論されました
が、報告書には反映されませんでした。

1

指
定
な
し

551

1-2年の間に運用を開始することは早急すぎる。大学関係者がこの問題を認識する
ための時間が必要であり、また、遺伝資源の範囲が不明瞭なままで運用が開始され
ると研究現場が大混乱するため、十分な議論を行うためにも時間をかけることが必
要。

本報告書では国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しています。
また、遺伝資源の範囲に関するご意見の趣
旨は、Ⅲ1(3)①に含まれていると考えます。 1

指
定
な
し

552

この案に基づいた措置は国民の生物や自然に対する関心を削ぐ恐れがあるた
め、本検討会報告書（案）には、基本的に反対。

特に商業的な目的に関しては遺伝資源等の取得に際して日本政府のPICを得るこ
とが必要となるが、我が国の国民が生物に慣れ親しみ生物や自然への関心を深
める機会を奪いかねない。人々が生物や自然に対して「自分達とは関係の無い
もの」との考えが広がれば自然保護に関する事業や学問を推進することも難し
くなる。
人々の関心を確保し、生物や自然の保護を進めるには、開発の手から遠ざける
だけではなく、むしろ生き物に触れ合う機会を設けなければならない。

本報告書には、商業的な目的での遺伝資源
等の取得に際して日本政府のPICを得るこ
とを必要とすべき旨の記載はありません。

1

指
定
な
し

553

非締約国による議定書の自主的・実質的遵守を促進するため、議定書を遵守し
ないで生産された商品の輸入制限を課すべき。

本報告書は、名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものです。議定書の非締約国を対
象とする措置については、本検討会での議
論の対象としていません。

1

指
定
な
し

554

日本では昆虫愛好家が世界的に見て多く、各地方で同好会が多くの活動を行ってい
る。アマチュア愛好家は探求心が旺盛で高度な知識と経験をもち、世界各地に赴
き、新種の発見や分類体系の研究、生態の解明、進化の研究などを行い、また図鑑
も世界第１級のものを出版している。国外の昆虫を採集するには許可が必要である
とすれば、個人でも簡単に許可が取れるための規程を入れてほしい。また、公的な
研究機関に所属していないアマチュアの個人的活動を封鎖することのないよう、「文
化的視点での利用の自由」という項目を追加してほしい。

ご意見の趣旨は、非商業目的の学術研究
利用一般について記載しているⅢ１(3)⑦
や、利用者への支援一般について記載して
いるⅢ3②に含まれていると考えます。

1

指
定
な
し

555

論点の中に時間的な考え方がほとんど含まれていないので、現場の現状を踏ま
えて検討してほしい。

公共機関の標本庫に寄贈等で標本が入った場合、PIC/MATの確認が困難なことが
想定される。条約発効後かつ国内措置の有効後、100年後に標本庫が責任を問わ
れても、改善するための情報さえない状況があり得る。監視を永年継続するの
は現場の負担が大きすぎる。例えば昆虫などの例では標本の売買も一般的で
あったり、植物標本などは100年単位で存在しうる。

本報告書は、名古屋議定書に対応する国内
措置のあり方（大きな方向性）について記載
しているものです。ご意見の「時間的な考え
方」に関しては、今後行われる国内措置の
具体的な検討の過程において考慮されるも
のと思います。なお、国内措置の検討の今
後の進め方に関しては、Ⅲ5に記載していま
す。

1

指
定
な
し

556

個人ベースのアマチュアに対する配慮してほしい。 植物や昆虫などの分類学はアマチュアの貢献が大きいため。 ご意見の趣旨は、Ⅲ１(3)⑦やⅢ2の（国内
PIC制度を措置することとした場合に検討す
べき事項）等における非商業目的の学術研
究利用一般に関する記載に含まれていると
考えます。

1

指
定
な
し

557

どの項目が各国の共通認識で、どの項目が各国ごとに変わりうるのかがわかり
やすくなるとよい。

どの部分が提供国法令によるもの若しくは各国の共通理解なのか良くわからな
い。

本報告書のⅢ章全体は、名古屋議定書に
対応する日本の国内措置のあり方（大きな
方向性）について記載しているものです。

1

そ
の
他

意見募集の報道発表（環境省
HP）に対するご意見 558

遺伝資源活用のためには研究の自由度が確保されることが必須な条件である。
各国における法令の実体が明らかになっていない段階なので、国内処置は立法
ではなくガイドラインにとどめ、今後の変更に柔軟性を持たせるべき。

ご意見の募集の対象としていたのは報告書
案の内容です。なお、本報告書は名古屋議
定書に対応する国内措置の内容に係るあり
方（大きな方向性）について記載しているも
のです。国内措置の態様（法律やガイドライ
ン等のいずれとするか）については、今後行
われる国内措置の具体的な検討の過程に
おいて扱われるものと思います。なお、国内
措置の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ
5に記載しています。

25

指
定
な
し

559

名古屋議定書による生物の輸出入に関する規制について賛成。 規制に当たっては学術面でのやりとりに関して、なるべく手間のない手続きを
期待。なんでも身近な存在にするのではなく憧れの生き物という存在も残して
おいてほしい。

学術研究利用に配慮するべきとのご意見の
趣旨は、Ⅲ1(3)⑦やⅢ2の（国内PIC制度を
措置することとした場合に検討すべき事項）
等に含まれていると考えます。 1
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指
定
な
し

560

アメリカ等批准していない国もあり、日本にとって不平等になりかねないた
め、強く反対し、批准を撤回することを希望。

議定書の締結は植物遺伝資源研究の妨げになるだけでなく、日本としての新品
種育成の意欲をそぎ、国益を損なうことになりかねないため。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。

1

指
定
な
し

561

人間の都合で生息地の外側に持ち出すことは喜ばしいことではなく、環境保護
の点からも賛成できないため、動植物の輸出入が一切できなることには賛成。

名古屋議定書には、一切の動植物の輸出
入を禁ずるような規定はありません。

1

指
定
な
し

562

遺伝資源の保護を目的とするならば自国の中だけではなく他国の愛好家などに
も幅広く飼育または保持させより良い手段を探って行くべき。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。

1

指
定
な
し

563

用語の定義などの重要な事項について、一般の者にも理解できるよう範囲を明
確にした上で、パブリックコメントを実施して欲しい。

検討会における議論の位置づけについて確認するため 用語の定義等を明確化すべきとのご意見の
趣旨はⅢ1(3)②等に含まれていると考えま
す。

1

指
定
な
し

564

ABSの国内法が整備されても、国際的貿易において各国の国内法が影響を及ぼ
すことが危惧される。国内法の整備と同時に、関係国の国内法について、法的
な関係図も示してほしい。

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。また、国内措置の態様（法律やガイド
ライン等のいずれとするか）については、他
国の法令等との関係性を含め、今後行われ
る国内措置の具体的な検討の過程におい
て扱われるものと思います。なお、国内措置
の検討の今後の進め方に関しては、Ⅲ5に
記載しています。

1

指
定
な
し

565

遺伝資源の問題の本質には先進国が途上国から遺伝資源を搾取しているという認
識が途上国側にあって、そこを是正しなくては解決しないのではないか

本報告書は国内措置の内容に係るあり方
（大きな方向性）について記載しているもの
です。 1

1351
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